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概要書 
本論文は、企業結合会計のフレッシュ・スタート法について考察しており、主要な論点
として 3つをあげることができる。 
第 1に、先行文献ではつながりが明確でないものの、フレッシュ・スタート法の検討に
際しては、「持分」と「支配」のような概念が重要であると考えられる。よって、企業結合
を支えるこれらの概念から経済的実態を整理して、フレッシュ・スタート法の適用できる
経済的実態を明らかにしている。その結果、「持分」と「支配」のいずれを重視するかに応
じて判断基準は相違するものの、いずれの概念からもフレッシュ・スタート法を導くこと
が可能であることを明らかにしている。 
第 2に、これまでの主要国の企業結合会計基準においてフレッシュ・スタート法の採用
に結びつく議論は存在していた。ここでは、その具体例であるニュー・ベイシス会計につ
いて検討している。すなわち、フレッシュ・スタートという会計処理がなされる場合に、
新しい企業実体が創出されるような経済的実態が擬制されることに着目して、現行の企業
結合会計とニュー・ベイシス会計の適用状況の共通点と相違点を明らかにしている。その
結果として、このニュー・ベイシス会計が「持分」や「支配」の概念と必ずしも結びつか
ず、フレッシュ・スタート法をニュー・ベイシス会計の論拠に基づいて、適用することの
問題点を明らかにしている。 
第 3に、フレッシュ・スタート法を適用した場合の具体的な会計処理について、通説で
はいまだ明らかにされていない、公正価値プーリングや相互パーチェスを支える根拠の相
違などを明らかにしている。 
本論文は、上記の 3つの論点を明らかにするために、全 6章の構成となっている。 
第 1章では、企業結合会計の現状と本論文の目的と構成について記述しており、併せて
フレッシュ・スタート法を議論する意味についても記述している。 
第 2章は、先行文献におけるフレッシュ・スタート法の取り扱いと企業結合の会計基準
を支える概念を確認する。その結果、第一にフレッシュ・スタート法は古くから議論され
ているものの主要な会計基準にて正式に採用されていないことが確認できる。第二に厳密
に整理して述べられてはいないものの、「持分」と「支配」の二つの概念のどちらを重視し
ても、フレッシュ・スタート法が会計処理の候補となりうることが確認できる。 
そこで、第 3章では、企業結合を支える重要な概念である「持分」と「支配」について、
特に企業結合を中心として考察する。「持分」と「支配」はそれぞれ別の概念で、その概念
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を援用した「持分の継続性」と「支配の継続性」という企業結合の実質判断の基準も相違
する。しかし、持分の継続性からも支配の継続性からも「取得」、「持分の結合」、「新企業
創設」の 3つの経済的実態を導出できる。 
ここで示した「新企業創設」とは、結合当事企業のうちいずれの企業も支配が継続して
いない場合または、いずれの企業の株主の持分が継続していない場合の経済的実態を表し
ている。そのような場合、新たな企業実体による支配または、新たな企業の株主の持分の
再投資が行われていると解される。ここでは、企業結合に関わるいずれの企業の観点から
も、またいずれの当事企業株主の観点からも新しい会計の基礎が生じていると考えられる。 
これまで記述してきた「概念から経済的実態を導出する考え方」では、フレッシュ・ス
タート法は「新企業創設」の経済的実態に限定して適用されることとなる。一方で、企業
結合が企業にとって重大な影響を与える事象であるという点に着目して、経済的実態に拘
らずに、フレッシュ・スタート法を全ての企業結合において採用するというような考え方
も存在する。 
第 3章の検討では、このうちフレッシュ・スタート法は「新企業創設」の経済的実態に
限定して適用する見解を前提としている。現行会計上、多くの企業結合は「取得」の経済
的実態となる。そして、「取得」に該当する企業結合は、「新企業創設」の経済的実態に該
当しないので、フレッシュ・スタート法を適用すべきではないという結論が導かれる。 
フレッシュ・スタート法の適用範囲に関する二つの見解の相違点の本質は、企業結合取
引の特殊性をどれほど重要視するかにあると考えられる。その特殊性とは、現行会計制度
の枠を超えた新しい会計の基礎の認識の有無に起因するのではないかと推察される。 
この点、1991 年に米国財務会計審議会から発行された討議資料ニュー・ベイシス会計
は、特定事象の結果として現行制度の枠組みを超えて、新しい会計の基礎を認識する特定
事象や会計処理について検討している。企業結合の結果として新しい会計の基礎を認識す
るフレッシュ・スタート法と上記のニュー・ベイシス会計には、「新企業創設」や「実質
的な変更」(詳しくは後述)などの概念がともに重視される点で、接点があると推察される。 
よって、第 4 章では、このニュー・ベイシス会計について概説する。より具体的には、
ニュー・ベイシスに深く関わる「実質的な変更」という概念を検討する。ニュー・ベイシ
ス会計について、フレッシュ・スタートが類推される事象について明らかになれば、企業
結合において、新事業体に新しい会計の基礎を認識するフレッシュ・スタート法の「実質
的な変更」を類推することも可能であると考えられる。この「実質的な変更」を用いてフ
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レッシュ・スタート法を適用すべきケース、すべきでないケースを選り分けることができ
るかを検討した。 
検討の結果、ニュー・ベイシス会計の適用は企業結合に関する議論だけでは決められず、
会計で表現すべき情報というより一般的な議論に依存する。ところが、実際には依存して
いるにも関わらず、それを無視してしまった「実質的な変更」が「一人歩き」してしまう
ケースがしばしば見られることから、一般的な議論に適用範囲が依存している事実は大い
に強調されなければならない。 
ここでいう「一人歩き」は、例えば以下のケースに見られる。すなわち、ニュー・ベイ
シス会計は、第三者との重要な取引において、その見積もりが信頼に足りうるのであれば
当該第三者の評価を反映するという考えを持っている。そのため、「実質的な変更」が第三
者による評価が存在する場面、例えば多額の資金の借入があるような場合などに存在する
と考える。しかし、この多額の資金の借入は、株主の投資自体に変更があるとは考えにく
いので、先述の第 3章の概念の見解と整合しない点が問題である。 
第 5章では、視点を移し、新企業創設の具体的な会計処理について、議論をする。そこ
では公正価値プーリングと相互パーチェスとをのれんの計上の有無のみで区分してきた従
来の通説に対する疑問を明らかにする。結果として、公正価値プーリングと相互パーチェ
スの経済的実態はのれんの本質のみが相違ではなく、新事業体に対する出資の擬制の差異
であることがわかった。これを受けて、さらに、「新企業創設」の会計処理で重要なのれん、
利益剰余金、公正価値、開示情報についても記述している。 
すなわち、具体的には「新企業創設」において、新しい事業体を認識するほどの大幅な
事業の変化があることを前提とするならば、新たに現物出資されて企業が設立されたと考
えられる。よって、そのような場合に利益剰余金は計上されない。また、現物出資された
資産や負債については、新たな株主による投資であると考えるので、市場価格が適切な金
額となると考えられる。のれんに関しては今後の課題である。 
 第 6章では、全体の結論として、企業結合会計のパーチェス法の一本化に対する反論と
今までの議論を踏まえたフレッシュ・スタート法の適用可能性について記述している。結
論として、支配や持分の双方の概念から導出される「新企業創設」の経済的実態にフレッ
シュ・スタート法を限定して適用するには、「実質的な変更」を認識する識別基準が必要
である。「実質的な変更」を識別する基準についての課題を解決すれば、フレッシュ・ス
タート法を採用する余地も生じてくると考える。 
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1. はじめに 
 
1.1. 企業結合会計基準の現状 
 日本は米国会計基準や国際会計基準に遅れて 2003年 10月 31日に「企業結合に係る会
計基準」を公表した。これにより従来の商法の規定の範囲内で幅広い会計処理ではなく、
ある程度統一化された会計処理が行われるようになった。 
 近年、会計基準も国際的なアドプションが求められている。企業結合会計もその例外で
はなく 2007年 8月 8日に企業会計基準委員会(ASBJ)と国際会計基準委員会（IASB）と
の間で「会計基準のコンバージェンスの加速化に向けた取組みの合意」が取り交わされ
2008年までに重要な差異の解消、残りの差異は 2011年 6月 30日までに解消を図ること
が確認された。企業結合会計基準は米国基準（SFAS141）や国際財務報告基準（IFRS3）
でパーチェス法1一本化が採用されており、日本の企業会計基準委員会の企業結合専門委員
会でも持分プーリング法をはじめとした各項目について検討が行われた。 
 その結果として、日本の論点整理の要である「持分の継続・非継続」という概念の維持
は図られた。しかし、「持分の継続・非継続」の概念から経済的実態を分類しているにも
かかわらず、持分プーリング法を廃止して、パーチェス法の一本化という結論に至った。
よって、現在の日本基準は「持分の結合」という経済的実態を認めているが、国際事情に
配慮したために、「持分の結合」に適用する会計処理方法は基本的にパーチェス法となっ
ている。 
 現行の企業結合会計基準は、企業結合の会計処理はパーチェス法で一本化という形で決
着がついてしまったように見える。しかし、日本の会計基準はいまだに「持分」という概
念を棄却していない。その点において、企業結合は会計処理が表すべき経済的実態、そし
て経済的実態を捉える概念についてはいまだにコンバージェンスが遂げられたとはいえな
いのである。 
 そして、企業結合を支える概念のコンバージェンスが遂げられていないのであれば、同
時に経済的実態と会計処理方法についても議論の余地が残っていると考えられる。事実、
日本の論点整理も海外の会計基準も今後の議論の可能性として、企業結合の会計処理方法
                                                  
1 現在の IFRS3R(2008)及び SFAS141R(2007)では、従来の「purchase method」から新たに
「acquisition method」という用語を使用している。しかし、本論文はそれらを「パーチェス
法」で統一する。 
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の候補であるフレッシュ・スタート法を挙げている。そこで、本論文は、その議論の余地
が残るフレッシュ・スタート法を中心に据えて考察する。 
 
1.2. 目的と構成 
本論文のフレッシュ・スタート法の考察は、フレッシュ・スタート法の記述のある先行
文献を出発点として、企業結合を支える概念と現行会計の枠を超えた会計の 2つからフレ
ッシュ・スタート法が適用される企業結合の経済的実態と会計処理について考察している。
以下では、章をおって、説明する。 
第 2章では、フレッシュ・スタート法の記述のある先行文献を探る。その結果、第一に
フレッシュ・スタート法は古くから議論されているものの主要な会計基準にて正式に採用
されていないことが分かる2。第二に厳密に整理して述べられてはいないものの、「持分」
と「支配」3のどちらを重視する視点でも、会計処理方法の候補として考察されていること
が分かる。 
そこで第 3章では、企業結合を支える重要な概念である持分と支配について、特に企業
結合を中心として考察する。「持分」と「支配」はそれぞれ別の概念で、その概念を援用し
た「持分の継続性」と「支配の継続性」という企業結合の実質判断の基準を活用すること
による継続性の判断に相違がある。そのため、両者は一見すると企業結合の経済的実態に
異なる答えを提示するように思える。 
確かに両者の継続性は、排他的な力を表す支配と株主リスクの著しい変質を捉える持分
を元にしているため、同じ取引にまったく同様な結論を示すとは限らない。しかし、双方
から導かれる経済的実態の種類に関しては同様の分類が可能である。 
つまり、「持分の継続性」と「支配の継続性」の両者から「取得」、「持分の結合（真の
合併）」、「新企業創設」の 3つの経済的実態が導出することができると考えられる。「新企
業創設」とは、いずれの株主の持分も継続していないまたはいずれの企業の資産への支配
も継続していない場合には、新しい会計の基礎が認識されていると考えられる。この見解
は、異なる経済的実態には異なる会計処理を適用しようとする考え方である。 
対して、すべての企業結合の経済的実態を「新企業創設」と捉える考え方も存在してい
                                                  
2 梅原(2000)によれば、新実体法はオランダで適用例があったようである(p.98)。 
3 詳しくは第 3章で後述する。「持分」とは、株主の視点が重視され、「支配」とは、企業の視
点が重視される概念である。 
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るようである。この見解は、企業結合取引の特殊性に着目しており、おそらく企業結合取
引の大半を交換取引として捉える現行会計と考えを異にしている。 
つまり、取得企業が存在しないため、新企業による新しい会計の基礎を認識するという
考えと取得企業にも新しい会計の基礎を適用するという考えとの 2つがあると考えられる。 
まとめるならば、フレッシュ・スタート法は「新企業創設」の経済的実態にのみ適用さ
れる見解と全ての企業結合において適用される見解の 2つに大別することができると考え
られる。 
第 3 章の検討では、「新企業創設」の経済的実態に限定して適用する前者の意見に則っ
ている。多くの企業結合は「取得」の経済的実態であるとすれば、「取得」に該当しない企
業結合のうち「新企業創設」の企業結合についてフレッシュ・スタート法を適用すべきで
あるという見解が最も経済的実態を反映するだろうという結論に帰結するからである。 
先述のようにフレッシュ・スタート法は、「新企業創設」の経済的実態に適用される。
この経済的実態は企業結合の結果として双方の企業に新しい会計の基礎を適用するという
考えである。1991年に米国財務会計審議会から討議資料ニュー・ベイシス会計が連結プロ
ジェクトの一環として発行された。そこでは、新しい会計の基礎を認識する事象の拡大に
ついて記述されている。ニュー・ベイシス会計は特定事象の結果として新しい会計の基礎
を認識して会計処理する。討議資料は、その特定事象や会計処理について検討している。
企業結合の結果として新しい会計の基礎を認識するフレッシュ・スタート法と上記のニュ
ー・ベイシス会計には、接点がある。 
そのため、第４章では、ニュー・ベイシス会計について概説する。ここでは、第 3 章で
は、検討の対象としていない、全ての企業結合においてフレッシュ・スタート法が適用さ
れる見解も視野に入れている。フレッシュ・スタートが適用されるような「新企業創設」
の経済的実態または、そのような企業結合取引とは、どのような場合に起こりうるかを検
討する。そこでは、フレッシュ・スタート法は、いずれの企業や株主にも新しい会計の基
礎が認識される場合に適用される。この新しい会計の基礎が認識される条件について、企
業結合会計におけるフレッシュ・スタートとニュー・ベイシス会計のフレッシュ・スター
トの関係を整理して検討する。 
企業結合をフレッシュ・スタート法で会計処理する場合は、「新企業創設」の経済的実
態は、「持分」と「支配」以外の観点から考察すれば、新実体を創設する、またはそのよう
な新実体を創設することと類似するようなことを契機として新しい会計の基礎を認識する
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のだろう。ニュー・ベイシス会計において新企業を創設するような事例は限定的だが存在
している。両者の共通点と異同点を探ることで、仮にニュー・ベイシス会計の適用までフ
レッシュ・スタート法の解釈を拡大したときの問題点を記述する。 
第 5章では、「新企業創設」の経済的実態に対する具体的な会計処理について、検討す
る。そこでは、公正価値プーリングと相互パーチェスと従来区分されてきた会計処理につ
いて先行文献から生じた疑問を明らかにする。疑問は、公正価値プーリングと相互パーチ
ェスの会計処理または経済的実態が、のれんの計上の有無に限定されるものではないとい
うことである。 
先行文献では、公正価値プーリングと相互パーチェスは区別されることなく、フレッシ
ュ・スタート法と分類されている。しかし、両者の相違点を明らかにすることは、具体的
な会計処理を考察するうえでも重要であると考える。そのうえで、フレッシュ・スタート
法の会計処理で重要な事項と思われるのれん、利益剰余金、公正価値など開示情報につい
て検討する。 
第 6章では、企業結合会計のパーチェス法の一本化に対する反論と今までの議論を踏ま
えたフレッシュ・スタート法の適用可能性について記述し、最後に残された課題について
明らかにして本文を締めくくる。
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2. 企業結合会計のフレッシュ・スタート法をめぐる議論 
 
企業結合会計の制度が変遷していくなかで、フレッシュ・スタート法は形を変えて何度
も議論されてきた。しかし、現在までに、企業結合の会計処理においてフレッシュ・スタ
ート法が採用されたことはない。この章では、フレッシュ・スタート法が議論された先行
文献を提示する。 
そして、企業結合の実質判断基準で何を重要視しているかという点で先行文献を分類す
る。そのうえで、各文献の内容とフレッシュ・スタート法の当時の名称とその内容につい
て記載のある範囲で概説する。 
 
2.1. 持分概念を中心とする企業結合の先行文献 
 当節は、持分概念を中心とする先行文献を集約している。厳密に言えば、持分概念と支
配概念の双方を検討している文献もあるが、本論文では持分概念を切り捨てる旨の記述が
ない限りは当節に分類している。 
 
2.1.1. APBO16(ED)4 
(1)概要 
1970年にアメリカ会計士協会（American Institute of Certified Public Accountants、
以下 AICPA）によって発表された。企業結合のほとんどを「取得」の経済的実態をもつ取
引だとしている。パーチェス法を好む人々はほとんどすべての企業結合において、一方が
ほかの企業を取得すると考えている(para.19)。 
APB16が正式に決定されたときも 1963年の ARS5と 1968年の ARS10で議論された
会計処理方法5がいずれも採用されていない。「取得」に該当しない企業結合に対する会計
処理は、持分プーリング法のみ採用している。ていない点から両者は企業結合の会計処理
を考えるうえで根本に大きな差異があるとわかる。 
APB16(ED)は企業結合についてパーチェス法と持分プーリング法の並存を認めていた。
このときは 12の条件を充たした場合は持分プーリング法を、他の場合はパーチェス法を
                                                  
4 Accounting Principles Board Opinion 16(Exposure Draft) アメリカ会計基準審議会意見書
16号公開草案のことである。 
5 公正価値プーリング法のことである。公正価値プーリング法の詳細は、2.2.1. ARS5,ARS10
にて、記載している。 
 6 
使用するものである6。 
 
(2)新実体法と相互パーチェス法(account for those combinations as new entities or 
mutual purchases) 
一般に、「企業結合のある企業の支配が取得企業に移動するので、独立の継続実体であ
る取得企業が１つまたはそれ以上の会社の資産や営業を支配する。しかし、結合当事企業
が相対的に同規模であるなら取得企業を定義することは難しい。そのような場合、パーチ
ェス法を選好する人々は取得者として 1つの企業を選択する企業を認めるだろう。他の
人々は新実体もしくは、相互パーチェスとして企業結合を会計処理するだろうし、他の人々
は持分プーリングを選好するだろう」としている（para.19）。 
当該公開草案の中では、新実体もしくは相互パーチェスの企業結合の会計処理について
一切検討されていない。そのため、公正価値プーリング法と相互パーチェス法の具体的な
会計処理の違いについても明らかでない7。 
それについては、後年に発行された、G4+1のポジション・ペーパーの公開草案にのれ
んの認識の有無による区別と推測させる部分があったようである。具体的内容については、
当該文献を参照できなかったため、定かではない。黒川(1999)の記述によれば、のれんの
認識の可否による区分であると記述されている8。 
公的な文献では、初めて相互パーチェスという用語が確認される点は重要であると考え
られる。 
 
2.1.2. IAS22(ED)9 
(1)概要 
 1981年の 9月に国際会計基準委員会(Internal Accounting Standards Committee,以下、
IASC)によって、記述された企業結合会計基準の公開草案である。多くの企業結合の本質
は「取得」である(para.4)。しかし、「持分の結合」も結合当事企業の結合以前の独立の関
                                                  
6 公開草案と実際に採用された APBO16では、条件に相違がある。正式な意見書の時点では、
相対的規模基準が消去されたのに伴い、このような記述は削除されている。公開草案と正式な
意見書の相違については、黒川(1999),p.164-175に詳しい解説がある。 
7 後述の 5.1. にて、新企業創設における公正価値プーリングと相互パーチェスの相違を検討す
る。 
8 黒川 (1999) ,p.251. 
9 日本公認会計士協会国際会計委員会の和訳を参照している。 
 7 
係が継続するようなケース、もしくはさらに一定の条件が付加されるケースに成立すると
している(para.6)。企業結合の会計処理にパーチェス法、持分プーリング法、新実体法の
３つを挙げている。 
特殊な点は先のように経済的実態が 2つであるのに対し、3つの会計処理を挙げている
点である。これについては、IAS22(ED)が「持分の結合」という用語に経済的実態として
の意味を与えていない。寧ろ、「持分の結合」という用語は、株式の交換におけるすべての
企業結合を示しているからである10。IAS22（ED） の記述上は、経済的実態と会計処理
が寧ろ同義に近いようである。そのため、「持分の結合」についてパーチェス法、持分プー
リング法、新実体法の 3つを適用されるが、持分プーリング法、新実体法はそれぞれ会計
処理の目的が明示されている(para.8)。ここでいう目的が両者の経済的実態なのである。 
 
(2)新実体法(The New Entity Method) 
新実体法の目的は新しい実体が多くの企業を取得したかのように会計処理することで
ある(para.8)。ただし、別の法的実体を創設することを必要としない。しかし、新実体法
は複数企業の株主が、それら複数の企業の純資産および純損益のすべて、または事実上そ
れら全てを結合された実体の危険と便益を継続的に相互に負担しうるような方法で、1つ
のエンティティーに結合する場合をいう「持分の結合」に対して適用されるとされている。
先述のように、正確に言えば、持分の結合に一定の基準を充足することで持分プーリング
法、新実体法とさらに異なる経済的実態が分類されると解釈できる。 
会計処理方法は結合当事企業のすべての資産および負債の簿価を公正価値に再修正し
て取得のれんは認識しない。対価は通常、新しい実体の株式の形態をとるとされている。
持分プーリング法の対価が、現金又はその他の資産の支出よりもむしろ主として株式の交
換をとると記述されていることから推測するに取得の対価が新実体の株式であるか否かが
IAS22(ED)の新実体法の適用の重大なポイントとなるだろう。ただし、この場合も新実体
とはいかなる場合に生ずるのかということについて明確な記述は存在していない点には留
意する必要がある。 
 
 
 
                                                  
10 IAS22(ED) para.7によれば持分プーリング法も新実体法も「持分の結合」に適用される。 
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2.1.3. 企業結合に係る会計基準に関する論点整理11 
(1)概要  
企業会計審議会は、2001年 12月に企業結合会計基準に関する論点整理を発表した。日
本のパーチェス法と持分プーリング法となる根拠を中心に記述している。両者の使い分け
の議論の前提となる概念を整理しようとする点が特徴といえる。そこでは、「持分の継続」
と呼ばれる考え方から企業の継続性を判断する。持分は持分証券を通じた企業活動の成果
に対する権益または請求権のことであり、持分証券が表彰する権益の実質が失われていな
い限り、持分は継続すると定義している(p.14)。 
特に、注意すべきは持分の継続について取得企業と被取得企業の双方について言及して
いることである。被取得企業の持分の実質的な内容が取得企業と比較して大きく変化して
いるので清算を擬制するとき、取得企業の持分は厳密にいえば変化している。しかし、取
得企業の持分の継続を認めている。 
この考え方をとれば、持分の継続が両者ともにある場合の会計処理が必要となる。この
ことから、少なくとも対等合併になるような企業結合については、全ての結合当事企業の
持分が継続しているとして「持分の結合」の経済的実態の会計処理を存続すべきであると
いう見解を述べている。 
 
(2)フレッシュ・スタート法 
フレッシュ・スタート法は結合当事企業が互いを取得しあうとする考えと結合当時企業
が結合後企業に出資するという考えの 2つがあることを示している(p.16-17)。前者の考え
は、取得企業についても公正価値評価する点でパーチェス法の前提とする持分の継続して
いる企業の投資は継続しているという考え方に反しているために従来の理論では説明でき
ないとしている。後者の考えは、新たに新企業を創設する状況を前提とするために新設合
併のようなケースに該当するとしている。 
会計処理については、Ⅳ.参考資料12にて言及されている(p.29)。そこでは、フレッシュ・
スタート法は持分が継続している結合当事企業が存在しないケースに該当する。そして、
                                                  
11 特に記載がない場合、当節の参照文献は企業会計審議会(2001),『企業結合に係る会計基準
に関する論点整理』である。 
12 なお、参考資料は G4+1報告書を参考にしているとあるが、のれんの認識の有無については
どちらもあり得るとして、G4+1報告書の結論と異なる結論となっている。おそらく、論点整
理の pp.16-17のフレッシュ・スタート法の 2つの見解に沿っているのだろう。 
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あらゆる対価を認めて、結合時に当事企業の資産・負債のすべてを評価替えするとしてい
る。のれんの認識の有無については、両者があり得るとして、当事企業の利益剰余金につ
いては全く引き継がないとしている。 
このように、その考え方と会計処理については言及している。そして、従来から企業結
合の会計処理の議論において、フレッシュ・スタート法が選択肢として言及されることも
認識している。結論としては、その歴史に従い、諸外国の動向を踏まえて慎重に検討する
としている(p.17)。 
 
2.2. 支配概念を中心とする企業結合の先行文献 
 当節は支配概念を中心とした先行文献を集めている。当節の文献は、企業結合において
支配主体を識別することを重視する、もしくは株主同士の取引としての持分の結合という
経済的実態を否定またはそのような旨の記述をした文献を当節に集めている。 
 
2.2.1. ARS5, ARS10 
(1)概要 
1963年に Wyatt（以下、ワイアット）は、アメリカ会計研究叢書 5号企業結合会計の
批判的研究(Accounting Research Study No.5 A critical study of accounting for business 
combinations以下、ARS5)を記述した。ワイアットは ARS5において、フレッシュ・スタ
ート法と総称される以前の原型とも言える公正価値プーリング(The Fair Value Pooling 
Concept)13について論じている。 
ワイアットは 企業結合の多くは不均衡な規模の企業により行われるとして、企業結合
取引は結果的に支配企業が規模の小さい企業を取得することであり、企業結合取引が基本
的に交換取引であるという主張を展開した。そして、企業結合取引の問題は結合当事企業
のどちらが他の企業を取得したかが明確でないという場合の企業結合であるとして、この
ような企業結合は通常、結合当事企業は相対的規模が同一であるときに生じると述べてい
る。 
つまり、ワイアットは企業結合が基本的に交換取引と同一の会計処理をすべきと考えて
                                                  
13 直訳すれば、概念である。しかし、ARS5の公正価値プーリングについて記述した節(本論
文末尾資料を参照)の中でも概念と会計処理の双方の意味を含んでいる。よって、本来、概念と
会計処理方法で公正価値プーリングを区別することが適切かもしれないが、本論文は、区別し
ていないことに留意する。 
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いる。よって、交換取引と同様の会計処理方法に統一すべきという結論自体は否定してい
ない。企業結合で交換される結合資産の価値は、単独での事業資産と比較して上下してお
り、そもそも資産は様々な他の原因から価格が常に変化しつづけている。確かに、資産価
値の変化は原因に関わらず会計上影響しないが、多くの場合、同じ資産に異なる会計の基
礎を引き起こす価格変動が存在すると述べている。 
ワイアット自身は、パーチェス法によるのれんの計上とその経済的耐用年数による償却
を主張している(ARS5,p.106)。しかし、1968年に ARS5の援護として記述されたはずの
アメリカ会計研究叢書 10号(Accounting Research Study 10 Accounting for goodwill以下、
ARS10）の中で Olson（以下、オルソン）は、パーチェス法、持分プーリング法、公正価
値プーリング法について、のれんの計上の有無と償却の有無などについて、検討されてい
る。特にパーチェス法の会計処理を巡っては、ARS5と ARS10の見解は、同様とはいえ
ないようである14。 
 
(2)公正価値プーリング法(The Fair Value Pooling Concept) 
「公正価値プーリング」とは、相対的規模が同一である結合当事企業は、一般的に以前
の企業構成のどちらとも営業範囲、資源や人材の支配、営業方法でさえも異なる結合後企
業を創設する。結果として、結合後企業は以前の企業のどちらとも大いに異なる新しい企
業となるという発想である。本質的に新企業が生じるような企業結合では、結合後の継続
された慣行を保証するような以前の簿価が存在することはない。寧ろ、結合後企業の資産
が新しい企業の「原価」として基礎の元で処理することが可能である。会計単位は実際に
は、新企業であり、企業に対する原価は新企業の将来の使用の対価である資産の公正価値
の定義に含まれる。全ての資産は新企業が相続する日（企業結合日）の公正価値で振り替
えられる。また、結合後企業は企業結合前までに事業で生み出した利益、稼得利益は報告
されないとしている。 
「公正価値」プーリングの概念は前述の企業結合を交換取引としてパーチェス法で会計
処理する方法と代替するものではない。寧ろ、結合後企業が本質的に新企業となる少数の
企業結合から生じる状況の説明となりうる概念であるとしている。 
                                                  
14 簡潔に言えば、ARS5はのれんの規則的償却の見解であるのに対して、ARS10はのれんを
所有者持分から控除する見解である。武田(1982)が 当時ののれんに関する考察をまとめており、
ARS10については、p.315に記述がある。その他ののれんの詳細な議論についても記述されて
いる(p.313-355)。 
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しかしながら、「公正価値」プーリングの概念の会計観は―現在の公正価値によって資
産を再修正と利益剰余金の消去―であるが、相対的に少数の企業結合以外の状況にもまた
適用できるかもしれない。例えば、（新）企業の兆候であるかもしれない一定の事象の発生
が創設されていたとするならば、フレッシュ・スタートは資産価値の再修正と利益剰余金
（損失）を生じるだろうとしている(ARS5,p.81)。ここでは、取得に該当する企業結合に
対してもフレッシュ・スタート法を採用することを示唆していると考えられる。 
これは、たとえこの会計処理の適用が 2つの異なる考え方に基づいて結合後の企業の資
産価値を提供するとしても、真実を表現している。つまり、この違いとは、取得企業が結
合日に用いた資産に関する取得費、償却費用と新しく取得された資産の現在価値、公正価
値である。この事象は取引による（結合当事企業の）形成は Aが Bを取得するもしくは新
しい法律上の Cが Aと Bの両方を取得するならば、成立しうるだろうとしている。 
プーリング法を支持する多くの会計専門家は、異なる価値による資産の買収は根拠がな
く、「パーチェス」の取り扱いは貸借対照表の価値の不一致が創造されると述べている。そ
のような結論は「プーリング」の会計が同じ基礎で様々な資産を計上しているため、使用
すべきであるとしている(ARS5,p.81)。そのような結論は「プーリング」の会計が同じ基
礎で様々な資産を計上しているため、使用するべきであるとしているが、ワイアット自身
は「プーリング」の会計処理については否定的な見解である(ARS5,p.105)。 
しかしながら、ワイアットたちが検討した少数の企業結合は相対的規模の同一の企業を
含んでいる。そのような企業結合では、事実として、一方の企業が他の企業を取得したと
主張することが難しく不明確であるかもしれない。それゆえ、企業結合の基本的な本質は
交換取引のままであるけれども、もし、ある企業がもう一方の企業の資産や財産の支配を
取得したのであれば、交換取引として処理することはふさわしくない可能性もある。 
相対的規模が同一である企業結合取引について、「持分プーリング」と「公正価値」プ
ーリングの概念から導かれる会計処理について比較している(ARS5, p.84)。ワイアットは
そのような会計処理について、3つほど、考え方を提示している。 
簡潔に言えば、1つ目が従来の持分プーリング、2つ目が公正価値プーリングで利益剰
余金を引き継がない、3つ目も公正価値プーリングだが、利益剰余金を引継いでいる。こ
のうち、ワイアットは、1つ目が正確でないとしているものの、2つ目と 3つ目の考え方
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については、明確に否定はしていない15。 
ここでは、公正価値プーリングの考え方に則った 2つ目と 3つ目の記述について検討す
る。2つ目について取り上げると、「2．上記で議論された「公正価値」プーリングの概念
は結合日に公正価値で結合後企業の資産を会計処理する。公正価値は、最も強調されるこ
とが交換取引、承認された価値、公正価値の定義に沿うような他の適切な情報と一致した
話し合いに結びつくようにして、結合日に利用可能な全ての情報に基づいた考慮によって
定義される。この概念のもとでは、結合後企業は企業が新企業であるので結合後企業の法
的地位にかかわらず、利益剰余金をまったく引きつがない。利益剰余金の扱いは「下向き
の」再組織である準更生16の手順と類似している。法的に分配可能な利益剰余金は適切な
方法で報告されるだろう。」(ARS5, p.84)としている。 
また 3つ目については「3．まず二社の企業結合として、3番目の概念は、結合日の公正
価値で結合後企業の資産を会計処理することである、上記で概説された決定した基礎であ
る。結合後企業は企業結合によって必要な調整を起こさせることを除いて、結合される結
合当事企業の利益剰余金を利益剰余金として引き継ぐことである。」(ARS5, p.84)としてい
る。 
ワイアットは、経済活動の結果が実質的に新企業のときのように相対的に少数の企業結
合の場合、他の会計概念の重要な論理と一貫性がある考え方として、上記の３つの代替的
方法の２番目を支持するとしている。 
上記の原理に従えば、企業結合が完全に新しい会計実体を生み出すことだろう。そのよ
うなとき、結合日に様々な結合当事企業の会計記録に存在する価値は新しい実体にほとん
ど関係ないだろう。会計上の複雑な問題は様々な所有者持分によって様々な財産の拠出を
通じて新しい企業を設立することと類似していると述べている。 
                                                  
15 ワイアットは、公正価値プーリングとタイトルをつけた節(本論文末尾資料 1参照)において,
敢えて、新企業が生じる企業結合に関して上記に記述された 1つ目の代替案（持分プーリング）
は、概念的または論理的のどちらからもほとんど支持されないと強調している。 
その理由として、会社によって使用するように委託された資産の公正価値を適切に反映しな
い資産価値を引き継ぐという実務における影響がある。企業結合の状況を表現するために、こ
の代替案の適用から生じる財務報告は取引の実質を表現せず、誤解を生じさせる結果となるだ
ろうと述べている(ARS5,p.85-86)。 
16 山田(2002),p281,「通常の準更生とは、欠損の填補を目的として、新会社の設立や裁判所の
介入なしに簿価を切り下げ株主資本の勘定を調整することで欠損の繰越を打ち切る手続きで
ある」としている。下方への準更生は事業の破綻が見込まれるときに会社の継続性を中断させ
て処理する方法であるので、会社の継続性に問題がない上方への準更生は認められないことを
指摘している。 
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また、そのような状況では、存在している発行済の株式持分の簿価も額面も他の計上さ
れている価値も拠出財産に対する会計責任を割り当てる特殊な関連性をもっていない。拠
出された資産の公正価値はそのような状況では、主要な関連性である。 
事実として「完全に新しい状況」を生じるような企業結合、つまり、フレッシュ・スタ
ートの企業結合の資産の価値評価の問題は様々な資産の拠出を通して新企業の創設するこ
とと同様に考えることができる。よって、結合と同時に起こる交渉は後者の結果として存
在する新企業の適切な資産の評価のために非常に優れた手がかりを提供するだろうとして
いる。 
ワイアットは、新企業を創設するような経済的実態において、公正価値の測定は困難で
ないので、その点においては適用の障害とならないと示していると思われる。 
 さらに、準更生の手続きが客観的にみて一般的に累計損失の消去とさらに現実的な基礎
による資産価値の調整を要するような財務的困難な企業実体にのみ適用されると言及して
いる。そして、そのような企業実体は、まるで新企業と同じような基礎に位置づけられる
ので「フレッシュ・スタート」にあてはまるとしている。 
 しかし、ワイアットは、「フレッシュ・スタート」の会計処理を財務的に破綻またはそれ
に類似する企業実体にのみ準更生の手続きを限定する論理的な理由はまったくないとして
いる。 
「もし結果として生じる事象が「フレッシュ・スタート」を保証する、もしくは実際に
新実体についての営業範囲もしくは営業力があるという結論を導くように、存在する実体
が、本質的に変化しているならば、準更生の手続きは適用可能であるだろう。確かに結合
当事企業がおおよそ同じ規模と営業範囲であったときの企業結合はどちらの企業も他の企
業に「被取得」という事実があるといえないので結合当事企業と相当に異なる企業実体を
生み出すだろう」と述べている(ARS5,p.85)17。 
 ワイアットは、公正価値プーリングの概念の理論を発展させれば、結合後企業が企業結
合において利益剰余金をまったく引き継ぐべきでないことが明らかになるだろうとしてい
る。しかし、同時に、準更生の類推が完全ではない。また、多くの状況で、法的に分配可
能である利益剰余金の合計を引き継ぐ必要性が生じることも言及している。 
                                                  
17 このような本質的な変化は、「実質的な変更」として、本論文のキーワードと考えている。
また、被取得という事実があると言えないという記述は、本論文の 5.1.における公正価値プー
リングと相互パーチェスでさらに検討する。 
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そのため、利益剰余金の 3番目の代替案（利益剰余金を引き継ぐ方法）は企業結合を会
計処理に反映することとして十分にありうるとしている。とにかく、引き継がれた利益剰
余金は分配可能な利益剰余金の金額と大きく異なるのであれば、この後者の金額は開示さ
れるだろう。また、結合後企業のこの後の稼得利益は区分して開示する必要はないとして
いる。よって、この 3番目の提案は、新企業として既存企業の継続性は断たれている事自
体に 2番目の提案と変わりはない。あくまでも法的な面で必要な措置として、分配可能な
金額を明らかにする必要があった場合に既存の資料から得られる利益剰余金をそのまま開
示するにすぎないと考えられる。 
 このように、ワイアットは企業結合が支配を中心とした取引であるとして取得の会計処
理方法を適用すべきとした。そして、支配企業の識別できない企業結合に対して新しい企
業を創設するような企業結合の概念あり方を提示して、新しい公正価値プーリングの会計
処理について勧告したのである。 
 もっとも ARS5の中でも公正価値プーリングの概念については多様の議論がされており、
はっきりとした結論は出ていないのでその会計処理も明確ではない。しかし、5年後に発
行された ARS10は、のれんを中心に公正価値プーリングについての会計処理について補
足している。そして、公正価値プーリングの会計処理方法に以下のように記述している。 
「各々の結合当事企業によって構成された公正価値はそれゆえ、新企業の株主持分を定
義する基礎として役に立つ。結合当事企業ののれんの価値は交換取引の条件を定義すると
いうことで重要であり、しかし、その価値は結合後、会計上の意味（重要性）を持ってい
ない。被結合企業から生じるのれんは、区分された実体ののれんの価値の合計を超えるこ
ともありうるだろう。新企業に記録される公正価値はのれんが結合当事企業によって計上
されたもしくは明らかに購入されているようなどちらかであり、構成されるのれんの価値
を除外すべきである。このようにして、新しい株主の株主持分の金額は、結合後事業で消
費や使用される区分可能な資源と財産への権利の結合の金額で表現される。」としている
（ARS10, p.101）。そして、この会計処理方法は、企業結合以外で創られた新企業に関す
る会計手続きとも一致するので、新しく組織された事業に発生または存在するのれんの価
値は通常資産に計上すべきではないと結論付けている。 
 利益剰余金についてはワイアットも言及しているおり、ARS5と ARS10の見解はほぼ
一致している。しかし、ワイアットに比べるとより明確に示しているために記載しておく
と「新企業」の概念の元では、結合後事業は結合当事企業の利益剰余金を引き継がないだ
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ろう。新しい企業は企業の創設後の分配不能利益のみ利益剰余金として記録するだろう。
ワイアットは結合当事企業が「いくらかの状況で実務上の適用」を有すると思われる利益
剰余金を引き継ぐことを認識した。分配不能な過去の新企業創設である結合当事企業の剰
余金を開示することは、いくらかの状況で賢明であるだろう。しかしながら、分配不能な
過去の剰余金は新企業の利益剰余金として報告されるべきではないとしている(ARS10, 
p.102)。 
ただし、ARS5,ARS10の双方が、企業結合会計に公正価値プーリングを適用するとした
場合に、いかなる識別基準のもとで実施していくのかについては言及していない。相対的
規模が同一で支配企業が識別できない企業結合に対して公正価値プーリング法を適用する。
相対的規模が同一であることを一つの識別基準とするのであれば、現在の会計基準のよう
に支配を厳密に確定するアプローチに比較して容易に公正価値プーリング法を適用する経
済的実態を分類できるだろう。 
しかし、「取得」に該当しない企業結合のうちで、ワイアットのいうような営業範囲の
大幅な変更や資源・人材の転換が必ずしも行われるとは限らない。仮にこのような大幅変
更が起こりうるとしても、それがどの程度のラインからフレッシュ・スタートと呼ぶこと
ができるのかは明らかでないことが問題として残る18。 
 
2.2.2. SECTION158019 
(1)概要 
1974年にカナダ勅許会計士協会(Canadian Institute of Chartered Accountants,以下
CICA)が企業結合の会計処理として、パーチェス法、持分プーリング法、新実体法の３つ
を挙げている。企業結合の本質は取得であるとして、取得に該当しない状況における企業
結合でいかなる方法が認められるかについて検討している。 
取得企業を識別できない稀な状況のうち取得と明確に識別できない、企業結合を 2つあ
げている。１つ目は、企業結合以前の事業の結合を実施して２つまたはそれ以上の企業の
資源、人材、リスクを結合するという持分プーリング法の考え方である。2つ目は、企業
結合以前の資産を取得、負債を引き受けて新たな事業体を構成するという新実体法の考え
                                                  
18 そのラインを明らかにするためには、先に述べた「実質的な変更」、つまり、基本的にフレ
ッシュ・スタート法を適用される経済的実態に起こりうる現象を捉える必要があると考える。 
19 特に記載がない場合、当節の参照文献は CICA(1973),SECTION1580である。 
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方であるとしている(para.19) 
取得企業の識別できない稀な状況のうちの 2つの考え方のどちらが望ましいかというこ
とについては見解の相違があるとされており、「取得」に該当しない経済的実態の 2つを
同時に採用するような見解は示されていない。 
 
(2)新実体法(The New Entity Method) 
SECTION1580では、(1)の 2つの考え方のうち、持分プーリング法を支持している。後
者の当該企業結合から新実体の形成が生じるという見解を支持していない。 
新実体法を支持する人は、被結合企業は以前の企業から事業の範囲、資源やスタッフの
支配、営業手法などに十分に本質的な違いがあり、新実体を表していると考えており、そ
のように会計処理されるべきであると考える。 
しかし、結合企業の 1つ以上の株式が被結合企業の株式と単に交換されたにすぎないの
で、新たに投資された資本がない。結合日において、資産は結合当事企業の以外の企業結
合に結びついていないと記述している(para.20)。取得企業が識別できない場合、結合当事
企業の株式が交換されるのみで新たな投資がなされた訳ではない。加えて、企業結合日に
おいて結合当事企業以外に、まったく資産は引き付けられていない。 
つまり、新企業の創設という概念自体の否定と、既存の結合当事企業の資産に対する法
的な関係の維持を主張することで新実体法を否定して、消去法で持分プーリング法を支持
していると言える。 
よって、CICAは、結論として、取得と定義できないような企業結合は以前の事業を実
行するような当事企業の株主間の取引にすぎないとしている。そのため、取得と識別でき
ない稀な状況に持分プーリングの考え方が妥当と結論づけているのである 
 
2.2.3. G4+1 position paper20 
(1)概要 
G4+1とは、アメリカ、イギリス、オーストラリア、カナダ、ニュージーランドの各基
準設定団体とオブサーバーである国際会計基準委員会(IASC)によって構成された非公式
の団体である。G4+1は、単一の質の高い財務報告が複数の財務報告よりも投資家の役に
                                                  
20 当項にて特段の断りが無い場合の参考文献は、G4+1の報告書である。なお、企業財務制度
研究会(1999)の和訳を参照している。 
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立つことを前提としている(para.1)。そこでは、現在のコンバージェンスに先立ち、様々
な会計基準について議論がなされた。そして、G4＋1は、企業結合について 1998年の 12
月に G4+1 position paper Recommendations for Achieving Convergence on the Methods 
of Accounting for Business Combinations（以下、G4+1のポジション・ペーパー）を発
行した21。 
その G4+1によって、企業結合会計も企業結合を支える概念よりも結果として生じる会
計処理に重きを置いた議論がなされている。よって、企業結合において単一の会計処理の
可否と、会計処理の内容と個数の 2点について議論していると考えられる。 
この議論では、前述の先行文献に記載があったようにパーチェス法・持分プーリング法
以外の会計処理方法である公正価値プーリング法（新実体法）や相互パーチェス法などの
存在を提示している。そして、理論上存在するとしてパーチェス法・持分プーリング法に
加え、公正価値プーリングと相互パーチェスの概念と会計処理をまとめてフレッシュ・ス
タート法として、その会計処理も検討対象とした(para.21)。 
G4+1のポジション・ペーパーは、会計処理の内容を情報の有用性の観点から検討して
いる。そして、情報の有用性を目的整合性、信頼性、比較可能性、費用対効果に分類して、
会計処理の長所と短所を比較する形式で検討している。この点に特徴があると考えられる。 
 
(2)フレッシュ・スタート法(The Fresh-Start Method) 
 フレッシュ・スタート法は、公正価値プーリングと相互パーチェスの主張を区別せずに、
取得企業が識別できない企業結合に新しい会計の基礎を設定する主張を総括した呼称であ
る(para.21)。 
フレッシュ・スタート法は特定の法人組織の変更を会計処理する実務において適用され
ている。そして、報告事業体は新しい事業体となり、組織変更が行われたとして公正価値
で評価しなおす方法であると記述している22。パーチェス法と同様に対価を選ばず、いず
れの企業結合においても適用できるという記載があるが、これは会計処理方法の一本化を
踏まえた記述ともいえるだろう(para.22)。 
ただし、全ての企業結合に適用可能である可能性は提示しつつも、実務的な理由からパ
                                                  
21 ただし、非公式団体という性格上、直接に G4+1がペーパーを書いたわけではなく、FASB
や IASCなどがコメントを求める形式で当該ペーバーを発行している。 
22フレッシュ・スタートの会計処理が他の会計実務で行われていたことを明らかにしている。
企業結合も同様の会計処理を適用した場合としてフレッシュ・スタート法を捉えている。 
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ーチェス法の適用が適切でない企業結合に限定して適用することとしている(para.23)。結
合当事企業を被取得企業として、新創設の企業を取得企業とする(para.41)。そのため、全
ての結合当事企業の資産や負債について、新しい会計の基礎が認識されて、追加的にのれ
んも認識される(para.33)23。 
その為、ここでいうフレッシュ・スタート法は ARS5の公正価値プーリング法とはやや
異なる独自の見解を示していると考えられる24。 
 さらに、フレッシュ・スタート法の長所と短所について、情報の有用性の見地から他の
会計処理方法のパーチェス法と持分プーリング法とともに分析している。 
そこでは、目的適合性(para.83-85)・信頼性(para.97-101)・比較可能性(para.111-112)・
費用対効果(para.120-123)を評価の観点としている。 
 
図表 1情報の有用性からみたフレッシュ・スタート法の長所と短所25 
 長所 短所 
目的適
合性 
公正価値で評価されることによって
情報が完全なものとなり、情報の予
測価値も向上する。 
従来の企業が継続する場合，帳簿価額が従
来からの活動を表す。 
信頼性 
全ての資産負債が公正価値で評価さ
れるために、情報の整合性が保たれ
る。 
①公正価値の信頼性をもった測定および識
別可能資産とのれんの区別が困難，リスト
ラ引当金の過大計上などのパーチェス法の
欠点が顕著になる。 
②新企業創設、持分の継続・非継続など事
象の区別が恣意的になる。 
③評価増を目的とした企業結合取引を誘
因，交換価値の総額の測定値も当事企業同
                                                  
23 ただし、フレッシュ・スタート法の結果として、追加的な資産やのれんが計上される
(para.33)としている見解と異なり、のれんの決定について疑問を提示している(para.185)。 
24 後述の 5.1.にて、公正価値プーリングと相互パーチェスの新企業創設のプロセスの相違につ
いて検討している。しかし、このフレッシュ・スタート法は、取得企業も被取得企業も存在し
ているのにもかかわらず、パーチェス法を適用しない見解ともいえる。その点において、パー
チェス法が適用できない状況に適用するとしている点とやや整合しないように思える
(para.23)。 
25 黒川行治(2004),p.182 の一部を抜粋、改変している。 
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士で結託する可能性がある。 
比較可
能性 
すべての資産・負債の測定基礎が整
合している。 
企業結合前後の比較が困難となる 
費用対
効果 
① 意思決定への効果がコストを超
える。 
② パーチェス法の測定原則が参考
となる。 
①測定コストが３つの方法の中で最大であ
る。 
②新たな測定基準を作成するコストがかか
る。 
上記の分析の目的こそ、パーチェス法の一本化の肯定であるが、フレッシュ・スタート
法の適用をめぐり、意思決定有用性まで踏み込んだ議論をしたことがこの文献の最も評価
に値する点である。 
 
2.2.4. SFAS14126 
(1)概要 
財務会計基準書 141号(以下、SFAS141)は 2001年に 1999年の公開草案を元に作成され
た。そして、先述の G4+1の報告書と同様に会計処理をパーチェス法に一本化する結論を
導いた。その結論の背景は、明瞭な区分による恣意的な境界が生じない場合にのみ複数の
会計処理を認めるべきであるという思想がある(para.28)。 
もっとも米国財務会計基準審議会(FASB)は、取得に該当しない企業結合が存在すること
は認めており、少なくともそのような企業結合についてフレッシュ・スタート法を適用す
べきであるかどうかは他のプロジェクトで検討する予定であると明示している(para.B20)。   
資産の取得は交換価値で測定すべきで、対価または取得した資産の公正価値のうち、より
信頼できる方に基づくべきである。この主張から全ての企業結合を捉えて合併や買収の区
分をしない。そこでは、支配が中心概念であり、企業資産に対する支配の獲得と喪失とい
う観点から企業結合の実質を判断する。 
つまり、SFAS141は、個別の資産を取得することも資産の集合である企業を取得するこ
とも資産に対する支配の獲得で同義と捉えて、その概念を拡張して企業結合取引を考慮し
ていると考えられる。 
 
                                                  
26 日本公認会計士協会国際委員会の和訳を参照している。 
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(2)フレッシュ・スタート法(The Fresh-Start Method) 
 フレッシュ・スタート法は結合当事企業のいずれも独立した報告企業として存続しない。
寧ろ、新実体に対して結合当事企業の資産の移転が起こる。そして、新実体による報告が
始まるとされる(para.B81)。フレッシュ・スタート法は取得企業が識別できない又は被結
合企業が対等の結合のときに適用できるものとしている。このような企業結合では、取得
企業が「実質的な変更」27が起こるとしている。この「実質的な変更」を定義することと、
それを不明確かつ恣意的でない方法で決定することも困難である(para.B83)。さらに、そ
のようなケースは少数であるから、パーチェス法で会計処理することとしている。 
ただし、ジョイント・ベンチャーの設立や多数の当事者による企業結合については、フ
レッシュ・スタート法によって会計処理することを検討するとしている(para.B85)。しか
し、SFAS141の中では、企業結合取引においても、ジョイント・ベンチャーにおいて、フ
レッシュ・スタート法についてどのような会計処理がなされるのかについては具体例とし
て取り上げて批判しているわけではない。 
 
2.2.5. IFRS3(ED2002)28 
(1)概要 
国際財務報告基準 3 号の公開草案は、2002 年に国際会計基準審議会(IASB)によって、
作成された(以下、当該公開草案は IFRS3(ED2002)と記載する)。会計基準のコンバージェ
ンスの一環として企業結合会計の結論の根拠を見ると、事例研究や議論を重ねた結果とし
て、ほとんどの企業結合は一方の企業が他方の企業または事業の支配を獲得する取引であ
る。よって、ほとんどの企業結合で買収企業を識別することができるとしている。 
しかしながら、国際会計基準審議会（IASB）は、企業結合プロジェクトの第 1 フェー
ズにおいては、結合企業の一方が他の結合企業の支配を獲得しないような企業結合29が発
生する可能性（ジョイント・ベンチャーの創設を含む企業結合以外の企業結合取引）につ
いて規定すべきではないとしている。 
IFRS3(ED2002)では、まず一方の企業が他方の企業または事業の支配を獲得する企業結
                                                  
27 「Substantially modified」の和訳であり、先述の ARS5の企業実体の本質的な変化と同様
の意味を持つと考えている。本論文のキーワードである。詳しくは 3章と 4章で記述する。 
28 日本公認会計士協会国際委員会の和訳を参照している。 
29 「真の合併」または「対等の合併」と呼ばれる企業結合であり、従来は持分プーリング法で
会計処理していた経済的実態を称している。 
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合の適切な会計処理方法に焦点をあてた。次に、IFRS3(ED2002)の範囲内の、結合企業の
一方が他の結合企業（または複数の企業）の支配を獲得しないような企業結合取引が存在
すると仮定して、それらに適用すべき会計処理方法を検討した。 
そして、一方の企業が他方の企業または事業の支配を獲得する企業結合についての適切
な会計処理方法は、パーチェス法であると結論付けた(para.BC21-22)。そして、結合企業
の一方が他方の結合企業の支配を獲得しないような企業結合にもパーチェス法の適用を要
求すべきであると結論付けた(para.BC23)とされている。 
その理由として IFRS3(ED2002)の中では、支配企業が識別できない企業結合について
「真の合併」が存在するケースは、たとえ存在するとしても比較的稀であるという観点を
挙げている。 
一方の企業が他方の企業の支配を獲得するような「取得」の企業結合と比較的稀である
経済的実態を区分する。その目的を達成するような恣意性のない、かつ明確で適切な規準
を定めることは非常に困難であり、できない。 
そのために、「真の合併」 が存在するとしても、持分プーリング法はいかなる状況にお
いてもパーチェス法より優れた情報を提供しないために、持分プーリング法は適切な会計
処理方法であるということにはならないと結論付けている（BC28,30-33）。 
よって、「真の合併」が存在するとしても支配企業の識別できない企業結合取引の会計
処理に「フレッシュ・スタート法」を用いるという主張もあり得ることを想定している。 
(2)フレッシュ・スタート法(The fresh start method) 
フレッシュ・スタート法は、企業結合の結果として新たな企業が出現するとの見解に由
来する。したがって、以前に認識していなかった資産や負債を含め、結合企業のそれぞれ
の資産と負債を新たな企業が公正価値で認識すべきだという主張がなされることがあると
している。しかし、フレッシュ・スタート法は企業結合の会計処理としては現在適用され
ていないことを挙げて、また企業結合の会計処理方法の国際的な収斂を目指すことを優先
するために、フレッシュ・スタート法をいくつかの企業結合に適用するか否かは将来検討
することを決定された。 
真の合併をパーチェス法以外の方法を用いて会計処理すべきであるとするならば、フレ
ッシュ・スタート法のほうが持分プーリング法よりも適切である可能性が高いと結論付け
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ている。しかし、フレッシュ・スタート法については将来の検討事項としている30。 
 
(3)IFRS3(ED2002)の結論の問題 
ここまでで明らかなことは IFRS3(ED2002)では、ある経済的実態に対して適用する会
計処理は一つであるという観点で議論をするのではなく、経済的実態よりさきに会計処理
方法があり、情報の有用性の優劣を会計処理方法につけて、経済的実態に適用する形式を
とっている。つまり、ここでは、企業結合の経済的実態を区分すること自体の意味を否定
しているのである。 
IASB の主張に則るのであれば優れた会計情報を提供するのであれば極端にいえば企業
結合に対して、いかなる経済的実態に対しても画一の会計処理方法を適用すべきであるこ
とになる。そもそも、IAS 第 22 号は企業結合を二つの方法（持分プーリング法とパーチ
ェス法）のうち一つを用いて会計処理することを認めていた。これらの方法は、IAS第 22
号においても、二つの方法の使用を認める他の国や地域の相当する会計基準においても、
同じ形の企業結合に対しての代替的な方法であるとはされていない。むしろ、各々の方法
はそれぞれの対象となる企業結合に対して適用されるとしている（para.BC30）。 
よって、経済的実態を反映しない会計処理方法がより優れた会計処理方法となるという
結論になった理由は明示されていない。後述のように持分プーリング法が優れていない理
由は明示されているが、それは必ずしも経済的実態の反映という事実から論じられている
ものではない。少なくともパーチェス法は経済的実態を反映しない会計処理方法でも情報
の有用性が高いことがあると IASBが論じていることは明らかである。 
もっとも IASBのいう優れた情報の一つの条件として、IFRS3(ED2002)の中では、結合
後企業の財務諸表の利用者が、企業結合の結果として結合企業から生じると期待される将
来キャッシュ・フローの性質、時期および範囲を合理的に評価させるために、すべての結
合企業の資産と負債が結合日現在の公正価値で認識されることと記述がされている
(para.BC31)。また、持分証券の交換によって行われる企業結合は所有者持分を継続させ
                                                  
30 もっとも IASB(2008b)の IFRS3Rにはフレッシュ・スタート法について基準本体には記述
がない。SFAS141Rと基本的に同一の内容の結論の背景において、ジョイント・ベンチャーの
形成やより多数の企業結合による新実態の形成はフレッシュ・スタート法で会計処理すべきと
いう関心を表明している。ただし、それらは審議会が主題とする優先度は低いとされている。
また、それ以前の議論として、IASB(2008a)の企業結合の第 2フェーズについて、若干の記述
がある。そこでは、IASBが、フレッシュ・スタート法の包括的な検討をしていないことと、
その検討を積極的に活動するような議題と考えないことが明示された。 
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ることにはなるが、そのような持分は企業結合の結果として変質していることに着目して
持分プーリング法の適用を拒んでいる。 
さらに、企業結合が企業間の取引によって始まり、企業間の取引の結果として行われる
ものであることに着目して、企業結合を実行するために必要な交渉を行うのは企業であっ
て所有者ではないとしている(para.BC33)。 
明確なことは、持分が企業結合の結果必ず変質するという立場をとるのであれば、持分
概念を否定する企業結合が企業間取引であるという立場での主張があれば前段の説明はい
らない。対等合併は持分の変質が起こらないが、企業結合については持分の変質は必ず起
こるとしている（para.BC31）ので対等合併に否定的である。 
しかし、少なくとも同一の企業が存在していてそれがまったく同一の条件であれば、対
等の合併においては少なくとも持分の変質は起こらないはずである。これらは持分プーリ
ング法を否定するために用意された理由であるが、中身を見る限り、「真の合併」が稀であ
ることを立証しているだけで「真の合併」に持分プーリング法を適用しないことを直接に
立証していない。同様に、経済的実態が稀であることと会計処理方法の一本化となること
について合理的な説明がなされない限り、「真の合併」にパーチェス法を適用することに説
得力を持たせることは難しい。 
結果的に、IFRS3(ED2002)の主張をまとめるならば、「真の合併」という経済的実態の
存在は稀としているものの寧ろ否定はしていない。また「真の合併」の結果として新企業
が創設されるような会計処理方法が適用できるという考え方があることも認めている。解
釈によっては、「取得」でない企業結合の経済的実態の中に「真の合併」と先述の新企業を
創設するような経済的実態の２つが存在すると考えることも可能で、先の IAS22（ED）
の見解をある意味で引き継いでいると言えるだろう。 
 
2.3. 小括 
 前項まで、「支配」と「持分」の概念から先行文献について分類した。ここで、上記の先
行文献をフレッシュ・スタート法と関連ある情報の中で重要と考えられるものをピックア
ップして、年代順にまとめている。 
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図表 2フレッシュ・スタート法の文献の概略31 
 年 名称 のれんの認識 会計処理 
ARS5,10 1963,68 公正価値プーリング法 非計上 使い分け 
APBO16(ED) 1970 新実体・相互パーチェス 言及なし 非採用 
SECTION1580 1974 新実体法 言及なし 非採用 
IAS22(ED) 1981 新実体法 言及なし 使い分け 
G4+1の P・P 1998 フレッシュ・スタート法 計上 非採用 
SFAS141 2001 フレッシュ・スタート法 言及なし 非採用 
論点整理(日本) 2001 フレッシュ・スタート法 両者 非採用 
IFRS3(ED2002) 2002 フレッシュ・スタート法 言及なし 非採用 
 
このように、「取得」ではない、かつ持分プーリング法も適さないような新実体を認識す
る会計処理は 40 年以上も議論の場に登場している32ものの主要国の会計基準に採用され
ることはなかった。そして、その会計処理も資産と負債の公正価値による評価という点に
ついては共通している。しかし、のれんをはじめとするそれ以外の会計処理については個
別に先行文献の中で検討されている部分もあるものの、検討の余地が残されたままとなっ
ている。 
「取得」に該当しない企業結合は、新実体を創設するような企業結合に該当するので、
フレッシュ・スタート法を適用するほうが妥当であるまたはその可能性を示唆する文献は
多い。しかし、「取得」のように経済的実態を明確に定義してかつ識別基準を明確にしてフ
レッシュ・スタート法を定義している文献はなかったように思える33。 
企業結合の本質を「取得」と捉えることが、前提となる文献が非常に多い。確かに企業
                                                  
31 会計処理とは、フレッシュ・スタート法を採用するか否か、また採用する場合に他の会計処
理と使い分けるか否かについて記載している。論点整理のように、直接の基準となっていない
文献もその意図もしくはその後の成果物としての基準の内容から判断している。 
32 先行文献として取り上げなかった文献のなかにもフレッシュ・スタート法を想起させる記述
は存在する。例えば FASB(1976)では、APBO16を踏まえて、企業結合の結果として新しい会
計の基礎を結合当事企業に認識するか否かで分類して考察している。第 3の案は、全ての企業
に新しい会計の基礎を認識するもので、歴史的原価の意味から否定的であり、直接にフレッシ
ュ・スタート法とは述べていないものの新しい会計測定を開始する新実体を認識している
(para.69,73)。 
33 もちろん取り扱った先行文献が、研究書、公開草案、ポジション・ペーパーの位置づけであ
ったため具体的な識別基準を明示していない可能性もある。 
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結合の大半は企業間の交換取引であると考えられてきたことも事実である。パーチェス法、
持分プーリング法、公正価値プーリング法の各会計処理方法を適用する以前の経済的実態
である「取得」、「持分の結合」、新実体が創設されるような取引などを説明する際に「支配」、
「持分」と多用された概念と用語を明確にして説明がなされているかといえば必ずしもそ
うではない。 
次章以降では、先行文献に散見されたという事実からも明らかであるような企業結合に
おいても重要な概念であると推察される「支配」と「持分」の概念について、整理する。
そのことで先行文献においては、つながりの見えにくかった概念から導出される経済的実
態について明らかにして、フレッシュ・スタート法の適用できる余地を探る。 
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3. 持分と支配 
 
3.1. 持分概念と支配概念 
前章までに、企業結合においてフレッシュ・スタート法の記述ある先行文献において「持
分」と「支配」という 2つの概念を中心に企業結合は論じられたことが明らかになった。 
企業結合会計のフレッシュ・スタート法も、企業結合における経済的実態の 1つに適用
するのであれば、「持分」と「支配」の概念から導出されることとなるだろう。しかし、「持
分」と「支配」の概念について先行文献を通して一貫した説明はなされていないように思
える。従来のフレッシュ・スタート法について扱われた先行文献はその名称のみならず、
様々な概念と会計処理が述べられ、その是非が論じられてきた。そのため、厳密にフレッ
シュ・スタート法と経済的実態を概念から整理して関連性を見出すことは困難であったと
いう事実もあるだろう。 
ここで、企業結合において、「持分」と「支配」の概念が非常に重要であり、企業結合の
経済的実態を判断する基準として、両概念から導かれる「持分の継続性」と「支配の継続
性」が活用されているとするのであれば、「持分」と「支配」の双方の概念を検討する必要
があると考えられる。 
なぜなら、「持分」と「支配」の一方又は双方から、フレッシュ・スタート法を適用すべ
き経済的実態が導かれないのであれば、適切な経済的実態に対応した会計処理方法を適用
すべきという見解からフレッシュ・スタート法の適用可能性はないといわざるをえないか
らである。 
よって、フレッシュ・スタート法を適用する経済的実態の有無を概念から導出すること
とフレッシュ・スタート法の適用を論じるうえで重要であると考えられる。 
しかし、概念を整理して、現在の「取得」や「持分の結合」と異なる経済的実態が導か
れるのであれば、少なくとも現状認められている会計処理と異なる会計処理方法を適用す
る余地があると考えられる。その点を踏まえたうえで、フレッシュ・スタート法の多様な
議論を整理する手法の一つとして持分と支配の概念から経済的実態を導きたいと考えてい
る。 
なお、企業結合会計は、企業にとって重要な取引であり、その点に特殊性がある。そこ
で、従来の会計の枠を超えた新たな会計を認識する必要を認める主張も存在する。具体的
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には、企業結合を「実質的な変更」のある特定事象34と捉えて、フレッシュ・スタート法
を適用するという見解である。その見解の検討は第 4章以降で行うこととする。 
 
3.1.1. 事業のプロセスから導かれる持分と支配 
大雄(2009)によれば、『事業とは、一定の目的のために指揮・管理され、有機的一体とし
て機能する経営資源である。企業は単一又は複数の事業から更生され特定の事業を分離・
移転することができる。』とされている35。ある資産を考えると、事業投資とは、製品の販
売やサービスの提供によりキャッシュを獲得または獲得することが確実となるまで収益を
認識しない。つまり、このような収益を認識されない環境では、事業投資は継続している
こととなる。 
しかし、これが先述の定義のような有機的一体である事業である場合、その投資の継続
をどのように判断すればよいのか。日本の事業分離の会計基準に代表されるように「事業」
の投資の継続性は対価が株式であるか現金（またはその同等物、その入手が確実となるこ
と）であるかによっても事情が異なる。資産の法的な所有権でなく、あくまで会計上で重
要となるのは、現金の獲得または獲得することが確実であることである。つまり、株式を
対価とした場合は特に相手の会社への関与を通してその資産からの現金を間接的に得るこ
とができる立場にあると考えられる。 
よって、株主の「持分」としての視点ではいまだに投下資本が未回収であり、また企業
がその「事業」を支配しているという視点からも企業が「事業」の支配を失っていないこ
とが分かる。 
このように事業を捉える視点には「持分」と「支配」の 2つの視点が存在している。大
雄(2009)では、すなわち事業投資の継続・非継続を株主の視点と企業の視点で捉えている
と考えられる。 
大雄(2009)による「事業」のプロセスの基本形は株主、企業、資産を出資や投資の関係
で位置づけることによって、以下のように提示できるだろう。 
 
 
                                                  
34 「実質的な変更」の定義によって、フレッシュ・スタート法を全ての企業結合に対して適用
するかもしくは特定の企業結合に限定して適用するかが決定されると考えられる。 
35 大雄智(2009),p.3 
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図表 3 事業活動のプロセス 
 
このように、事業活動のプロセスは、持分と支配のどちらを重要視して会計の取引を考
えるかに集約される。次節以降では、上記の基本形に、株主や企業の視点を重視した場合
を考慮して、株主資本と企業資産の転換プロセスを考察する。そして、企業結合において
重要な概念である持分と支配について検討する。 
 
3.1.2. 持分とは 
事業を株主資本の転換するプロセスとすれば、その資本を出資し、持分を所有する主体
は株主である。株主の観点から見れば、会計表現の本質的な対象は株主の所有する持分で
ある。先の事業活動のプロセスで、このように事業を位置づけている。持分という用語は
多義的である。当節では、大雄(2009)が持分の定義を定めるときの議論を確認する。大雄
(2009)によれば、持分は、企業資産に対する請求権としての性格と議決権などから構成さ
れる企業に対する請求権としての性格を有しているとされる。 
前者の企業資産に対する請求権としての性格は、企業の資産全体への請求権であり、持
分が企業資産に依存して決定されることを意味している。後者の企業に対する請求権は、
議決権などを有する株式による請求権であり、持分が株式の対価として出資した金額また
は株式の交換価値により資産とは、独立に決定されることを意味する。 
ただし、このように持分の意義が多義的であったとしてもその主体が株主であることに
議論の余地がないとしている。 
企業の資産への投資
（支配） 
株主の企業への出資 
（持分） 
株主 企業 資産 
事業活動のプロセス 
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よって、大雄(2009)は、株主の視点に立つことを前提として、『持分とは、事業から生じ
るキャッシュ・フローに対する権益(interest)または請求権(claim)である。』としている。 
ここでいう、事業から生じるキャッシュ・フローとは、投下資金を回収するキャッシュ・
フローであり、資産に拘束されていた株主資本が流動化するとしている。 
ここから、事業から生じるキャッシュ・フローが資産によって表現されるのであれば、
即ち持分は資産によって表現されるといえる。しかし、少なくとも事業資産が表している
のは、事業から生じる将来のキャッシュ・フローのみに着目するのではなく、株主による
事業への過去の支出である事実のほうも重要であると、ここでは考える36。 
そのため、持分と資産を独立した概念と定義することとしていると考えられる37。 
 
図表 4株主資本の転換のプロセス 
 
上記の図は、株主による企業への出資を持分とする。企業が事業活動の過程で、資産を
                                                  
36 大雄(2009)では、持分を株主から払い込まれた資金として考える場合、過去の支出が持分と
なる。一方で、株主に将来分配される資金として考える場合、将来の回収が持分となる。その
ため、持分を入り口と出口のどちらから測定することが望ましいかという問題も取り扱ってい
る。しかし、本論文においては、事業活動における株主の出資が回収されて分配されるプロセ
スそのものについて、重要視しているので、貸借対照表における持分の測定については取り扱
っていない。なお、大雄(2009),p.263-268にて詳細な記述がある。 
37 SFAC6のように、持分を資産から負債を差し引いた残余とする見解と別の見解を示してい
る。 
株主の企業への出資 
（持分） 
株主 企業 資産 
事業活動のプロセス(株主資本の転換)
CF 
分配 回収
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獲得して運用することによって、キャッシュ・フローに転換する。そのキャッシュ・フロ
ーが株主に対して直接に分配されるようなケースを想定している38。 
持分の清算とは、直接的に分配が行われる場合に限らず、この株主資本が流動化するプ
ロセスを意味していると考えられる。 
 
3.1.3. 支配とは 
大雄(2009)は、事業を企業資産の転換プロセスとするならば、事業の動態をとらえる観
点は企業となり、会計表現の対象は企業の支配する資産となると結論づけている(p.7)。 
支配は、多義的であり、必ずしも同様の見解が示されているとは限らない。ここでは、
大雄(2009)の扱った支配の概念を明らかにして、大雄(2009)と同様の結論が得られるかを
確認する。 
IFRS3(ED2002)によれば、支配とは、企業活動からの便益を得るために、その企業の財
務および経営方針を左右する力である。ここでは、大雄(2009)によれば、このような財務・
経営方針を左右する力は、企業資産に対する力として含意している(p.63)。 
企業資産を使用または処分する力とは、突き詰めると、資産から生ずる経済的便益を自
由に処分することが出来る排他的な力であると考えられる。 
SFAC6(1985)によれば、「資産は特定の事業体が過去の取引や事象の結果として支配、
獲得する発生の可能性の高い将来の経済的便益であると定義され、資産とその変化が企業
の存在と活動の核心である」としている(para.11)。この見解と大雄(2009)の見解は基本的
に一致していると考えられる。 
まとめると、大雄(2009)は、支配概念を次のように解釈している。支配は、「資産を自由
に使用したり処分したりすることのできる排他的な力である」 (p.7)。ここでの、支配は、
企業の方針を左右することを含んでおり、支配の対象について、幅広い解釈があることを
認めた上で、議論を単純化するために、敢えてその支配の対象を限定している。 
仮に、支配の対象が資産であるとして、支配は誰によって行われていると考えるべきか。
株式会社制度では資産の直接的な所有者は法人つまり企業である。そこでは、株式会社の
所有者は株主であるが、株式会社の保有する資産は、あくまでも分配もしくは議決権など
                                                  
38 もちろん、企業が獲得したキャッシュ・フローは通常、分配されないで次の事業に投資され
るだろう。ここでは、敢えて、「支配」の図と区別をつけるために、株主の投資が直接に株主
に還元されるケースを提示した。 
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で間接的に保有しているに過ぎないという見解を示される39。つまり、企業の所有者であ
る株主はその企業の資産を所有しているわけではないとしている。 
 
図表 5 企業資産の転換のプロセス 
 
 
よって、支配の喪失は、企業資産を自由に使用したり処分したりすることのできる排他
的な力を失うことを意味する。 
なお、これらの見解は、資産の定義を将来の経済的便益とすることが前提となっている。
そのため、資産の定義を企業が費用になる前に投下した資本、つまりは過去の株主に因る
支出に依存すると考えると、資産が費用となることが事業活動と考えることも可能であろ
う。本論文で採用することのない見解であるが、事業活動のプロセスの考え方は一つでは
ないということにも注意が必要だろう。 
以上が、事業のプロセスを企業資産の転換プロセスとしたときに重要となる資産の支配
                                                  
39 大雄(2009)の見解である。支配の対象を資産とする際に、その資産とは、事業体の資産を対
象としている。そのため、先述の株主の視点を重視した場合の議論でも企業が資産の支配の主
体となるだろう。このように、両者の相違点が明確ではないという主張も考えられる。 
しかし、本論文では、株主の視点を重視した場合において、資本の転換プロセスに着目する。
そのため、企業の資産の支配の喪失が必ずしも、株主資本の転換と同義でないと考えている。     
よって、株主と企業の視点は相違点があり、同じ取引について異なる経済的実態を導かれる
可能性があるという見解をとっているのである。 
企業の資産への投資
（支配） 
株主 企業 資産 
事業活動のプロセス(企業資産の転換)
CF 
回収 
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についての説明である。 
 
3.1.4. 小活 
前項にて、大雄(2009)の議論を元として、事業活動を捉えるうえでの「持分」と「支配」
の定義とその主体について検討した。多義的な持分と支配の中から選択した定義の異同を
まとめたのが下記の図表である。 
 
図表 6 持分と支配の異同 
  持分 支配 
事業活動をとら
える視点 
持分を所有する主体である株主
資産を支配する主体である企
業 
事業活動 株主資本の転換プロセス 企業資産の転換プロセス 
会計表現の対象 株主の所有する持分 企業の支配する資産 
定義 
株主の事業から生じる CF に対す
る権益または請求権 
企業が資産を自由に使用した
り、処分したりすることの出来
る排他的な力 
持分の扱い 持分と資産は独立に定義 
持分は負債を控除した資産の請
求権と定義 
 
 次節にて、持分と支配の概念から企業結合の実質判断基準を導く。それぞれの実質判断
基準の相違点を明らかにした後に、企業結合の経済的実態を分類する。その中で企業結合
の経済的実態のなかでフレッシュ・スタート法が適用されるケースを明らかにする。 
 
3.2. 持分の継続性と支配の継続性 
事業活動から「持分」と「支配」の双方について整理するなかで、「持分」でいえば株
主、「支配」でいえば企業という主体の相違がある。そして、事業活動の継続・非継続を判
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断するときに「持分」でいえば、株主の投資のリスクからの解放の有無と「支配」でいえ
ば企業の資産に対する使用や処分する排他的な力の有無が判断の基準となることが明らか
になった。当節では、それらを拡張して、企業結合に関する判断基準として取り上げられ
てきた「持分の継続性」と「支配の継続性」について検討する。 
 
3.2.1. 持分の継続性と経済的実態の分類 
(1)持分の継続性 
持分を独立した概念であるとする。この場合の持分の継続は、株主同士の持分証券の交
換という事実のみ着目しているのではなく、株主がその権益または請求権を流動資本に転
換しないことである。この流動資本に転換しないという見解は、つまり、株主が投資のリ
スクをいまだ解消していないということである。よって、「持分の継続性」とは、株主の投
資のリスクに影響する概念である40。 
持分の継続性を企業結合の実質を判断の規準とするためには、持分は、事業から生じる
CFに対する権益または請求権であるという見解に従うほうが自然といえる。 
形式的に持分の継続性を適用すれば、株式を対価とする企業結合は、全て持分プーリン
グ法で会計処理することとなるが、現実はそうではない。例え、株式を対価とした企業結
合であっても、株主の投資のリスクの変更に応じて企業結合の実質を判断している。 
よって、持分の継続性とは、株主の投資のリスクの変質で、企業結合の経済的実態の判
断する規準と考えられる。 
しかし、持分の継続つまり株主のリスクの変質をどのように測定するのかという問題と
株主のリスクの変質は継続企業のなかで大規模な設備投資でも起こっているが、それ自体
は通常認識しない。確かに、株主リスクは変質しているが、現行会計上では、「持分」の変
更の識別に検討すべき課題が残っている。 
(2)持分の継続性における経済的実態の分類 
                                                  
40 ここでは、選択しなかったが、持分を資産に依存する概念であるとしている。そのため、持
分の継続は資産に対する残余請求権が流動資本に転換しないことであると考えることができ
る。しかし、持分が資産に依存する概念とした場合、持分の継続性を独立した企業結合の実質
を判断する規準とする意味は薄れる。 
なぜなら、企業の支配する資産を仮に株主の支配する資産と考えても、企業と株主を同一視
する時点で、株主と企業の双方の視点を重視する必要もなくなる。この場合は、企業と株主の
定義が本論文の見解と異なるのだろう。この場合も後述の 3.2.2.と同様に企業結合の実質判断
について基準をあえて設ける必要はないと考えられる。しかし、株主と企業を同一視するか否
かという前提が大きく異なるに留意する必要があるだろう。 
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①A企業の株主または B企業の株主のどちらかのリスクが著しく変質するときは、どちら
かの株主の持分が払い戻されたうえで再投資されているため、パーチェス法が適合する。 
② A企業の株主も B企業の株主もリスクを変質しないときは、持分は清算されず、株主
は自らの投下資本を回収していないと考えられる41。よって、持分プーリング法が適合す
る。 
③ A企業の株主も B企業の株主もリスクが著しく変質するときは、A企業の株主も B企
業の株主も持分の清算と再投資が擬制されて「新企業創設」42の経済的実態を有する。よ
って、フレッシュ・スタート法が適合する。 
 
3.2.2. 支配の継続性と経済的実態の分類 
(1)支配の継続性 
支配の継続性とは、支配の獲得と喪失を根拠として、企業が資産から得られる経済的便
益を喪失するか否かで判断する規準と考えられる。資産の本質が将来の経済的便益を支配
していることであるならば、支配概念は資産概念を決定している。ここでは、持分は負債
を控除した資産の請求権と定義している。 
そのため、持分は資産に依存する概念とみられるので、支配の継続性が持分の継続性を
決定している。持分の継続性を個別に定義することなく企業結合の実質を判断することが
可能である。 
 
(2)支配の継続性における経済的実態の分類 
①A企業もしくは B企業のどちらかが他の企業の資産に対する支配を獲得するときは、一
方の企業が他の企業を「取得」する経済的実態を有するため、パーチェス法が適合する。 
②A企業も B企業も、他の企業の資産に対する支配を獲得しないときは、いわゆる真の合
併の経済的実態を有するため、持分プーリング法が適合する。 
③A企業も B企業もどちらも自己の企業の資産に対する支配を喪失したときは、現存する
企業のいずれも支配を獲得していないため、新たな企業が創設される経済的実態を有する
                                                  
41 米山(1992)も、「合併会社株主の投下資金が回収されていない以上、その従来の株主持分は
株式が交換されてもそのまま継続し、持分にみあう会社の資産は簿価のままで引き継がれるこ
とにもなるであろう。」と記述している(p.62)。 
42 フレッシュ・スタート法と整合する経済的実態であり、取得、持分の結合と区別するために
便宜的に設けている。 
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ため、フレッシュ・スタート法が適合する。 
支配は先に述べたように排他的であるとするならば、A企業も B企業もどちらも自己の
企業の資産に対する支配を喪失したときというのは、つまりは A企業でも B企業でもない
C企業に資産に対する支配を獲得されたこととすれば、C企業が新しく創設されて A企業
と B企業の支配を獲得したと考えることができる。 
 
上記の支配の継続性による経済的実態の分類に加えることはしなかったが、A 企業も B
企業もともに他の企業の資産に対する支配を獲得したという考え方も存在する。この場合、
A企業は B企業の資産を支配して、B企業が A企業の資産を支配することとなり、Aと B
の資産を同時に支配するものは存在しない。ただし、この場合は C 企業が A と B の資産
を支配したと考えることは困難である。 
なぜなら、支配が排他的であるという仮定が正しければ、A企業と B企業はともに資産
に対する支配を喪失しているが、A企業も B企業も新たに資産に対する支配を獲得してい
る。つまり C企業が支配する余地のある資産は存在しない。よって少なくとも、Aと Bの
資産の支配の交換という見地でフレッシュ・スタート法を適用する経済的実態を明らかに
することは、相互取得または共同支配を認める見解となり、「支配」を排他的な力と捉える
以上、相互取得という考え方をそのままで採用することは難しい。 
 
3.2.3. 持分の継続性と支配の継続性の共通点と相違点 
(1) 経済的実態の分類の類似点 
持分の継続性と支配の継続性の双方から 3つの経済的実態を導くことが出来る。 
①取得 
取得とは、ある企業が他の企業（被取得企業）又は企業を構成する事業に対する支配を
獲得して一つの報告単位となることをいう。ここでいう、支配とは、単一の企業が企業資
産に対して排他的な力を有する場合をいう。また、一方の株主の持分が清算していると認
められるケースは、一方の株主の株主資本の転換プロセスは終了しているため、取得と考
えられる。 
②持分の結合(真の合併) 
持分の結合とは、「いずれの企業（又は事業）の株主（又は持分保有者）も他の企業（又
は事業）を支配したとは認められず、結合後企業のリスクや便益を引続き 相互に共有する
 36 
ことを達成するため、それぞれの事業のすべて又は事実上のすべてを統合して一つの報告
単位となることをいう43」。ここでいう企業（又は事業）は資産の意味で捉えている。 
③新企業創設 
新企業創設とは、既存の企業（又は事業）の株主（又は持分保有者）も他の企業（又は
事業）を支配したとは認められず、またいずれの企業の投資家の持分が非継続であり、結
合後の企業のリスクや便益が変遷して一つの報告単位となることをいう。SFAS141の表現
を借りるのであれば、一般に企業の「実質的な変更」が生じていると表現されるだろう。 
 
持分概念が重視した見解、支配概念を重視した見解の双方から導かれる経済的実態を明ら
かにすると、以下の図表 7と図表８のようにまとめることができる。 
 
図表 7 持分の継続性を規準とした経済的実態の分類44 
 
 
 
                                                  
43 企業会計審議会(2003)「企業結合に係る会計基準」二・5 
44 四象限を分類するために、交差する線分の矢印には、持分の継続が株主のリスクのように程
度が存在する概念であること示している。そのため、株主のリスクの変更をどの程度まで許容
するかによって、図表の中では、経済的実態は、四象限に従って分類されている。しかし、そ
れぞれの経済的実態の領域は拡大または縮小することを前提としている。 
Ｂの持分が非継続
Ｂの持分が継続 
ＡがＢを取得 
ＢがＡを取得 持分の結合 (真の合併) 
Ａ
の
持
分
が
継
続 
新企業創設 
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の
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続
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図表 8 支配の継続性を規準とした経済的実態の分類45 
 
 
 株主の視点と企業の視点のどちらを重要視しても、企業結合会計において、少なくとも
3 つの経済的実態と会計処理を導くことが可能である。しかし、両者はまったく同様とい
うわけではない。この点について次に検討する。 
 
(2) 株主のリスクの変質と資産の支配の喪失の異同 
株主のリスクの変質については、ある意味において、いかなる取引についても株主のリ
スクは変質していると考えられる。しかし、そのリスクの変化がどの程度であるかを識別
する必要がある。 
一方で、資産の支配の喪失については、支配が排他的な関係であるという前提立つので
あれば、株主のリスクの変化のように定量的な変化は起こりえない。必ず白黒がつく概念
であるという考え方も理解できる。 
ところが、企業の株式の過半数を取得しているのであればその会社は子会社であるとい
うような実務慣行からすれば、支配という概念も定量的な一面を持つことは明らかである。
                                                  
45 四象限を分類するために、交差する線分の丸には、支配が持分の継続と異なり、原則として
企業が、資産に対する排他的な力を有することを示している。よって、支配の継続性は、是非
で表現されるため、定量的になることを想定していない点において先述の持分の継続性の矢印
の表現と異なる。 
BがBの支配を非継続 
BがBの支配を継続 
ＡがＢを取得 
ＢがＡを取得 持分の結合 （真の合併） 
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新企業創設 
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やはり支配が排他的といっても、排他的と判断するための指標は必要である。ただし、そ
のように、支配の要件が明確に定義されているときにも問題は生じる。 
本論文の検討では、資産の支配ということで単純化されているものの、資産の束である
事業の支配を考えるときには、議決権の過半数所有に限らない「実質的な」支配とは何か
について考える必要があることについて改めて強調しておきたい。 
よって、株主のリスクの変質を捉える方が不明確で資産の支配の喪失は明確であるとは
限らない。両者はともに不明確な面を持つ点は共通である。 
では、両者が同種の取引にまったく同じ反応を示すかといえばそうではない。支配概念
を重視する見解では、先述のように持分は資産に関連して決定される。すなわち、持分と
は、資産から負債を差し引いた金額であるとすれば、つまり、負債のない状況であれば資
産と持分は金額上同義となる。ここでいう持分はおそらく株主のリスクとしての性格を有
さず単なる残余にすぎない。しかし、持分概念を重視する見解では、持分を残余として捉
えていないことは先に述べたとおりである。 
「持分」を重視する見解において、株主のリスクが存在するとすれば、企業が資産の支
配を喪失するかもしれないが、それも直接的に株主がリスクを負担しているわけではない。 
よって、企業の資産の支配の喪失は、必ずしも株主の投資のリスクに影響を与えるわけで
はない。 
同様に、「支配」を重視する見解において、企業が支配を喪失しているにすぎない。だ
が、企業が資産を支配していれば、株主のリスクに変更が生じないかといえば決してそう
ではない。先述の検討において、支配概念は株主の投資に関しては当然の前提としている。
そのため、株主の投資のリスクという観点は無視しているから、両者がともに変化する取
引もあれば、そうでない取引もある。 
資産の支配が不変であっても株主のリスクを直接に表現できるので持分概念の方が優
れているという見解もある。 
 
3.3. 小括 
図表 9持分の継続性と支配の継続性 
企業結合の実
質の判断基準 
持分の継続性 支配の継続性 
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定義 
持分の継続とは、株主がその権益
又は請求権を流動資本に転換し
ていないこと 
支配の継続とは、企業が将来の
経済的便益である資産の支配
を喪失していないこと 
備考 
持分の継続性は、株主の投資のリス
クの変更に応じて企業結合の実質
を判断 
持分の継続性を個別に定義する
ことなく企業結合の実質を判断
 
ここまでの議論で、持分と支配の双方の考え方から企業結合の経済的実態を「取得」・「持
分の結合(真の合併)」・「新企業創設」に分類できることを示した。双方の持分が非継続で
双方の株主の投資のリスクに著しい変化がある場合も双方ともにいかなる企業資産の支配
を喪失している場合も「新企業創設」の経済的実態を導くことが可能である点である。 
この新企業創設の元では、Aでも Bでもない新企業としての実体のある（法的な実体を
備える必要はない）C企業が創設されている。そのため、「新企業創設」は持分の清算・再
投資、企業資産の支配の喪失と再支配であるという観点からそれぞれフレッシュ・スター
ト法を適用される。 
つまり、企業結合において、株主の著しいリスクの変更と全ての企業の支配の喪失がと
もに新企業 C という新しい会計の基礎を認識する。株主の視点からも企業の視点からも、
「実質的な変更」が生じていて「新企業創設」という経済的実態を導出することが可能で
ある。そして、「新企業創設」の経済的実態はフレッシュ・スタート法が適用されると考え
られるのである。 
この主張は、企業結合会計基準の実質判断の基準で経済的実態を分類した場合に過ぎな
い。厳密に言えば、持分の継続性と支配の継続性はやはり、その根本とする定義が異なる
ため、同一の企業結合において判断が相違することもあるだろう。例えば、持分の継続性
で新企業創設となっていても、支配の継続性の考え方では取得の企業結合も存在するだろ
うし、他の場合も考えられる。持分の継続性の考え方は、株主のリスクの変更を判断基準
としている。そして、株主のリスクの変更は、支配のように排他的な関係にないのだから、
ゼロワンでしか判定できない支配の継続性と一致しないケースも存在しうるだろう。寧ろ、
 40 
持分の継続性は株主のリスクの変更を経済的実態に反映する点で支配の継続性のような企
業視点の会計処理よりも優れている面もある。 
しかし、ここで強調したいことは持分の継続性の判断基準でも事業投資の判断に持分の
継続性と支配の継続性のどちらが優位であるかという話ではない。SFAS141のように持分
の継続性に否定的で、支配の継続性の優位性を説いた企業結合会計基準も存在している。
ところが、持分の継続性も支配の継続性の考え方も同様の経済的実態を導出して会計処理
方法を適用することが可能である。特に SFAS141 が否定しているような持分プーリング
法も推定が可能である。 
つまり、企業結合の実質判断の基準の２つはどちらも３つの経済的実態を導くことが可
能である。 
持分と支配は、一見大きく視点が異なるものであり、事実として、個別に利益認識など
をしていくうえでは異なる。しかし、企業結合の実質判断の基準としておなじ取引に異な
る経済的実態を導く可能性はあるものの、種類として同様の会計処理を導くことができる。
両者の会計処理は、株主のリスクの変質を捉える「持分の継続性」の判断基準をどの程度
「支配の継続性」の考え方と一致させるかによって、実質判断の基準としては同じにも違
うものにもなるだろう。よって、ここでは、論理的に正否を断ずるような判断基準として
両者を捉えることはしていないのである。 
本論文で取り上げる問題は、どちらの判断基準からでも導出できるフレッシュ・スター
ト法がなぜ採用されないのかということである。ARS5 をはじめとして企業結合の多くは
「取得」に該当するため、「新企業創設」の経済的実態に適用されるフレッシュ・スタート
法(公正価値プーリング法)を用いる機会は乏しいと記述されている。また、G4+1のポジシ
ョン・ペーパーのように、フレッシュ・スタート法の適用コストと投資家が得るメリット
を比較して不採用とする文献もある。 
このように、フレッシュ・スタート法を適用しうる経済的実態は存在するが、適用事例
は少ないという見解が当然のように受け入れられている。果たしてそれは本当だろうか。
準更生の状況におけるフレッシュ・スタートに代表されるように、企業結合に限定しない
特定の事象に新しい会計の基礎を認識するという考えは、従来から議論の対象となってい
る点に着目する。 
次に、第 4章では、FASB の討議資料ニュー・ベイシス会計を特定事象に新しい会計の
基礎を認識する議論の代表例として検討する。 
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そして、企業結合における経済的実態の「新企業創設」のフレッシュ・スタート法とニ
ュー・ベイシス会計における特定事象を比較する。そこでは、「新企業創設」の全ての企業
または株主に新しい会計の基礎が認識されるような「実質的な変更」と整合する点、異な
る点を検討する。 
つまり第 4章では、第 3章で導かれた「新企業創設」の経済的実態において、発生する
とされる「実質的な変更」を明らかにすることを目的とするのである46。 
                                                  
46 討議資料ということからも明らかであるが、ニュー・ベイシス会計は現行会計と異なる会計
の認識をしている点に注意は必要である。 
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4. ニュー・ベイシス会計 
 
4.1. FASB DM New Basis Accounting47 
4.1.1. 概要 
当該DMでは、新しい会計の基礎を認識する一定の事実を従来の会計より拡張について、
事例とともに検討している。ニュー・ベイシス会計において、新しい会計の基礎は一つま
たはそれ以上の特定の事象の発生を契機として認識される。新しい会計の基礎が認識され
た事業体の個別財務諸表の資産と負債を公正価値で再評価される。 
注意すべきは、ニュー・ベイシス会計は決して時価会計のことではなく、もちろんこの
討議資料も時価会計と原価会計の議論をする意図はない。ニュー・ベイシス会計は事象を
契機とした一度きりの再評価であり、常に公正価値に再評価しつづける時価会計とは考え
を異にしている(para.2)。 
ニュー・ベイシス会計は前述のとおり個別財務諸表の資産・負債の再修正である。会計
処理方法は「フレッシュ・スタート」と「ステップ・アップ」の 2つがある。両者の相違
は評価額で生じた金額を資本とするか利益とするか、利益剰余金を消去するか否かである。
「フレッシュ・スタート」がたとえ法的に名と形態を残していても、新事業体を新たな報
告の主体としているのに対し、「ステップ・アップ」は新しい会計の基礎を認識しても事象
の前後で報告事業体に変化がないものとしている(para.49)。 
 
図表 10フレッシュ・スタートとステップ・アップの特徴の比較48 
 フレッシュ・スタート ステップ・アップ 
評価差額の計
上科目 
資本 利益 
既存の利益剰
余金 
消去 維持 
                                                  
47 当章の中での別段の断りのない場合の参照文献は当該討議資料である。なお、和訳について
は、企業財務制度研究会(1995)を参照している。 
48 討議資料 para.49を簡略化している。 
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過年度の比較
データの提供 
無 有 
 
ここで、明らかなことは、ニュー・ベイシス会計は、特定事象による支配の変更を原因
として、新しい会計の基礎を認識する方法に 2つの会計処理方法があるとしている。しか
し、企業結合会計のフレッシュ・スタート法とニュー・ベイシス会計のうちステップ・ア
ップの会計処理が相応しい特定の事象の接点は乏しいだろう。 
よって、ニュー・ベイシス会計のうちフレッシュ・スタートに該当する事象を中心とし
て扱うべきであると考えられる49。 
 ニュー・ベイシス会計は支配の変更を中心とするものの、それ以外の状況においても、
情報利用者にとって有用であるという条件に合致すれば新しい会計の基礎を認識すべきと
考えているようである。この情報利用者の定義は、一般的投資家を基礎としつつも、それ
を超えた重要な利害関係者に範囲を拡大している。また、重要な利害関係者と企業の取引
を他の一般的な取引と区分して捉える傾向にあると考えられる。 
討議資料では、上記の考え方から、特定の事象と限定しているものの様々な事象を例示
して新しい会計の基礎を認識する手法に関する議論を投げかけている。そのニュー・ベイ
シス会計を適用すべきと考える事象は大別すると、株式の過半数など取得、多額の借財、
更生またはリストラクチャリング、会社型ジョイント・ベンチャーの持分の形成と売却な
どの４つの特定の事象に分類されている。詳細は次項にて記述する。 
 
4.1.2. ニュー・ベイシス会計で例示される４つの特定事象 
本節 1項で、ニュー・ベイシス会計は特定の取引ないし事象が生じた場合に、事業体の
個々の資産（のれんを含む）および負債を公正価値で評価しなおし、その事業体の個別財
務諸表の帳簿価額を修正することによって新しい会計の基礎を認識する会計処理であるこ
と述べた。そこで、例示された事象は討議資料の中で４つに分類されている。その 4つに
                                                  
49 もっとも企業結合のフレッシュ・スタート法（公正価値プーリングなど）の議論でも法律上
必要とされる場合に利益剰余金の計上はありうるとしている。また、ニュー・ベイシス会計も
フレッシュ・スタートとステップ・アップの会計処理についての区分が曖昧である。例えば、
フレッシュ・スタートにおいても、以前の事業体に関する財務情報は提供すべきであるという
見解もある(para.227)。よって、「フレッシュ・スタート」と「ステップ・アップ」の区分は必
ずしも絶対ではなく、ステップ・アップについて、検討すべきという見解もありうるだろう。 
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分類された事象を明らかにする。 
 
(1) 株式取得取引（13パターン）50 
討議資料の 2章の 1は、一人の株主がある事業体の株式を取得した場合に着目している。
100％を現金で取得した場合(1A)、51％を取得した場合(1B)、100％を非貨幣的対価で取得
した場合(1D)、100％を新規に設立した法的事業体を用いて現金で取得した場合(1E)、一
般投資家に対して多額の債務残高を持つ事業体株式の 100％を現金で取得した場合(1C)の
5 つに分類される。2 章の 2 は、多数の株主がある事業体の株式を取得した場合に着目し
ている。売り出しで 51%を現金で取得した場合(2A)、市場取引によって 51％を現金で取得
した場合(2B)、事業体株式の 51％を現金で取得した新しい株主が支配集団として行動する
場合(2C)などが挙げられている。 
 
(2) 多額の借入取引（4パターン） 
討議資料の 3章は、事業体に対する資金の貸し手の評価が変更されるような取引を対象
としている。レバレッジド・リキャピタライゼーション51の場合(3A)、投資あるいは営業
目的で事業体 Xが一般償還請求基準による借入をしている場合(3B)、投資あるいは営業目
的で事業体 Xが制限付償還請求基準による借入をしている場合(3C)、親会社が子会社株式
の過半数を借入の担保として差し入れる場合(3D)の 4つが挙げられている。 
このような状況では、株式の過半数の所有権も事業体の議決権支配も変更されていない。
よって、3 章の事例による評価は少なくとも、株主や企業の投資が新たに行われたわけで
はない。それにもかかわらず、重要な資金提供者が行っている事業体の評価を信頼できる
値として、事業体が公表する。その点は特徴的である。 
従前の事業投資の回収計算の枠組みでは投資のコストが表現できないという問題があ
るものの確かに企業の価値を表すという点においては、重要な資金供与取引が新しい会計
の基礎を認識の機会となることも理解できる。 
本論文の主題である「持分」と「支配」の概念から多額の借入取引について検討する。
討議資料の 3 章の議論は、大幅な借入取引の結果として、貸方区分の組み換えが起こる。
                                                  
50 1A～1Eの 5つと 2A～2Hの 8つをまとめて 13の例が挙げられている。 
51「レバレッジド・リキャピタリゼーションとは、敵対的買収に対する防御手段として企業が
実施する資本構成の変更である。」(企業財務制度研究会(1995),p.380) 
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このとき、株主の視点もしくは企業の視点からも、それ自体が事業活動に変化を生じさせ
ているわけではないし、企業資産の支配に変化が生じているわけではない。 
 
(3) 更生またはリストラクチャリング（4パターン） 
討議資料の 4章は、資本の再構成や更生に関係した取引を対象としている。破産（法）
に基づく更生の場合(4A)、準更生の場合(4B)、アンレバレバレジッドキャピタライゼーシ
ョンの場合(4C)、子会社のスピン・オフ52 (4D)の 4つを挙げている。準更生も支配の変更
や所有権の変更が一切伴わないが、新しい会計の基礎を認識する。少なくとも ARB43 に
おいて、フレッシュ・スタート会計の適用が認められている。この主張は、先の ARS5が
準更生53と会計処理の手続きと類似するとしていて企業結合会計のフレッシュ・スタート
法との関連が深い。この準更生の先例から、法的な手続きを踏まず、支配の変更等も伴わ
ない事象にも資本の再構成または準更生と同様の重大な場合に新しい会計の基礎を認識す
べきであるとしている(para.146)。もっとも、先例はあるものの準更生に、新しい会計の
基礎を認識する論拠を明らかにすべきである(para.156)という主張も存在しており、準更
生そのものにも検討の余地は残っているようである。 
 
(4) 会社型ジョイント・ベンチャーに対する持分の形成または売却（6パターン） 
投資比率が 50%・50%の会社型ジョイント・ベンチャー(初期投資が現金およびその他の
財産の場合(5A)、初期投資が現金以外の財産の場合(5B)、出資が現金以外の財産によって
行われ、出資前にその財産に係る現金取引が行われている場合(5C)、既存の子会社の株式
の 50%を売却する場合(5D))、出資者が、会社型ジョイント・ベンチャーの株式の 50%を
現金で売却する場合(5E)、新株発行により会社型ジョイント・ベンチャーの 50%の株式を
取得した場合(5F)が挙げられている。 
 ジョイント・ベンチャーは通常、現金その他の資産を対価として、事業に対する所有者
持分を取得し、またその事業の経営全般に対する支配権を共有することによって成立する。
そのため、事業の資産等の共同所有と議決権の共同支配が、会社型ジョイント・ベンチャ
ーを識別する二つの重要な要素である。 
                                                  
52 スピン・オフとは、親会社株主に持分に応じて子会社株式を交付することである。 
53 山田(2002)によれば、簿価の切り下げる通常の準更生は、認められている。しかし、簿価の
切り上げる準更生は認められてないとしている。 
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 以上のように、ニュー・ベイシス会計では、支配の変更を中心としつつも、支配の変更
を一切伴わない取引も含んだ特定事象を例示している。また、支配の変更の有無に限らず、
ニュー・ベイシス会計の多くは、特定事象に対して肯定する見解と否定する見解の双方を
表示している。 
ニュー・ベイシス会計自体は討議資料で、ニュー・ベイシス会計で例示した特定事象に
対する会計処理の結論は述べていない。しかし、例示された特定事象は既存の会計測定の
意味が失われた新しい会計の基礎が認識されるという点において、企業結合のフレッシ
ュ・スタート法と類似する点がある。企業結合会計におけるフレッシュ・スタート法が主
要国で採用されていないため、次節以降では、会計処理という観点から類似するニュー・
ベイシス会計について検討する。 
 
4.2. ニュー・ベイシス会計と企業結合のフレッシュ・スタート法との関係 
4.2.1. 企業結合と接点のあるニュー・ベイシス会計の事例 
前節では、ニュー・ベイシス会計の概要と 4 つの特定事象について扱った。当節では、
ニュー・ベイシス会計と企業結合におけるフレッシュ・スタートのうち接点と思われるポ
イントを指摘してその取引を扱う。 
4つの特定事象をさらに、分類すると以下のようになる。 
第 1に、企業結合の「新企業創設」の一部である新事業体の創設と類似する特定事象の
事例を取り扱う。ここでは、企業結合の「新企業創設」の経済的実態が既存の株主または
企業と異なる新企業実体を想定している点に着目している。 
第 2に、準更生や更生は、企業結合におけるフレッシュ・スタート法の先行文献にも類
似した取引として取り上げられている。ここでは、ワイアットが公正価値プーリング法は、
準更生の手続きに類似すると記述した(ARS5,p.84)ように、特に会計処理の面で接点があ
ると思われるためにこのような事例に着目している。 
第 3に、その他の特定事象の事例である。 
企業結合におけるフレッシュ・スタート法を適用する経済的実態と特に関連が深いと思
われる第 1と第 2に該当するニュー・ベイシス会計の特定事象について、次の（1）と（2）
で検討する。 
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(1)新事業体の創設を伴う特定事象の事例 
新事業体の創設を伴うケースとしてジョイント・ベンチャーを形成するケースを 2つほ
ど取り上げる。 
① A社が帳簿価額 800円（公正価値 2400円）の固定資産の出資、B社が現金 2400円の
出資をしてそれぞれ、50％の持分を取得するケースを想定している(5A)。特に②と比
較すべき点は、一方の会社の出資の対価が現金であることである。 
 
図表 11 A 社が現金以外の財産を出資してジョイント・ベンチャーX を形成 
 
 
事業体 Xに対する A社と B社の持分が 50％ずつならば、すなわち現物出資した財産と
現金については等価であることについて了解が得られていると考えられる。ただし、A 社
が出資した財産に対する支配は変更されていないので、新しい会計の基礎は生じていない
と考えることもできる。もっともそれは A企業の資産に対する支配という視点であり、事
業体 Xを独立した報告事業体としてみる見解にたてば、事業体 Xから見れば、A企業の資
産は Xの新たに取得した財産であるともいえる。よって、A企業の資産について、新しい
会計の基礎が生じているともいえる。また、事業体 Xが創設された結果として、A企業が
資産に対する支配を継続していたとしても、資産から得られる将来の経済的便益に大幅な
変更が生まれるのであれば、資産を将来の経済的便益とした場合に果たしてその支配を継
続しているといえるかどうかは検討の余地が残る。同様に、株主の投資のリスクから考え
 
現 物
出資 
現金出資 
A社 B社 
事業体 X 
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ると、新事業体になった結果として、投資のリスクに大幅な変更が生じるのであれば、持
分が継続していないのだろう。 
 詰まるところ、事業体 Xと特に A会社の資産の将来の経済的便益に変更が生じたと考え
ることが出来るかどうかが、このニュー・ベイシス会計を支配の変更に伴う事象と結論づ
けるうえで必要だと考えられる54。 
② A 社、B 社ともに簿価 800 円公正価値 2400 円の固定資産を出資して、それぞれ 50%
の持分を取得するケース(5B)を想定している。①と異なり、いずれの企業もキャッシ
ュ・フローを出資していないことが特徴である。 
 
図表 12 A 社も B 社も現金以外の財産を出資してジョイント・ベンチャーX を形成 
 
 
このケースは①と異なりどちらも現金を出資していない。よって、A社と B社の固定資
産の公正価値に信頼性を欠くために、事業体 Xに出資される資産に新しい会計の基礎を認
識すべきでないという見解が存在する。 
                                                  
54 もっともこの会計処理の問題は、新しい事業体の創設よりも寧ろ、A社と B社による事業
体 Xに対する共同支配であるとする議論が主流である。本論文において、概念としても共同支
配について個別に扱ってはいない。齋藤(2008)によれば、ジョイント・ベンチャーの形成は、
契約上の合意を前提とした支配とされている(p.69)が、本論文のなかで支配という単語を取り
上げたとき、共同支配の意味は含んでいない。川本(2003)によれば、支配の定義に反すること
から本当の意味での共同支配は存在せず、どの主体が他の主体を支配しているかを判別するこ
とが可能であるという見解を示唆している。 
現 物
出資 
現物出資 
A社 B社 
事業体 X 
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また、A社が B社の出資した財産の支配を獲得したとする見解、B社が A社の出資した
資産に対して支配を獲得したとする見解の Aが支配を獲得したとする見解の 2つから公正
価値に一定の信頼性が認められるとしている。しかし、これは事業体 Xの支配者が 2社い
ることを認めており、支配を単独によるものとする見解上は成立しえない。 
上記の場合に、全ての財産を出資することと事業体 X による A 社と B 社（正確には両
者の株主）に対する株式交付することの 2つの条件を追加した場合には、企業結合会計の
公正価値プーリングの概念と形式的に同様となる。 
図表 13 ARS５における公正価値プーリングの擬制55 
 
フレッシュ・スタートとなる点で重複することはあってもその過程には大きな差がある
といえる。しかし、「新企業創設」をテーマとすれば、図表 12 と図表 13 のように関連性
を見いだすことも出来る。 
図表 12と図表 13の相違は、先述のように１つは、全ての資産を出資の対象とするかど
うかである。もう１つは、出資の対価として、株式の交付が想定されているかどうかであ
る。文字通りの意味の、ARS5 の公正価値プーリングで想定されるような「新企業創設」
は、ニュー・ベイシス会計のジョイント・ベンチャーの事例に比べると厳格な要件が課さ
れているといえる。 
 
                                                  
55 5.1.にて、公正価値プーリングと相互パーチェスの 2つの経済的実態を検討している。 
 
 
新企業 C 
結合企業 B 結合企業 A 
① 現 物
出資 
①株式交付 ①株式交付 
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③一人の株主が新たな法的実体を用いて、ある事業体の 100％の株式を現金で取得したケ
ース(1E)を想定する。 
会社 Yが、事業体 Xの株式を独占して取得するためだけに、新しい子会社を形成して事
業体 Zとする。会社 Yは会社 Zにすべての法的な権利や義務を含む資産と負債を引き継が
せることによって会社 Xを解散する。新たな法的実体を用いる点以外は、１Aのケース56と
同様である。会社 Zに新しい会計の基礎が生じているか否かについて検討している。 
ケース１Aの場合、外部利用者がほとんど存在しないことから 1人の株主が自ら情報を
得ることが出来る。よって、本来新しい会計の基礎についての最も情報を必要とするはず
の株主が新たな情報の開示を必要としない。よって、新しい会計の基礎を認識すべきか否
かについては、どちらともいえないという結論を導いている（para.68）。株主間の取引で
あるのに新しい会計の基礎を認識しようとしていることについては、着目すべき点と考え
ている。 
新規の法的事業体 Zが事業体の契約上の権利・義務の一部分のみを継承するにすぎない
場合、あるいは事業体 Xの資産・負債以外にも他の資産・負債を保有することとなる場合
には、その法的事業体は「実質がある」ので新しい会計の基礎を認識することになる
（para.87）。 
つまり、このニュー・ベイシス会計の事例では、「実質がある」とは Z が X の実質的な
名義変更となることを回避した場合を指していると考えられる。このケースは、単独で新
しい会計の基礎を認識して新企業創設している。 
企業結合の観点では、双方に新しい会計の基礎が認識して新企業創設する。よって「新
企業創設」の経済的実態は、株主の投資のリスクに大幅な変更がある場合や資産から得ら
れる将来の経済的便益に大幅な変化が生じる場合とされている。この「実質的な変更」の
定義が議論の対象となることは第 3章にて明らかにした。 
私見によると、この「実質がある」と、先程の概念から導かれる「新企業創設」は、フ
レッシュ・スタートする考え方とは馴染まないだろう。なぜなら、少なくとも、名義変更
となることを回避したとして事業の収益力に大きな変化が生じるわけではないし、資本構
                                                  
56 １Aは、一人の株主が事業体の株式の 100％を現金で取得した場合のことである。「プッシ
ュ・ダウン会計とは、ある事業体の議決権付株式の所有権に大幅な変更が生じた場合に、当該
議決権付株式の購入取引に基づいて、事業体の個別財務諸表に新しい会計及び報告の基礎を確
立する会計処理である（企業財務制度研究会(1995),p358）。」この見解に基づくと、１Aはプッ
シュ・ダウン会計に該当する。 
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成に大幅な変化が生じるとは考えにくいからである。 
 
(2)支配の変更を伴わない特定事象の事例 
 準更生の場合を想定している(4B)。準更生の場合に、利益剰余金における欠損を除去し
て、資産・負債に新しい会計の基礎を認識することを認めている(para.153)。討議資料は
準更生を認めつつ、その他の事象との間の類似性を明確にして、フレッシュ・スタートの
会計処理を拡大しようとしている。準更生は、事業体の資産・負債を公正価値で評価する
ような法的手続きである。それは、法律もしくは事業体の定款などの規定に従って議決に
より承認されることが要求されるのである(para.155)。 
準更生の場合は、支配の変更は一切生じない。しかし、ARS5 でも記述されているよう
な準更生の実例として、支配の変更を伴わない事業体の資本のリストラクチャリングをも
たらし、また事業体にとって、準更生と同様の重大性をもつのであれば、新しい会計の基
礎を認識すべきであるという見解がある(para.146)。 
 
4.2.2. 新しい会計の基礎を認識する基準の共通点と異同点 
ニュー・ベイシス会計の討議資料では、新しい会計の基礎を認識する一定の事実を従来
の会計より拡張することについて、事例とともに検討している。ニュー・ベイシス会計に
おいて、新しい会計の基礎は一つまたはそれ以上の特定の事象の発生を契機として生じる。
本論文では、その特定の事象のキーワードとなるのは基本的には、支配の変更とされてい
るが、それに限られないことが明らかになった。それらの特定事象を総称して「実質的な
変更」と同義とできるか否かを考察している。 
特定事象の結果として、事業の存続の有無によって、会計処理を区分しているように見
える。先述のように、フレッシュ・スタートはある事業体の会計を新しく始めているのに
対し、ステップ・アップは既存の事業体の会計がいわば、継続している。この点に着目す
れば、両者の会計処理には事業の存続の考え方について、大きな隔たりがあるといえる57。 
企業結合会計における新企業創設（フレッシュ・スタート法で会計処理すべき経済的実
態）は少なくとも新たな報告をする主体として新事業体を認識している。そして、企業資
                                                  
57 事業投資の資産や負債を公正価値で再評価することからすれば、フレッシュ・スタートもス
テップ・アップもともに会計が継続しているとはいえない。その点からすると両者の事業の継
続性は貸方区分に原因があるといえる。 
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産の支配の変更または、将来の経済的便益を獲得する力の大幅な変化やリストラなどを伴
ういずれの株主の持分の継続が認められないような「実質的な変更」が生じると考えられ
る。このように、ニュー・ベイシス会計で挙げられている事象は、支配の変更や持分の大
幅な変更を伴わない事象も散見しているように思える。 
ここで、企業結合とニュー・ベイシス会計の異同点について明らかになったことを記述
する。ニュー・ベイシス会計と企業結合のフレッシュ・スタートの両者の共通点は以下の
通りである。 
 
図表 14 ニュー・ベイシス会計と企業結合のフレッシュ・スタート法の共通点 
 ニュー・ベイシス 企業結合 
実質的な変更
を捉える基礎 
支配の変更など 支配の変更・持分の大幅な変更 
公正価値評価
のタイミング 
特定事象の発生時のみ 
（大別して４つの事象） 
特定事象の発生時のみ 
（新企業創設の企業結合） 
 
ニュー・ベイシス会計は支配の変更を中心とるものの、それ以外の特定事象にも新しい
会計の基礎の認識を認めている58。私見によると、支配の変更を伴わない特定事象も情報
利用者にとって有用であるという条件に合致すれば新しい会計の基礎を認識すべきと考え
ているようである。その観点から前々節で示したように、討議資料では特定の事象と限定
してはいるものの 27に及ぶ様々な事象を例示しているのだろう。 
企業結合も、経済的実態を適切に開示することが情報利用者にとって必要であるという
前提にたてば、同様な考えを採用していると考えられる。ただし、このような情報有用性
の有無の論調は前提として何が情報有用性を高めるのかについて明確な定義がなければ判
断ができない。企業結合について経済的実態を適切に表すならば情報有用性は高まるとい
う条件を付けている時点で即ち、経済的実態を適切に表すことを重視する見解を取ってい
                                                  
58 平松(2003)によれば、アメリカ会計学会の会計基準委員会の討議資料に対するコメント・レ
ターでは、上記の特定事象の全てを支配の変更としている。ただし、当該委員会は、公正価値
の幅広い利用が会計の問題の多くを解決する立場を取っているので支配の変更がある場合の
み事業体の会計が新しくスタートするとみなしてニュー・ベイシス会計を適用すべきという見
解を取っている。このように、ニュー・ベイシス会計は、解釈の余地が大きいので、一般的な
会計理論に組み込むには未だ議論が乏しいと考えられる。 
 53 
ることは自明である。 
 
企業結合におけるフレッシュ・スタート法が適用される新企業創設は、新たな事業体 C
の設立を擬制するものである。企業結合において、「実質的な変更」が生じた結果である「新
企業創設」とニュー・ベイシス会計における新企業実体の創設の相違点に着目する。 
第 1に、ニュー・ベイシス会計が１Eのように法的実体の設立を重視するのに対し、企
業結合による新企業創設が、法的実体を伴うか否かを限定してはいない点である。第 2に、
ニュー・ベイシス会計によれば、一部でも企業資産に対する支配が変更された場合にも新
しい会計の基礎を認識する。対して、企業結合の新企業の創設が事実上結合当事企業の全
ての資産を現物出資または取得されたとみて時価評価するなど「支配の変更」の対象とす
る領域が異なる点である。第 3に、ニュー・ベイシス会計が、準更生に代表されるように、
直接的な取引すら必要としないことがあるのに対し、企業結合は最低でも 2人または 2社
の取引を前提としている点である。 
本論文の第 3章で述べたように、企業結合のフレッシュ・スタート法を適用すべき経済
的実態である「新企業創設」は、持分と支配のどちらの概念からも導くことが可能である。
思うに、企業結合の「新企業創設」はニュー・ベイシス会計におけるフレッシュ・スター
トを適用するような事例よりも狭義の見解であると言える。 
ニュー・ベイシス会計はやはり現行会計と比べると資産や負債を公正価値で評価するこ
とが情報利用者に望ましい結果をもたらす場面の存在を前提としていると思われる。そし
て、討議資料は、現行会計の枠で説明のできないが公正価値で評価することが情報利用者
に望ましいと考える事象を明らかにすることが主要な目的となっているのではないだろう
か。よって、ニュー・ベイシスの会計処理としてのフレッシュ・スタートは公正価値によ
る再評価に付随する課題に過ぎず、それほど重要視されていないと考えられる。 
すなわち、ニュー・ベイシス会計の観点では、企業結合が、情報利用者にとって公正価
値で評価した方が望ましいのであれば、フレッシュ・スタートの会計処理を行うのである。
よって、経済的実態が「新企業創設」である場合に、フレッシュ・スタート法で会計処理
すべきであるという考え方とは、ややピントがずれた面がある59。 
                                                  
59 6.1.2.企業結合の会計処理のアプローチにて、言及している。武田(1982)によれば、このニ
ュー・ベイシス会計におけるフレッシュ・スタートを適用する考えは財務諸表の有用性に基づ
いて会計方法を適用するアプローチに区分することもできるだろう(p.169-170)。 
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公正価値で評価した方が望ましい人々が存在して、かつ第三者が客観的な見積りが行わ
れていることという前提に従うと、ニュー・ベイシス会計と整合した企業結合会計におけ
るフレッシュ・スタート法が考えられるだろう。ニュー・ベイシスは公正価値で評価した
方が役に立つ場面があるから、公正価値で評価しなおす会計処理にフレッシュ・スタート
もしくはステップ・アップを採用するにすぎないのである。 
 
4.3.ニュー・ベイシス会計からフレッシュ・スタート法を適用する見解の課題 
企業結合はのれんの認識でも強調されるように対価を伴う交換取引の側面が強調され
る。しかし、企業結合がワイアットの、「企業結合は多くの企業の経営で重大な出来事であ
る。それゆえ、企業の財務諸表の物的な変化を生み出す各企業結合の事実は開示されるべ
きである。」という立場を拡大解釈するのであれば、そこでは物的な変化を生み出すこと自
体が「新企業創設」であるとして、「取得」と一般に判断されるような経済的実態をもつ企
業結合もいわば新企業創設の実体を持つと考えることができるだろう。 
もっともワイアット自身は「取得」という取引を企業結合の本質とすると言及している
ので新企業創設は企業結合のなかで限定的な立場となっている。 
第 3章の議論では、企業結合は、株主の持分と企業資産の支配の双方から経済的実態を
定義できるものとして論じている。これは暗黙のうちに企業結合は重大な出来事であるか
どうかを判断するための基準をどこかで定義する必要性を認めている。 
 このような企業結合の本質の議論はニュー・ベイシス会計においても無関係ではない。
企業結合会計におけるフレッシュ・スタート法との接点を探るために、G4+1 のポジショ
ン・ペーパーで提示された対価が自由であるという事実に着目する。 
企業結合取引においてフレッシュ・スタート法の対価を自由であるとすることは、対価
がフレッシュ・スタートの条件にならないことを意味している。 
ニュー・ベイシス会計は、特定事象の結果として支配の変更が起きたときにそれを会計
処理に反映する他に、支配の変更が生じていない場合でも、重要な事象で客観的な測定が
存在するのであれば、フレッシュ・スタートとして会計処理するという事実がある。 
その点において、フレッシュ・スタートという会計処理における企業結合とニュー・ベ
イシス会計の会計処理上の接点が少し明らかになる。 
いわば、ニュー・ベイシス会計では支配の変更が生じる場合にも、客観的な測定が存在
することを重視していて、企業結合で問題となる取得企業が識別できないこと自体は要件
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となっていないのである。つまりニュー・ベイシス会計は、支配の変更が起こる事象を特
定事象として、その場合にフレッシュ・スタート法（orステップ・アップ法）を適用する。 
ニュー・ベイシス会計の側面を企業結合会計に取り入れるのであれば、おそらく企業結
合取引が第三者による評価の対象となる取引であり、客観的な測定があるという事実が重
要視される。その観点においては、企業結合に取得企業が存在するかしないかは、企業結
合取引の会計処理方法を考える上で問題とならない。 
よって、このような場合には、フレッシュ・スタート法をすべての企業結合に適用する
見解に一定の合理性があると考えられる。ただし、このような見解は、従来の企業結合で
重視してきた概念を切り離した全く新しい考え方のもとで、企業結合取引を考えることと
なる。具体的には、本論文の第 3章で扱った持分と支配の概念を重視して企業結合の経済
的実態を分類する見解や企業結合の大半を「取得」とする従来の見解と一致しないと考え
となるので問題がある。 
 
第 4 章では、「実質的な変更」をキーワードとしている。企業結合のフレッシュ・スタ
ート法とニュー・ベイシス会計のフレッシュ・スタートは、新実体が創設され新しい会計
の基礎が認識されるような変更が事業体に生じているために全ての資産・負債を公正価値
で再評価するという点が共通である。そして、ニュー・ベイシス会計の事例は、企業結合
会計の「実質的な変更」のように、持分の大幅な変更や支配の喪失という概念から導かれ
る将来収益力の変化やリストラクチャリングという曖昧な定義と比較すれば、具体的な事
例が多い。よって、ニュー・ベイシス会計の事例を検討することで企業結合会計の「実質
的な変更」をより明確に定義付けることが出来ると考えた。 
しかし、ニュ ・ーベイシス会計の特定事象が従来の会計の枠を超えているケースが多い。
思うに、ニュー・ベイシス会計に重視されることは「実質的な変更」があることだけでは
なく、第三者による客観的な測定が存在することも同様に重要である。そのため、企業結
合の「実質的な変更」の定義にニュー・ベイシス会計を活用すると、一部は整合する。と
ころが、ニュー・ベイシス会計で主に第三者による客観的な測定が重視されている場合に
は、第 3章で従来の概念から導出した経済的実態が有しているとされる「実質的な変更」
と整合しないことがある。 
このような場合には、具体的には第三者による客観的な測定が重視されている場合に、
従来の会計の基本概念をどのように解釈すれば、従来の枠を超えた会計処理が可能である
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かを明らかにしなければ「実質的な変更」の定義としてニュー・ベイシス会計を適用する
ことはできない。その検討は、企業結合以外のより一般的な議論に依存するために企業結
合会計の議論のみで「ニュー・ベイシス会計」について結論づけることは難しいのである。 
この考え方を導入するには、他の会計基準を含んだ議論が必要となるだろう。
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5.フレッシュ・スタート法の会計処理 
 
 前章までの記述で、先行文献におけるフレッシュ・スタート法の取り扱い、企業結合会
計におけるフレッシュ・スタート法の論拠、類似する会計処理の論拠とその問題点が明ら
かになった。企業結合におけるフレッシュ・スタートの会計処理をする前提は、2 つの考
えがあると推察される。 
第一に、第 3章で記述したような、持分または支配の概念から導出される特定の状況に
適用する会計処理である。それは、いずれの企業も資産の支配を単独で取得したとは言え
ないため支配が継続していない場合、いずれの株主のリスクも大幅に変更していて、持分
が継続していない場合に該当する。 
第二に、第 4章で記述したニュー・ベイシス会計は、第三者による企業価値評価の行わ
れるかつ重要な特定事象にフレッシュ・スタートを認める取引である。本論文でいえば、
企業結合会計は、第三者による企業価値評価の行われる重要な取引であるため、フレッシ
ュ・スタートを認めると考える。このような第三者の測定に一定の信頼性があるとする場
合に、株主の投資の回収計算の考えから乖離または、企業の資産の経済的便益の使用また
は処分の観点も重要視されない。ここでは、企業結合会計の影響が重大であり、企業結合
取引において、第三者による企業価値評価が行われるであろうことに着目して、その見積
もりを開示することに一定の意味を見出す観点から、フレッシュ・スタートの会計処理が
行われると推察できるのである。 
このようにフレッシュ・スタートの会計処理を行うとした場合に、2つの考えは大きく
異なる。しかし、既存の会計測定の意味が希薄化するために、資産・負債の公正価値評価
自体は共通の認識である。また、新しい事業体がスタートすると考えることも同一である。 
第 5章では、視点を変えて、この共通の認識に加えて企業結合会計におけるフレッシュ・
スタート法で明らかにすべき会計処理上の問題について取り扱う。フレッシュ・スタート
方における公正価値プーリングと相互パーチェスの問題と付随するのれん、利益剰余金な
どについて具体的に明らかにする。 
 
5.1. 新企業創設における公正価値プーリングと相互パーチェスの相違 
まず、明らかにすべき問題として、企業結合会計のフレッシュ・スタート法の会計処理
として、以前から挙げられていた相互パーチェス法についてである。相互パーチェスはそ
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の単語の意味から判断すると、結合当事企業が相互にパーチェスしあう方法である。 
しかし、ARS5 や G4+1 のポジション・ペーパーなどを改めて読み返してみると、その
考え方に必ずしも用語の意味と一致した解釈がなされていないように思える。 
ARS5 は端的にまとめるのであれば取得企業が識別できる企業結合にパーチェス法を適
用する。それ以外の相対的規模が同一で取得企業が識別できないような企業結合に公正価
値プーリング法を適用すべきという考えである。また、取得企業が識別できないような企
業結合では、営業範囲、企業の物的人的資源に大きな変化が生じるので、新企業が創設さ
れたような実体をもつとしている。 
G4+1 のポジション・ペーパーでは、フレッシュ・スタート法について ARS5 で提示さ
れた公正価値プーリングを踏襲して概念を定義していると考えられる。また、事実として
ARS5に着目しているとの記述もなされている（para.20-22）。さらに、フレッシュ・スタ
ート法を公正価値プーリングと呼ばれる方法を適用すべきという勧告と相互パーチェス法
と呼ばれる方法を適用すべきという意見の２つをまとめて総称している。 
両者を明確に示した定義ではないが、総称たるフレッシュ・スタート法は、結合される
すべての資産および負債に対して新しい会計の基礎を認識する企業結合の会計処理方法で
あるとしている（para.21）。ここまでの記述では、ARS5 と G4+1 のポジション・ペーパ
ーは、関連性がある。しかし、G4+1 のポジション・ペーパーの記述では、若干 ARS5 に
追加または相違する点がある。 
G4+1 のポジション・ペーパーの記述によれば、フレッシュ・スタート法はパーチェス
法と同様に結合当事会社間の取引が生じている。そして、パーチェス法と同様に、その取
引には取得企業と被取得企業が存在する。ただし、結合当事企業が被取得企業とみなされ、
新たに生じた企業が取得企業とされる(para.41)となっている。 
つまり G4+1 のポジション・ペーバーにおけるフレッシュ・スタート法の説明を図にす
ると以下のようになる。 
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図表 15 G4+1 ポジション・ペーパーにおけるフレッシュ・スタートの擬制 
 
 
ただし、ARS5 の公正価値プーリング法は、結合当事企業がおおよそ同じ規模と営業範
囲であったときの企業結合はどちらの企業も他の企業に「被取得」という事実があるとい
えないので結合当事企業の重大に異なる企業実体を生み出すだろう(ARS5,p.85)とされて
いる。 
しかし、結合当事企業が生み出した企業に取得されるという記述はない。取得企業が識
別できないような企業結合で新たな会計実体を生み出すという記述による(ARS5,p.85)と、
あくまでも新企業を創設しているのである。 
そこから、新企業を創設するプロセスそのものが企業結合取引の結果であり、結合当事
企業に新企業に取得されることがないことを想定した。その結果として、結合当事企業の
株主の持分が一度清算されて新たに、株主が新企業に現物出資をするような擬制を推測し
た（これは日本基準における擬制と類似している60）。 
                                                  
60 企業会計基準審議会(2003)では、フレッシュ・スタート法が適用される経済的実態は、法的
には新設合併に相当するとされている。ただし、新設合併に相当するだけで必ずしも新設合併
②Bの取得 
被結合企業 B 被結合企業 A 
新企業 C 
①企業
資産を
僅かに
出資し
て設立 
②Aの取得 
①設立 → ②新企業による旧企業の取得 
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図表 16 ARS５における公正価値プーリングの擬制（再掲） 
 
 
相互パーチェス法という手法が公正価値プーリング法と別に存在するのであれば、おそ
らく G4+1 のポジション・ペーパーで記述されている。よって、図表 15 の擬制が相互パ
ーチェスに該当するのだろう（これが相互パーチェスを最初に述べたといわれる APBO16
（ED）の para.19の記述と同義であるかは不明である）。 
ARS5と ARS10では、公正価値プーリングは、取得企業が識別できない企業に限り適用
され、のれんを計上しないとしている（ARS5 pp.81上段、ARS10 pp.101下段）。よって、
ここから、消去法で相互パーチェス法はのれんを計上する方法であると考えることが多い
ようである。 
もっとも、ここで注意すべきことは、のれんを計上することが相互パーチェスであると
いうわけではない。あくまでも、上記の擬制のもとで、のれんは計上されるというだけで
                                                                                                                                                       
に限定されるわけではないだろう。なぜなら「新企業創設」といっても必ずしも法的に新企業
を設立する必要性はないからである。中心となる企業が存在しないと、事業内容を大幅に見直
すという「実質的な変更」の認識が困難であるという指摘もあるが、中心となる企業が存在す
る場合は寧ろその中心となった企業が他の企業を「取得」していると考えるほうが妥当だと考
える。 
 
 
新企業 C 
結合企業 B 結合企業 A 
① 現 物
出資 
①株式交付 ①株式交付 
①現物出資と株式交付 
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ある。公正価値プーリング法で、のれんを計上するという考え方は存在するだろう。 
現行制度上、現物出資して企業を設立する場合、資産と資本の評価については、借方で
ある資産または貸方である資本のどちらかより公正な評価が可能であると考えられる金額
を用いることができる。よって、貸方である資本を基準に資産の評価を行えばのれんが生
じると考えることも可能である。つまり、公正価値プーリングにおいてのれんが計上され
ることがないと考える人々は、暗黙のうちに資産を公正価値で評価して、それに従属する
形で貸方の項目・金額を決定すると考えているのだろう。 
概説すれば、ARS5 と G4+1 のポジション・ペーパーの念頭とする擬制は実は異なって
いる。公正価値プーリングは結合当事企業がともに清算・再投資して新企業を創設するこ
とを想定している。対して、G4+1のフレッシュ・スタート法（事実上の相互パーチェス）
は、まず新企業を創設して、その新企業が新企業を創設した結合当事企業を取得する形式
をとしている。 
つまり、両者は企業結合後に新企業が創設されていることに関しては同義であるが、そ
の新企業創設が結論となるか過程となるかで差が生じている。 
G4+1 のポジション・ペーバーは「新企業創設」の認識は「結合前企業のいずれもが単
独では獲得または享受できないような重要な新規の相乗効果を引き出すものとして特徴付
けられていると述べている。落伍者がフロント・ライナーとなるような競争のダイナミズ
ムの変化が起こるような企業結合は存在する」としている(para.52)。 
よって、端的に言えばフレッシュ・スタート法は、結合後の結果生じる企業が結合当事
企業と大幅に変更されている場合に適用される。もしくは、これに加えて相対的規模が同
一であるまたは他の理由により取得企業が識別できない企業結合に採用することが出来る
と述べられている(para.54)。よって、この主張自体は ARS5と大幅な変更がないので、な
ぜこのような相違が生じたかはいまだに得心がいかない点である。 
G4+1 のポジション・ペーパーのフレッシュ・スタート法は、パーチェス法と同様に対
価を現金、その他の資産、株主持分のいずれの組み合わせであっても適用できるとしてい
る（para.22）。また、それまで IAS22（ED）では株式限定を対価としたことも考慮すれ
ば、ARS5 の公正価値プーリング法の主張と整合するかしないかでいえば、どこかで相違
があるのだろう。 
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5.2. フレッシュ・スタート法の会計処理 
5.2.1. フレッシュ・スタートにおける公正価値 
 フレッシュ・スタート法における公正価値プーリングと相互パーチェスの 2つの会計処
理の前提となる条件について言及した。公正価値プーリングは旧株主による現物出資、相
互パーチェスは新企業による旧結合当事企業の取得である。公正価値61プーリングについ
ては、現物出資を擬制している。現物出資の会計処理については、借方区分を先に決めて、
貸方区分を従属して決定する考え方もある。一方で、貸方区分を先に決めて、借方区分を
従属して決定する考え方もある。 
 借方区分を先に決める場合は、借方には現物出資された資産が計上される。この資産に
はのれんを含まないと考えられる。株主が識別可能な資産を現物出資していて、特に測定
関して資産面から決定されるのであれば、株主が将来の企業の超過利益を自ら出資するこ
とは考えにくい。 
また、貸方区分を先に決める場合は、借方には対価である株式の公正価値が記載される
だろうから、借方には、資産の公正価値と株式の公正価値の差額がのれんとして計上され
ることもあると考えられる。株主が受け取った対価である株式の公正価値と現物出資した
資産の構成価値に差があるとすれば、企業もしくは評価機関は、当該資産に市場価値より
も高い価値を見出している、もしくは超過利潤を期待していることとなる。もっとも当該
差額を全額のれんとして計上する他にも、各資産に分配して計上する手法なども想定され
る。 
 
5.2.2. のれんと利益剰余金の処理 
前項で、フレッシュ・スタート法は、すべての結合当事企業の資産及び負債を、企業結
合時の時価に評価替えする方法をいう(企業会計審議会(2007),p.2）と記述した。この時価
による評価替えが、いわゆる公正価値と同義であり、また公正価値の範囲についてはここ
では、大きな問題とならないことに触れた。 
フレッシュ・スタート法は先述の通り、公正価値プーリング法と相互パーチェス法の考
                                                  
61 ここでいう、公正価値は、基本的に、市場で再度現物出資する資産を調達してきた時の価格
である。先述のニュー・ベイシス会計の場合における公正価値が市場価値に依存するとは決ま
っていないものの、公正価値プーリングが現物出資を擬制するのであれば、ニュー・ベイシス
会計における公正価値については特別な問題とする必要はないだろう。ニュー・ベイシスにお
ける公正価値よりも、寧ろ後述の借方と貸方のどちらの視点を重視するかという問題が公正価
値の認識に影響を与えるからである。 
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えが存在する。菊谷(2006)では、フレッシュ・スタート法の具体的な数値例を模索してい
る。その中で、公正価値プーリング法と相互パーチェス法の 2つの会計処理について言及
している62。 
図表 17 フレッシュ・スタート法の会計処理の具体例63 
A社貸借対照表 
資産 1000 (時価 1,100） 負債 800 (時価 840) 
   資本金 150  
   資本剰余金 30 (時価 90) 
   利益剰余金 20  
 
B社貸借対照表 
資産 900 (時価 1,000） 負債 700 (時価 740) 
   資本金 150  
   資本剰余金 20 (時価 80) 
   利益剰余金 30  
 
C社貸借対照表 
資産 500 (時価 600） 負債 400 (時価 440) 
   資本金 70  
   資本剰余金 20 (時価 80) 
   利益剰余金 10  
 
菊谷（2006）では、公正価値プーリング法のもとでは、持分の結合を前提とした会計処理
をする。A社が B社に対して 1：1の割合で A株式を交付するケースを想定している64。 
 
                                                  
62 菊谷(2006)は、武田(1982)の分類するところによる会計処理方法から企業結合会計基準を検
討するアプローチを取っている。そのため、経済的実態を分類して適切な会計処理方法を適用
すべきであるという見解とは認識が異なる面がある。 
63 菊谷(2006),p.25-34 を参照している。時価の記載がないものに関しては簿価と時価が一致
している。 
64 菊谷(2006)は、おそらく、このようなケースでも実質的な変更が生じることがあるだろうと
いう前提にたって検討している。 
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公正価値プーリング法のもとでの新企業実体の貸借対照表65 
資産 2100  負債 1580  
   資本金 300  
   資本剰余金 170  
   利益剰余金 50  
 新企業実態が創設されるようなケースは、利益剰余金を計上すべきではない。なぜなら、
新規事業体を設立されたならば、事業体において拠出資本以外が認識されないはずである。 
ただし、法的制約により分配可能額を明示しなければならない場合においては、利益剰
余金を計上するケースも存在しうるだろう。それは例外的なケースである。 
菊谷(2006)では、相互パーチェス法66のもとでは、取得企業が継続的事業体となること
を前提とした会計処理をしている。A 社が C 社を時価 180 の A 社株を対価に半額を資本
組入する。この会計処理は先述した相互パーチェス法と異なっている。なぜなら、これは
取得企業 Aが公正価値で評価されただけで、経済的実態は「取得」だからである。 
 
相互パーチェス法67 
資産 1700  負債 1280  
のれん 20  資本金 240  
   資本剰余金 180  
   利益剰余金 20  
 もし、修正を加えるとするならば、取得企業とされている Aに対しても、被取得の会計
処理がなされるべきである。つまり、のれんの金額が少なくとも 20 より増加して、利益
剰余金は取得されるため、当然に計上されない68。資本金と資本剰余金も新企業の資本組
                                                  
65 資産(A時価 1100＋B時価 1000＝2100),負債(A時価 840＋B時価 740=1580),資本金(A簿価
150＋B簿価 150=300),資本剰余金(A時価 90＋B時価 80),利益剰余金(A簿価 20＋B簿価 30=50) 
66 菊谷(2006)は、取得企業にも公正価値による評価をする手法として相互パーチェス法を捉え
ているため、公正価値パーチェスという用語を活用していたが、相互パーチェスとしてここで
は、記載する。 
67 資産(A時価 1100＋C時価 600＝1700),負債(A時価 840＋C時価 440=1280),資本金(A簿価
150＋半額資本組入 90=240),資本剰余金(A時価 90＋半額資本剰余金組入 90),利益剰余金(A簿
価 20=20),のれん(B時価 180-B簿価 160＝20) 
68 フレッシュ・スタート法によると理論上、利益剰余金が存在しない。企業会計審議会(2003)
で、法的な実態と指摘される新設合併は、配当財源が減少することを忌避する経営者や株主に
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入に応じた金額がそれぞれ計上されるべきである。 
 
5.3.小括 
 ここまでの検討で、フレッシュ・スタート法の会計処理方法は大別して 3つ存在してい
ると考えられる。第 1に、公正価値プーリング法の会計処理については現物出資した資産
に基づいて借方区分を決定するため、のれんを計上しない見解がある。 
 第 2に、公正価値プーリング法で現物出資の貸方区分に基づいて借方区分を決定するた
め、のれんを計上する見解である69。 
第 3に、相互パーチェス法で、新企業による結合当事企業の取得が行われるという見解
である。 
いずれの見解でも結合後企業以外の全ての企業資産の支配の喪失または株主の持分の
清算が行われていると考えられるため、新しい企業が設立されている。新たに事業を開始
するため、利益剰余金も計上されない。ただし、開示情報として分配可能な剰余金を明ら
かにする場合において利益剰余金をどのように取り扱うのかという問題があることについ
ては共通である。 
第 3の見解である相互パーチェス法に関してはのれんの会計処理も「取得」と同様な会
計処理が想定される。 
しかし、第 2の見解では、同様にのれんを計上したとしても、そののれんは第三者によ
る取得に認識されたものではない。そのため、第 2の見解によるのれんについてはさらな
る検討の余地を残しているといえる70。 
                                                                                                                                                       
よって回避されているという主張もある。この点については、分配可能な利益剰余金は別途記
載する(ARS5,p.85)ことで解決できると考えられる。ただし、そのような別段の処置を講じる
必要性がない場合として、赤字の会社の合併が想定される。本論文の概念から経済的実態を導
出する議論とは馴染まないが、赤字会社のケースから準更生の手続きとの関連性を想定してフ
レッシュ・スタート法の適用を論じる考えも実務上有用であると考えられる。 
69 厳密に言えば、この場合ものれんを計上するか否かで見解が分かれそうであるが、本論文で
は、のれんについて厳密な分析をしていないため、のれんを計上する見解として第 1の会計処
理と区分した。 
70 なお、本論文は、フレッシュ・スタート法が他のパーチェス法や持分プーリング法などの会
計処理方法を比較して、利益計算や資産の測定にどのような変化が生じるかという観点で論じ
てはいない。勝尾,桑野(2003)は、そのような観点からの簡単な数値例を用いた例を掲載してい
る(p88-91)。 
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6. おわりに 
 
 第 5章までに、フレッシュ・スタート法を適用する経済的実態と会計処理について検討
した。第 6章では、全体の結論として、フレッシュ・スタート法の適用可能性について論
じる。持分概念と支配概念のそれぞれから理論的にフレッシュ・スタート法を適用できる
経済的実態を導くことができた。 
しかし、現行の会計基準は持分概念も支配概念も必要としないで企業結合の経済的実態
をすべて「取得」としている。現行の企業結合会計基準は、企業結合の経済的実態による
会計処理の使い分けが不可能である。このような会計基準の一本化の前提とするアプロー
チと経済的実態による会計処理の使い分けを認めるアプローチは、異なる観点から企業結
合会計基準を策定していると思われる。 
この章では、現在主要な企業結合会計基準であるアプローチであるパーチェス法一本化
のアプローチについて、整理する。そして、企業結合会計を捉える上で近年、軽視されて
いる経済的実態に適切な会計処理を適用するアプローチを明示して会計処理の使い分けの
合理性を訴える。 
 そのうえで、経済的実態の一つである新企業創設にフレッシュ・スタート法を適用する
可能性について検討する。最後に、フレッシュ・スタート法を適用するうえで残された課
題について言及する。 
 
6.1. フレッシュ・スタート法の適用可能性について 
6.1.1. パーチェス法一本化の現状 
最新の各国の企業結合会計基準を見ると、企業結合会計は基本的にどのような経済的実
態であろうとも、パーチェス法で会計処理するとされている。IFRS3及び SFAS 141が公
表される前における企業結合に関する会計基準であった IAS22、APBO16と日本の企業結
合会計に係る会計基準では、企業結合に対する会計処理としてパーチェス法と持分プーリ
ング法の 2つの方法がそれぞれ異なる経済的実態に適用されていた。 
本論文のフレッシュ・スタート法の議論においては、近年のフレッシュ・スタート法の
議論が少ない関係で、最新の主要な企業結合会計基準について触れることが出来なかった。
そこで、当節では、現在のパーチェス法一本化に至るプロセスを最新の各国の企業結合会
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計基準を概説する71。 
 
 (1)日本基準 
企業結合には「取得」と「持分の結合」という異なる経済的実態を有するものが存在す
る以上、それぞれの経済的実態に対応する適切な会計処理方法を適用する必要があるとの
考え方に立っていた。 
取得に対してはパーチェス法、持分の結合に対しては持分プーリング法により会計処理
することとしていた。持分の結合は企業結合に際して支払われた対価のすべてが、原則と
して議決権のある株式であること、 結合後企業に対して各結合当事企業の株主が総体とし
て有することになった議決権比率が等しいこと、議決権比率以外の支配関係を示す一定の
事実が存在しないことであった。 
しかし、2008年 12月の改正によって、企業結合の実質判断規準は変えなかったものの、
企業結合を「取得」の経済的実態であるとして国際的調和の観点から、パーチェス法に会
計処理を一本化している。 
 
(2)米国基準(SFAS141R) 
前述のように APBO16は企業結合についてパーチェス法と持分プーリング法の並存を
認めていた。このときは 12の条件を充たした場合は持分プーリング法を、他の場合はパ
ーチェス法を使用するものだった。 
米国財務会計基準審議会（FASB)は APBO16の適用の結果、持分プーリング法による
類似する企業の経営成績比較が困難であることと M&A市場における競争への影響を鑑み
て濫用のおそれのある会計処理をなくすべきという考えに至り、1998年の G4+1のポジシ
ョン・ペーパーでパーチェス法一本化の立場をとる。 
そして、2001年 6月の SFAS141は企業結合を企業がある事業を構成する純資産を獲得
する場合、または 1以上のほかの企業の持分を取得して当該 1または複数の企業の支配を
獲得する場合に生じるとしている。 
 
 下記の図は FASBが持分プーリング法の濫用が起きていると判断したときのパーチェス
法と持分プーリング法の比較の図である。 
                                                  
71 関根愛子(2006) ,p.25を参考に記述している。 
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図表 18米国における持分プーリング法及びパーチェス法の適用状況72 
会計処理＼年 2005 2004 2003 2002 2001 2000  1999  1998 1997 
持分プーリング法 － － － － 16 35 54 27 38 
パーチェス法 316 301 265 314 309 326 343 278 278 
  
その後、IASBとの共同プロジェクトによるコンバージェンスの推進の結果として、2007
年 12月に SFAS141Rの発行に至った。そして、現在もこの会計基準によって、すべての
企業結合において取得企業を識別し、単一の方法、パーチェス法により会計処理されてい
る。 
 
(3)国際財務報告基準（IFRS3R） 
IAS22は、従来の日本と同様に持分プーリング法例外適用アプローチを採用していた。
しかし、IASBが 2001年 4月に発足されて、米国に続きパーチェス法一本化を 7月に暫
定合意した。その後、2002年の公開草案73を経て、2004年に正式にパーチェス法一本化
が採用された。 
 その後、FASBとの共同プロジェクトによるコンバージェンスの推進の結果として、
2008年 1月に IFRS3Rの発行に至った。そして、現在もこの会計基準によって、すべて
の企業結合において取得企業を識別し、単一の方法、パーチェス法により会計処理されて
いる74。 
 
図表 19日本、米国、国際財務報告基準の会計処理75 
  
日本基準 
(企業結合に関する会計基準)
米国基準 
(SFAS141R） 
国際財務報告基準 
(IFRS3R) 
会計処理 パーチェス法のみ パーチェス法のみ パーチェス法のみ 
基本概念 持分の継続性 支配の継続性 支配の継続性 
(正の) 20年以内に規則的に償却、例 償却せず、最低年一 償却せず、最低年一回
                                                  
72 企業会計基準委員会(2007)の表 1-1を引用している。単位は件である。 
73 詳細な内容については、2.2.5.に記述した。 
74 改訂前の SFAS141と IFRS3と異なり、SFAS141Rと IFRS3Rの結論の背景は、基準設定
団体の表記順や細かい書式を除いて同一の内容であり、コンバージェンスの推進が伺える。 
75 中央青山監査法人研究センター(2004) ,p.25を、最新の基準に修正した。 
 69 
のれん 外一時費用 回減損テスト実施 減損テスト実施 
 
このように、コンバージェンスの推進により、各国の会計基準は会計処理方法では、統
一が図られた。しかし、基本概念とのれんについてはいまだに統一が図られていない。こ
の点は少なくとも未だに議論の必要があるのだろう。 
さて、 
 
6.1.2. 企業結合会計の会計処理のアプローチ 
現在の企業結合の大半は「取得」であり、「取得」の場合にパーチェス法を採用する考
え方は既に定着している。よって、問題となるのは「取得」で無い企業結合をどのように
扱うかという考え方が一般的である。 
しかし、このような企業結合の会計処理方法の一本化は会計処理に対する根幹に問題が
あると思える。確かに多くの企業結合が「取得」の経済的実態であることは事実である。
しかし、私見によれば、「取得」と「非取得」に経済的実態を分類する考え方（以下、取
得観）は本論文の第 3章で検討した持分と支配の概念から経済的実態を導く考え方（以下、
実態観）と、企業結合の経済的性格に基づいて会計処理を適用するアプローチ76である点
は共通しているが、その経済的性格を分類する考え方は相違している。 
この取得観と実態観は、さらに会計方法の適用による類型77を組み合わせることによっ
て、企業結合会計の会計処理を決定する会計基準の策定の基礎となっている。 
取得観とは、企業結合は取得が中心である見地から取得に該当しない企業結合をどのよ
うに定義するか主として会計処理方法から立ち返る帰納的な考え方である。 
対して、実態観とは、経済的実態を反映するという前提に立ち演繹的に企業結合を定義
していく考え方である。いわば、企業結合の経済的性格に基づいて会計方法を適用するア
プローチである。 
企業結合の経済的実態を識別して適した会計処理を適用するアプローチ(実態観)の２つ
                                                  
76 武田(1982)は、企業結合会計は、会計方法の適用による類型とアプローチの相違による類型
の 2つの要素から類型化される(p.169)としている。そして、武田(1982)は、アプローチの相違
による類型のなかで、企業結合の経済的性格に基づいて会計方法を適用するアプローチの他に
財務諸表の有用性に基づいて会計方法を適用するアプローチ、会計主体論アプローチ、その他
のアプローチによって分類する手法であるとしている。(p.170-171)。 
77 武田(1982)は、会計方法の適用による類型とは、会計処理方法が単一または複数適用される
として、存在しうる会計処理を組み合わせる分類する手法であるとしている(para.169-170)。 
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の立場が存在する。現実に会計基準を策定するには、この 2つの見解を組み合わせたもの
の他に様々な見解が想定されているが、当項では、議論を単純化するうえで、2つの見解
から企業結合会計基準の会計処理についてアプローチから明らかにする。 
 
図表 20企業結合のアプローチ 
 
会計方法の適用
による類型 
経済的性格に基づいて会計処
理方法を適用するアプローチ 
会計処理方法  
A 取得観 
B 
単一 
実態観 
パーチェス法一本化 (1) 
パーチェス法＆持分プ
ーリング法 
(2) 
C 取得観 
パーチェス法＆フレッ
シュ・スタート法 
(3) 
D 
複数 
実態観 
パーチェス法＆持分プ
ーリング法＆フレッシ
ュ・スタート法 
(4) 
 
前述したとおり企業結合の多くに見られるような「取得」に該当する場合は、実質的に
はいずれかの結合当事企業による新規の投資と同じであると考えている。取得に該当する
企業結合が行われた場合の会計処理としては、交付する現金及び株式等の投資額を取得価
額として他の結合当事企業から受け入れる純資産を評価することになるパーチェス法が、
現行の一般的な会計処理と整合するとしている。 
 
(1)パーチェス法一本化 
単一かつ取得観の場合は、「非取得」の企業結合に対してもパーチェス法の会計処理を
採用する。同様に単一かつ実態観の場合も「持分の結合」や「新企業創設」の経済的実態
にパーチェス法を採用する。 
パーチェス法は資産の購入取引等に対して一般的に適用する会計処理と整合するもの
であり会計情報の比較可能性が確保されること、また取得した資産等のほとんどすべてを
時価により認識することにより将来キャッシュ・フローの価値に関する見積もりについて
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より多くの情報を財務諸表に表すことができること、さらに２つ以上の会計処理方法を認
めることで経営者による裁量の余地が働く可能性があるなどを理由に最も優れた会計処理
方法であると考えるパーチェス法に会計処理を一本化している。 
企業結合に関する会計基準、SFAS141R、IFRS3Rのいずれにおいても、すべての企業
結合に対してパーチェス法を適用することとされており、現在の企業結合会計はこの考え
方に統一されている。 
 
 (2)パーチェス法＆持分プーリング法 
複数かつ取得観の場合は、「非取得」の企業結合に持分プーリング法を適用する見解が
存在する。持分プーリング法を認める主な根拠は企業結合の経済的実態の相違と他の会計
処理との整合性である。ここでいう持分の結合（真の合併）はいずれの結合当事企業も他
の結合当事企業に対する支配を獲得したとは合理的に判断できないと企業結合である。そ
のような場合、「取得」の会計処理をするような新しい会計の基礎が生じていない。 
よって、企業結合によって如何なる企業も他の企業を取得していないと考えられる以上、
結合当事企業のいずれに対しても資産の購入と整合するような会計処理をすることは望ま
しくない。つまり、「非取得」の企業結合は企業間取引としてではなく、株主間の取引と
して捉えられているのである。 
このような持分の結合(真の合併)に該当する企業結合に対しては持分プーリング法を適
用すべきであるとしている。この考え方は、ある種の非貨幣財同士の交換を会計処理する
際にも適用されている実現概念に通ずる基本的な考え方でもあるとしている。 
先述の SECTION1580の企業結合会計基準と整合している。ただし、新企業創設の経済
的実態を認めるのであれば、(2)の見解よりも望ましい会計処理は存在すると考えられる。 
 
 (3)パーチェス法＆フレッシュ・スタート法 
複数かつ取得観の場合は、「非取得」の企業結合にフレッシュ・スタート法を適用する
見解が存在する。SFAS141や IFRS3(ED2002)では、フレッシュ・スタート法の採用の是
非についても触れられている。しかし、フレッシュ・スタート法を適用することが適切と
考えられる事象やその根拠等が必ずしも明確ではないとして企業結合の会計処理方法とし
て採用しなかった。 
その後、SFAS141Rや IFRS3Rの結論の背景では、取得者を特定できない企業結合にお
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いて、もしくはどちらか一方の取得者が取引によって「実質的な変更」と定義できる状況
においてはフレッシュ・スタート法の適用があるかもしれないとしている。 
しかし、その他の主題と比べて重要性が低い議論とされ、その検討は先送りとなってい
る。2010年現在においても、フレッシュ・スタート法を採用するといった動向は認められ
ていない。事実上、検討しようとする活動が打ち切られていることが現状となっている。 
 
(4)パーチェス法＆持分プーリング法＆フレッシュ・スタート法 
複数かつ実態観の場合は、経済的実態を取得、持分の結合、新企業創設の３つに分類す
る。私見によれば、複数の会計処理を認める(2)や(3)と比較して、さらに表現の忠実性が高
いだろう。経営者の恣意性の入る要素が大きいという批判が考えられるが、日本の旧企業
結合会計基準は、厳格な適用要件を設けることで持分プーリング法の濫用の防止を図って
いた。運用した結果として、実際に適用される事例は非常に限られており、日本基準が持
分プーリング法の適用を認めた事例はわずか 3件78であった。 
このことからも判断すると、厳格な適用要件は会計処理方法の濫用の阻止の実効性を持
つと考えられる。国家間の比較可能性は同一の会計基準を採用することで回避できる。ま
た同種企業間において異なる会計処理が適用されることで、企業間比較を害するという欠
点も厳密な適用要件による濫用の防止の効果で合わせて回避できるだろう。 
当時の日本は企業結合に係る会計基準の策定の過程において、国際的な会計基準の変遷
及びその背景を踏まえたうえで理論的かつ実践的な考察が行った。そのため持分プーリン
グ法の取扱いについて新たに検討を加える必要はないのではないかという見方すらあった。
また、日本では企業結合会計基準の適用以降はアメリカと異なりインスタント利益の計上
を目的とする持分プーリング法の濫用といった事実は見られない。そのような弊害がない
以上、持分の結合に該当する企業結合に対しては持分プーリング法をみとめるべきである
という主張もあった。 
対して、平成 15 年 10 月の企業結合会計基準の公表以降、企業結合を巡る環境が大き
く変化したことなどを理由として現在は持分プーリング法の取扱いが定められていること
自体に対して否定的な見方が従来にも増しているという指摘や、持分プーリング法は国内
外の企業間における比較可能性の確保という観点から好ましくないという意見も生じてい
                                                  
78 企業会計基準委員会(2007)によれば、平成 18年 4月 1日～平成 19年 7月 2日提出の有価
証券報告書で 3件である(p.7)。 
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て、結果的には後者の見解が通ったようである。 
 
本論文の本題においては、経済的実態に即した会計処理を実施すべきとして（４）の立
場をとっている。現在の単一かつ取得観もしくは実態観のパーチェス法一本化のアプロー
チの観点からは最も乗り越える壁が多い見解となっている。 
次項では、このような企業結合会計基準を策定するアプローチの問題点について、パー
チェス法一本化になる前に複数の会計処理が認められていたことに着目して持分プーリン
グ法の妥当性と会計処理の一本化を前提とした会計基準の策定の問題点について明らかに
する。 
 
6.1.3. 経済的実態と会計処理のあり方 
日本の会計基準がコンバージェンスへと進んでいく中で、2007年に企業会計基準委員会
の企業結合プロジェクトチームは EUによる同等性評価に関連する項目についての調査報
告で、国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）の企業結合会
計基準の調査を報告している。 
本論文の目的は、持分プーリング法の適用それ自体ではない。しかし、第 3章で導いた
経済的実態のなかに「持分の結合(真の合併)」を提示している以上、以前制度上で認めら
れていた持分プーリング法に触れないことには問題があると考えられる。 
当該項では、経済的実態ごとに適切な会計処理を適用する観点から、持分プーリング法
が排除された理由を 2007年の企業会計基準委員会の企業結合プロジェクトチームによる
調査報告を踏まえて検討する。 
調査報告では、諸外国が取得企業を識別することが困難な状況においてもパーチェス法
の例外を設けるべきではないと結論した理由について以下のように記述している。 
 
①合併と取得は経済的に同様79 
「合併のように対価が主に株式である場合、その所有者持分が継続しており、新たな資
本投下もないことなどから、取得とは異なる会計処理である持分プーリング法が適切であ
ると言われることがある。たしかに、所有者持分は株式の交換により継続しているが、そ
の持分は、企業結合の結果変化しているといえる。すなわち、企業結合前におけるそれぞ
                                                  
79 以下①～⑤の括弧内は企業会計基準委員会(2007),p4-5 を引用している。 
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れの企業の所有者は、もはや企業結合前の企業の純資産に対して排他的な持分を有するの
ではなく、経済的に取得と異なるものではない。」と記述されている。 
しかし、対価が株式であることは持分プーリング法の適用要件の必要条件であるが、十
分条件ではない。支配を中心とした企業結合の実質判断でも、重要なことは支配を獲得し
た企業が特定できるか出来ないかであり、所有者持分に関する記述は寧ろ持分を中心とし
た企業結合の実質判断に用いるべきである。株式の交換を持分の結合と定義しても、合併
と取得の経済的実態が同様となるかは別の問題である。 
 
②提供される情報が意思決定に有用ではない 
「持分プーリング法は、取得した純資産をその時価ではなく、その帳簿価額により記帳
するため、当該純資産の現金生成能力に関して持分プーリング法が提供する情報は、パー
チェス法（取得法）による情報よりも有用性が低い。また、すべての企業結合は経済的に
同様であるにもかかわらず、異なる会計処理を採用すると比較可能性もなくなってしま
う。」と記述されている。 
すべての企業結合が経済的に同様であるという言葉の真意ははっきりしないが、会計に
おいて金銭等の対価は測定の意味はあっても認識それ自体を決定するものではない。経済
的実態が異なっているのであれば、例え同じ資産を入手しても認識の仕方は異なる。外部
からの客観的な対価がない企業結合においては事業資産に対する投資が継続している。そ
のような事業資産を公正価値で評価しなおすことは、資産の価値を表すことにつながって
も投資の回収計算としては歪んだ情報を提供する危険もある。 
 
③取得原価主義会計モデルと整合しないこと 
「交換取引は、交換する項目の時価によって会計処理することが一般的な概念であり、
持分プーリング法はこのような取得原価モデルの考え方と整合しない。」 
そもそも取得原価主義会計モデルは原則ではあるが絶対ではない。また取得原価主義は
費用配分の原則と結びついており、のれんを適切に償却しない米国基準や国際財務報告基
準を制定しながら取得原価主義を推すのは疑問が残る。 
 
④コストと便益の観点からも有益でないこと 
「持分プーリング法は、外部の鑑定人などによる資産評価を必要としないため、迅速か
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つコストをかけずに会計処理ができると言われることがある。しかしながら、持分プーリ
ング法を残すことによって、ある企業結合が持分プーリング法の適用要件を満たすかどう
かの判断を企業や監査人、規制当局その他に求めることになり、かえってコストと便益の
観点から有益でないと考えられる。」 
⑤取得企業の識別は実行不可能ではない 
「取得企業の識別が困難な場合もあるが、取得企業の識別は実行不可能ではないため、
このことをもって持分プーリング法を認めるべきではない。」 
取得企業の識別は実行不可能ではないのであれば、支配の継続性から導かれる経済的実
態は、実質的に「取得」のみとなるのかもしれない。ただし、取得企業の識別が実行不可
能ではないとする論拠が、今ひとつ明確ではない。 
しかし、④のように、持分プーリング法がその適用条件を満たすかどうかで、判断の余
地を残すことがコストと便益の観点から望ましくないのにもかかわらず、⑤がどのような
基準で取得企業を識別するかは不明であるが、任意に定めた基準で、取得企業を識別する
ことにコストと便益から考えて有用であるとする根拠は不明である。 
もし、コストと便益を考慮するのであれば、④と⑤は同様にコストと便益の観点を考慮
すべきである。 
 
①～⑤を小括すれば、取得企業の識別が困難な企業結合の場合の会計処理について複数
の経済的実態を識別する規準を設けると、その規準が恣意的となる可能性がある。また、
持分プーリングの経済的実態である双方ともに持分の継続がしているという事実がありえ
ないもしくは、非常に稀であるという主張は理解できる。 
しかし、例え稀であったとしても一定の件数が生じているのであればその経済的実態と
会計処理は認めるべきである。取得企業の識別が実行不可能でないという表現からは、寧
ろ一定の適用要件で足る従前の持分プーリングの方が合理的であるといえる。 
 
 本論文のポジションでは、企業結合に限らず、経済的実態に適合する会計処理方法を採
用することを基本としている。会計を支える「持分」と「支配」の概念のどちらを重要視
しても 3つの異なる経済的実態が認識可能であるならば、その経済的実態に対して適合し
た会計処理を与えていない結論を導き難いと考えている。 
 これは、武田(1982)で提示されるような、会計処理の類型化の観点からの疑問である。
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現在の企業結合会計基準は図表 20で明らかにしたように、会計方法の適用による類型が
単一であることを出発点として経済的性格に基づいて会計処理方法を適用するアプローチ
を取った結果としてパーチェス法一本化の会計処理を導いている。しかし、経済的性格に
基づいて会計処理方法を適用するアプローチに則れば、今までの議論のように 3つの経済
的実態を適用すべきである。つまり、現代の企業結合会計は、会計方法の適用による類型
が複数でなく、単一であるという事実に比重を置いて会計処理をしていることとなる。 
この単一の方法によって提供される会計情報は、特定の企業結合から生じるキャッシ
ュ・フローは同一であるため、異なる方法を用いるべきではない(G4+1(1998),para.156)
といったような異なる経済的実態に異なる会計処理方法を適用するという前提を違えてい
るものから、試算方法が明確でない表現の忠実性を重視した信頼性よりも単一の会計処理
方法を使用したほうが費用対効果に優れる(G4+1(1998),para.159)という理論である。 
しかし、先述のように G4+1のポジション・ペーパーは、SFAS141や IFRS3に大きな
影響を与えており、この単一の方法によって提供される会計情報の優位性についても近年、
「フレッシュ・スタート法」と同様に議論の対象とされなくなった。 
万代(2004)も表現の忠実性、比較可能性は同じような経済的実態に対して複数の会計処
理が認められてしまうことが、財務諸表の比較可能性を損なう可能性は指摘しているが、
同時に「異なる経済的実態を有するものは、異なって写像されなければならない。さもな
ければ、表現の忠実性は保たれない。取得と持分の結合で経済的実態は異なるのであるか
ら、それらが同じように写像されれば、財務諸表の比較可能性は損なわれることになる。
むしろ、異なるように写像して初めて、財務諸表の比較可能性は保たれる。」としている。  
この主張は、フレッシュ・スタート法も「新企業創設」という経済的実態があるため、
その実態を写像するフレッシュ・スタート法についても同様の結論を導くことが可能であ
る。つまり、「新企業創設」についても「取得」や「持分の結合(真の合併)」と同様に実
態を写像する会計処理を適用する必要性があると考えられる。 
 
6.2. 結論と今後の課題 
 第 6章の 1節では、近年、企業結合に関しては、特に顕著であるが、異なる経済的実
態にも同一の会計処理方法を認めてしまうような会計基準制定のアプローチがある。その
アプローチが「概念から経済的実態を導出する考え方」と必ずしも整合しないことについ
て明らかにした。 
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第 2章からの検討を踏まえて、フレッシュ・スタート法の適用可能性について再度検討
する。本論文は、先行文献から企業結合において重要とされる 2つの概念として「持分」
と「支配」の概念を推察した。そして、「持分」と「支配」のどちらの概念を重視しても
「取得」、「持分の結合（真の合併）」、「新企業創設」の 3つの経済的実態が導出する
ことができることを明らかにした。 
本論文の「新企業創設」とは、結合当事企業のうちいずれの企業も支配が継続していな
い場合またはいずれの企業の株主の持分が継続していない場合の経済的実態である。その
ような場合は、新たな企業実体による支配または、新たな企業の株主の持分の再投資が行
われていると解している。 
先行文献でも「持分」と「支配」の概念を整理して導かれたわけではないものの、企業
結合会計において、フレッシュ・スタート法を適用するような経済的実態が存在する可能
性については提示されてきた。概して、そのような企業結合には、「実質的な変更」が生
じる必要があるとされていた。この「実質的な変更」を直接捉えることは困難であり、ま
た、そもそも「実質的な変更」の定義が不明確であることが問題となり、フレッシュ・ス
タート法の適用に関する議論が先送りになった背景がある。 
また、「持分」と「支配」の概念から導かれる「新企業創設」の経済的実態についても
株主のリスクが著しく変更する場合や企業の資産に対する支配が著しく変更する場合など
についても、具体的にどのようなケースが該当するか不明確である。よって「新企業創設」
の経済的実態に限定してフレッシュ・スタート法を適用するとしても、「支配」や「持分」
のどちらにおいても「実質的な変更」を認識する識別基準が必要である。 
「実質的な変更」を認識する識別基準は、現行会計の枠組みに沿う形での設定が困難で
ある。なぜなら、「実質的な変更」が生じるような経済的実態は、既存の会計責任の基礎
の意味が希薄化していることが前提となり、会計の枠組みにおいて、重要視される利益測
定の見地で特に大きな問題を引き起こす可能性が高いとされているからである。 
よって、現行会計の枠組みを超えたニュー・ベイシス会計に「実質的な変更」が生じた
結果としてフレッシュ・スタートが生じるような特定事象の具体例を求めた。ニュー・ベ
イシス会計は現行会計上で制度化されていないものも多いものの、「実質的な変更」が生
じたと想定するケースを従来よりも拡張している点において検討の対象として優れていた。
検討の結果としては、ニュー・ベイシス会計の適用条件、つまり「実質的な変更」の課題
が浮き彫りとなった。その課題の 1つは、ニュー・ベイシス会計を適用するような「実質
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的な変更」が「支配」の変更を条件としても、その支配の主体が企業であるか株主である
か定まっていないことである。もう 1つは、ニュー・ベイシス会計には、株主の投資自体
に変更はないのにかかわらず、第三者との重要な取引においてその見積もりが信頼に足り
うるのであれば当該第三者の評価を反映するという考え方が根底にあるので、現行会計の
会計で表現すべき情報という一般的な制約と整合しない面があることである。 
そのため、ニュー・ベイシス会計の見解に則って「実質的な変更」を捉えるには、現行
会計のより一般的な部分を無視して企業結合会計単独の検討で結論付けることは難しかっ
た。確かにニュー・ベイシス会計が認められるならば、企業結合会計においてフレッシュ・
スタート法を適用することもできるかもしれない。 
しかし、その適用は第 3章で検討したような経済的実態を導いて、「新企業創設」に限
定してフレッシュ・スタート法を適用する考えとは異なっている。ニュー・ベイシス会計
を単純に適用すれば、おそらく、多額の借入取引の例に代表されるように、企業結合取引
の第三者の企業価値の評価される取引という点に着目して、「持分」や「支配」の概念に
着目することなく、全ての企業結合取引にフレッシュ・スタート法を適用する見解になる
だろう。それは、企業結合を概念から異なる経済的実態を導出して、それぞれに適切な会
計処理方法を適用する見解と相違している。これが後述のニュー・ベイシス会計の検討で
導かれた問題点に結びついている。 
第 5章では、今までと視点を変えて、企業結合取引のフレッシュ・スタート法の会計処
理方法について検討した。公正価値プーリングと相互パーチェスの新企業創設にプロセス
の相違がある。すなわち、公正価値プーリングは、新企業創設を現物出資するまでのプロ
セスであるのに対して、相互パーチェスは、出資して設立した新企業に既存の企業が取得
されるプロセスである点である。 
また、のれんの計上の有無については、のれんの会計処理について検討しなければ、公
正価値プーリングののれんの会計処理が明らかにならない場合があることが判明した。 
最後に、本論文で残された課題について、すなわち企業結合会計基準において、フレッ
シュ・スタート法が適用されるために残された課題について概説する。 
第 1に、企業結合会計基準が、会計処理方法からアプローチする形式で、かつパーチェ
ス法に一本化される方向で策定されている。それは、経済的実態を区分して適切な会計処
理方法を適用するアプローチと見解を異にしている。このアプローチの差がある限り、経
済的実態に適した会計処理を採用することが困難であると考えられる。現在の国際的潮流
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を見る限り容易なことではない。しかし、企業結合会計基準に限定されず、様々な会計基
準に起こりうる問題として、この問題について検討する必要があるだろう。 
第 2に、のれんの計上に代表されるようにフレッシュ・スタート法の会計処理について
まだ検討が足らない点が残っている。もっともこの点に関しては先述のように未だ 
第 3に、第 1と第 2の課題が解決しても、「持分」と「支配」の概念より導かれる「新
企業創設」にフレッシュ・スタート法を適用する見解において、「実質的な変更」を識別
基準の設定が課題として残っている。 
先述のように「実質的な変更」については、より一般的な議論に依存している事実があ
るため企業結合の検討のみ留まらないと推察される。しかし、この課題を解決すれば、「新
企業創設」の経済的実態にフレッシュ・スタート法を採用する余地も生じるだろう。 
したがって、今後は、「実質的な変更」について検討していく過程で、ニュー・ベイシ
ス会計の特定事象または企業結合の新企業創設を導くとされる事象が本当に企業を新実体
として生まれ変わらせているかどうか具体例に引きつけて検討していきたい。
 80 
参考文献 
 
Accounting Principles Board (APB). 1970. APB Opinion No.16. Business Combinations, 
New York, NY: AICPA. 
Financial Accounting Standards Board (FASB). 1976. Discussion Memorandum, 
Accounting for Business Combinations and Purchased Intangibles. Norwalk, CT: 
FASB. 
―. 1985. FASB Concepts Statements No.6.Elements of Financial Statements. Norwalk, 
CT: FASB. （平松一夫・広瀬義州訳. 2002.『FASB財務会計の諸概念』. 中央経済社. ） 
―.1991. Discussion Memorandum, An Analysis of Issues Related to New Basis Accounting, 
Norwalk, CT: FASB. 
―.2004. Statement of Financial Accounting Standards (SFAS) No. 141.Business 
Combinations, Norwalk, CT: FASB. 
―.2007. Statement of Financial Accounting Standards (SFAS) No. 141(Revised 
2007).Business Combinations, Norwalk, CT: FASB. 
Canadian Institute of Chartered Accountants.1973. section 1580. 
Catlett, G.R. and Olson, N.O. 1968. Accounting Research Study No.10, Accounting for 
goodwill, American Institute of Certified Public Accountants. 
G4+1.1998. Position Paper, Recommendations for Achieving Convergence on the Methods 
of Accounting for Business Combinations Norwalk, CT: FASB. 
International Accounting Standards Committee (IASC). 1989.Intenational Accounting 
Standards Exposure Draft 22. London, U.K.: IASCF. 
International Accounting Standards Board.2002. International Financial Reporting 
Standard Exposure Draft 3 , Business Combinations, U.K.: IASCF. 
―.2004. International Financial Reporting Standard (IFRS) 3 . Business Combinations. 
―.2008a. Project Summary and Feedback Statement: Business Combinations Phase Ⅱ, 
U.K.: IASCF. 
―.2008b. International Financial Reporting Standard (IFRS) 3 (Revised 2008). Business 
Combinations, U.K.: IASCF. 
Wyatt, A.R.1963. Accounting Research Study No.5, A Critical Study of Accounting for 
 81 
Business Combinations, American Institute of Certified Public Accountants. 
梅原秀継.2000.『のれん会計の理論と制度:無形資産および企業結合会計基準の国際比較』.白桃
書房. 
大雄智.2009. 『事業再編会計―資産の評価と利益の認識』.国元書房. 
川本淳. 2003. 「IASB・FASBにおける JVの取扱いと支配概念」.『企業会計』第 55巻 8号:39-46. 
勝尾裕子,桑野忠雄.2003. 『会計基準基礎講座シリーズ No.1企業結合会計について』.財務会
計基準機構. 
企業会計基準委員会.2007.  「企業結合会計に関する調査報告－EU による同等性評価に関連
する項目について－」. 
―.2008. 企業会計基準第 21号「企業結合に関する会計基準」. 
企業会計審議会.2001.「企業結合に係る会計基準に関する論点整理」. 
―.2003. 「企業結合に係る会計基準の設定に関する意見書」. 
―.2003. 「企業結合に係る会計基準」. 
企業財務制度研究会.1995. 『連結会計をめぐる米国財務会計基準の動向』.企業財務制度研究
会. 
―.1996. 『合併会計をめぐる米国財務会計基準の動向』.企業財務制度研究会. 
―.1999. 『企業結合会計をめぐる論点』.企業財務制度研究会. 
菊谷正人.2006.  ｢企業結合会計の新展開―公正価値パーチェス法の理論的妥当性と実務的適
用可能性―｣.『税経通信』11月号:25-34. 
黒川行治.1999. 『合併会計選択論』.中央経済社. 
―.2004. 「企業結合会計方法の論点と解決策」.『三田商学研究』第 47巻 1号:175-190,慶応
義塾大学商学会. 
関根愛子.2006. 『企業結合会計の知識』.日本経済新聞社. 
齋藤雅子.2008. 『企業結合会計の論点―持分プーリング法容認を考える―』.中央経済社. 
武田安弘.1982. 『企業結合会計の研究』.白桃書房. 
中央青山監査法人研究センター.2004. 『企業結合会計基準ガイドブック』.中央経済社. 
平松一夫.2003. 「会計のエンティティ―ニュー・ベイシス会計の構想―」.斎藤静樹編著.『会
計基準の基礎概念』.中央経済社:111-134. 
万代勝信.2004. 「取得と持分の結合の識別」.斎藤静樹編著.『逐条解説 企業結合会計基準』. 
中央経済社: 33-52. 
 82 
山田純平.2002. 「フレッシュ・スタート法の適用可能性」.『會計』第 162巻第 2号:277-287. 
米山正樹.1992. 「企業合併の会計問題―株主持分の継続と承継資産の評価」.『経済学研究(東
京大学』第 35号:61-69. 
 - 1 - 
参考資料1 
１.ARS5 p.81-86 
①原文 
p.81 
The Fair Value Pooling Concept 
If one accepts the proposition that business combination transactions are basically 
exchange transactions, a problem arises in certain combinations wherein the facts are 
not clear as to which constituent acquires the other. These situations would normally 
arise when the constituents are relatively the same size. 
The discussion of purchase accounting earlier in this chapter was built upon the 
framework of the accounting entity and the critical nature of the business transaction 
as related to the entity. A substantial majority of the business combinations that are 
consummated involve constituents of disproportionate size. The conclusions reached 
were based upon the fact that the combination transaction involves an “exchange” in 
which the dominant entity in effect acquires a smaller business entity. 
The conclusion that business combinations should, in effect, be accounted for in the 
same manner as any exchange transaction has substantial logical support. This 
appears true even though the application of this accounting treatment produces asset 
values in the resultant entity on two different bases: original cost, less amortization, 
for those assets which the acquiring company had in use at the date of combination, 
and current or fair value for those assets newly acquired in the combination. This 
phenomenon would be true regardless of whether the form of the transaction had A 
acquire B, or had C, a new legal entity, acquire both A and B if, in fact, A did acquire B. 
Many accountants with whom we held discussions indicated that the merging of the 
                                                  
1 ARS5の公正価値プーリング法はワイアットこそ、このような主張が従来からされていると
前置きしているものの、先述のようにフレッシュ・スタート法の原点といえる。 
 近年のコンバージェンスの流れにおいて、会計基準または論点整理などは各国の言語で翻訳
されている。しかし、旧来の優れた研究書に関しては、同様の取り扱いはなされていない。ARS5、
ARS10も企業結合のフレッシュ・スタート法を論じるうえで、優れた文献であるにもかかわら
ず、和訳を見つけることが出来なかった。そこで、参考資料として、原文と和訳を付すことと
した。 
なお、原文はページ数を忠実に反映しているものの、和訳については文法の相違によりペー
ジ数に若干のずれが生じていることに留意する。 
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assets at different values was unsound and that the “purchase” treatment created an 
inconsistency in balance sheet values. Their conclusion was that “pooling” accounting 
should be used in order to state the various assets on similar bases. 
It is not the purchase method of accounting for combinations, however, which 
produces the diversity of asset values. Asset values are constantly changing as prices 
change, as combinations of assets in use prove more or less valuable than operation of 
the assets separately, as well as from a variety of other causes. Accountants normally 
do not give effect to changing asset values, regardless of the cause, unless the entity 
engages in some event which provides an objective basis upon which to record the 
change. Thus, unrealized appreciation in assets arising when prices increase is 
normally given no accounting recognition. Many times it is this fact of price 
fluctuations which causes identical assets to have different accounting bases, if they 
enter an entity's accountability at different times. 
p.82 
Accountants who object to the varying asset bases resulting from purchase accounting 
for combinations should recognize that an alternative other than the existing 
“pooling-of-interests” accounting is possible. The acquiring company’s assets might be 
stated on a current value basis to coincide with the basis of the newly acquired assets 
rather than recording the new assets on a basis that existed on a different entity’s 
records. This accounting procedure might be referred to as “fair value” pooling and 
may be useful in some combinations. 
  A small minority of the business combinations we studied involved constituents of 
relatively the same size. In such a combination the facts may be so unclear as to make 
it difficult to contend that one entity acquired another. Therefore, even though the 
basic nature of the combination remains an exchange transaction, it may be 
inappropriate to account for it as if one entity acquired control over the assets and 
properties of another. Combinations of constituents which are relatively the same size 
create a resultant entity which is generally materially different in nature, scope of 
operations, control over resources and personnel, and even in methods of operation 
from either of the previous business units. In effect the resultant entity is a new 
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business an e materially different from either pre-existing business. 
  In combinations which result in an essentially new enterprise there may be nothing 
inherent in prior carrying values to warrant their continued usage subsequent to the 
combination. Rather, it is possible that the assets of the resultant entity should be 
accounted for based on their “cost” to the new entity. Since the accounting unit is, in 
effect, a new entity, cost to the entity would involve a determination of the fair value of 
the assets contributed to the future use of the entity. All the assets would be carried 
forward at their fair value at the date the new entity came into being (the date of the 
combination). Likewise, the resultant entity would report no earned surplus until such 
time as its operations generated earnings. 
  The “fair value” pooling concept is not presented as an alternative to the concepts of 
accounting for business combinations developed earlier in 
p.83 
this chapter. Rather, it is a concept which may be most descriptive of the situation 
resulting from a few business combinations wherein the resultant enterprise is, in 
essence, a new enterprise. The accounting aspects of this concept ― restatement of 
the assets in terms of current fair values and elimination of earned surplus ― might 
also, however, be applicable in situations other than the relatively few business 
combinations for which they might be appropriate. For example, the occurrence of any 
event which might indicate an entity had made, in essence, a fresh start could result in 
such restatement of asset values and elimination of earned surplus (deficit). Likewise, 
situations sometimes arise in which the book values of assets fail to reflect on a 
realistic basis the fair value of the unused service potential which the assets possess. 
Asset restatement on a fair value basis to achieve, in effect, a fresh start might be 
appropriate here. 
  The applicability of the “fair value” pooling concept may be illustrated by 
considering two practical situations. Does a combination involving two grocery stores, 
for example, of relatively the same size produce “a significantly different” resultant 
entity, or is it necessary that the constituents be involved in different types of 
operations?  It seems to us that a combination, of any two entities of relatively the 
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same size will produce a new business entity. The fact that the constituents were in the 
same line of business prior to the combination would not prevent the combination from 
producing a “new” entity. The “new” entity can be “new” in the sense of a significant 
change in nature, a significant change in scope, or a significant change in asset control 
or earning power. 
  Does a combination involving several constituents, no one of which is relatively the 
same size as the largest constituent but the sum total of which is to produce a 
“significantly different” business entity, warrant “fair value” pooling treatment? What 
if the series of combinations is a part of an over-all expansion plan of one constituent? 
Both of these questions pose difficult problems. However, if the total effect of the 
combination transactions produces a resultant entity significantly different from any 
of the constituents, the “fair value” pooling treatment would be indicated. A review of 
all the attendant circumstances would be necessary prior to the determination of a 
final decision. The judgment must be based upon consummated actions, not on 
anticipations of future events. We must recognize that business combinations, no 
matter how insignificant, do not take place in a vacuum or in the absence of 
negotiation and serious consideration by the participants. A review of these 
negotiations, of all the circumstances surrounding the actions taken and contemplated, 
should provide the professional accountant with the basis for rendering a sound 
judgment regarding the transaction. 
  One modification of the “fair value” pooling concept would be to carry forward earned 
surplus in the financial statements of the resultant entity. While this modification does 
not appear to follow logically from the reasoning developed earlier, it may have 
practical application in some circumstances. 
p.84 
The following comparison may be made between the existing concept of accounting for 
a “pooling of interests,” the “fair value” pooling concept presented above, and the 
modification of this latter concept. 
 
1. The concept of “pooling” used in the past would account for assets on the basis of 
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their existing book values on the records of the constituents at the date of combination.  
Likewise, the combined earned surplus balances of the constituents could be carried 
forward as earned surplus of the resultant entity. This treatment would be applicable 
whether the combination resulted in the emergence of one legal entity subsequent to 
the combination or the continuance of each constituent as a legal entity, one in a 
subsidiary position to the other. 
 
  2. The concept of “fair value” pooling developed above would account for the assets of 
the resultant enterprise at their fair value as of the date of the combination. The fair 
value would be determined by consideration of all available data at that date, with 
primary emphasis attaching to the negotiations coincident to the exchange transaction, 
appraised values, and other pertinent inform action bearing upon a determination of 
fair value. Under this concept the resultant enterprise would carry forward no earned 
surplus, since the enterprise is a new business entity, regardless of the legal status of 
the resultant entity. This treatment of earned sllrp1us would be similar to that arising 
under the quasi-reorganization procedure for “downward” reorganizations. Earned 
surplus legally available for dividends would be reported in an appropriate manner. 
 
  3. A third concept, a combination of the first two, would account for the assets of the 
resultant enterprise at their fair value as of the date of combination, this basis 
determinable as outlined above. The resultant entity would carry forward as earned 
surplus the combined earned surpluses of the constituents, except for necessary 
adjustments occasioned by the combination. 
 
For those relatively few combinations in which the economic result is, in effect, a new 
enterprise, the weight of logic and of consistency with other accounting concepts 
supports the second of these alternatives. The principal justification, conceptually, 
would be that the combination produces an entirely new business entity. As such, the 
values existing in the accounting records of the various constituents at the date of 
combination would appear to have little relevance to the new entity. The accounting 
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problem involved would be similar to 
p.85 
that arising in the formation of a new business through contribution of various 
properties by various ownership interests. In such a situation neither existing book 
values nor par nor other stated values of equity interests issued have particular 
relevance in assigning accountability to the properties contributed, Fair value of the 
assets contributed does have prime relevance in such a situation, In fact, the problem 
of asset valuation in a combination resulting in a “totally new situation” would not be 
as difficult as that in formation of a new enterprise through various asset 
contributions, The negotiations coincident to the combination would provide far better 
clues to the appropriate asset valuation them might exist in the latter situation. 
  Relating this concept to that accepted in the quasi-reorganization procedure also 
appears relevant. It is true that the quasi-reorganization procedure has been applied 
generally only to entities in financial difficulties with the objective generally being to 
eliminate an accumulated deficit and to adjust asset values to a more realistic basis. 
The entity is given a “fresh start,” placing it on a basis much as if it were a new entity. 
  There does not appear to be any logical reason however, to limit the 
quasi-reorganization procedure to the above situation, If the attendant circumstances 
appear to warrant a “fresh start” or appear to support a conclusion that an existing 
entity has so changed its nature, scope of operations, or earning potential as to be, in 
effect, a new entity, the quasi-reorganization procedure may be applicable. Certainly a 
business combination wherein the constituents were approximately the same in size 
and scope of operations, so that neither in reality “acquired” the other, could well 
produce a business entity significantly different from any of the constituents in the 
combination. 
  A logical extension of this concept would indicate that the resultant entity should 
carry forward no earned surplus following the combination. We recognize, however, 
that the analogy to a quasi-reorganization is not complete, Furthermore, in many 
situations valid reasons may exist for carrying forward the amount of earned surplus 
legally available for dividends, Thus, the third alternative may well be appropriate to 
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reflect properly certain combinations, In any event, if the earned surplus carried 
forward differs materially from the amount of surplus available for dividends, this 
latter amount may be disclosed parenthetically, Subsequent earnings of the resultant 
enterprise would not necessitate separate disclosure. 
  For those combinations which result in a new enterprise the first alternative listed 
above (the pooling of interests) has little support 
p.86 
from either a conceptual or logical viewpoint. This alternative has the practical effect 
of carrying forward asset values not properly reflective of the fair value of the assets 
committed to use by the entity. Financial reports resulting from the application of this 
alternative in the combination situation described would tend to be misleading and not 
representative of the substance of the transaction. 
 
②和訳 
p.81 
公正価値プーリングの概念 
企業結合取引が基本的に交換取引であるという主張が許容されるのであれば、問題は結
合当事企業のどちらが他の企業を取得したかが明確でないという場合の企業結合に生じる。
このような状況は通常、結合当事企業は相対的規模が同一であるときに生じるだろう。 
この章で先述したようなパーチェス法の議論は、事業会計の枠組みと企業と関連する企業
取引の本質に立脚している。企業結合の多数は不均衡な規模の企業に含まれる。結合取引
は実質的に支配企業が規模の小さい企業を取得することであり、「交換」に含まれるという
事実に基づき結論を導いた。 
企業結合は交換取引と同じ方法で会計処理を統一すべきであるという結論は、十分な論
理である。これは、たとえこの会計処理の適用が 2つの異なる基礎に基づく結合後企業の
資産価値を提供するとしても、真実を表すことを明らかにしている。2 つの基礎とは、つ
まり、取得企業が結合日に既に使用されていた資産に関する取得費や償却費用と企業結合
によって新しく取得した資産の現在価値または公正価値で計上することである。この事象
は取引の形成が、A が B を取得する、もしくは新しい法律上の C が A と B の両方を取得
するような事実として Aが Bを取得するかに拘らず、真実となるだろう。議論した多くの
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会計専門家は、異なる価値による資産の買収は根拠がなく、「パーチェス」の会計処理は貸
借対照表の価値の不一致が創造されると述べている。そのような結論は「プーリング」の
会計処理が同じ基礎で様々な資産を計上しているため、使用すべきであるとしている。 
しかしながら、企業結合をパーチェス法で会計処理することは異なる資産価値を提供する
のではない。資産価値は、結合資産が単独での事業資産よりも価値が上下すると判明して
いることやその他にも、様々な原因から価格が常に変化しつづけている。会計専門家は通
常資産価値の変化は原因に関わらず反映しないというが、企業はこのようにして価格の上
昇時に未実現の価値の評価を通常、会計上認識することはない。多くの場合、同じ資産に
異なる会社の会計責任が生じるならば、異なる会計の基礎を生じる価格変動の事実がある。 
p.82 
会計専門家で企業結合をパーチェス法で会計処理した結果として様々な資産の基礎（測
定がばらつくことの忌避）に反対する者は既存の「持分プーリング」会計は可能であり、
二者択一で認識すべきとしている。取得企業の資産は、異なる記録の基礎に基づいて新た
な資産を記録する、寧ろ新しく取得された資産と一致するように現在価値で計上されるだ
ろう。この会計の手続きは「公正価値」プーリングとして言及されるかもしれないし、い
くつかの企業結合に有用であるだろう。 
我々が検討した少数の企業結合は相対的規模の同一の企業を含んでいる。そのような企
業結合では、事実として、一方の企業が他の企業を取得したと主張することが難しく不明
確であるかもしれない。それゆえ、企業結合の基本的な本質は交換取引のままであるけれ
ども、もし、ある企業がもう一方の企業の資産や財産の支配を取得したのであれば、交換
取引として処理することはふさわしくない可能性もある。相対的規模が同一の結合当事企
業は、一般的に以前の企業構成のどちらとも営業範囲、資源や人材の支配、営業方法でさ
えも異なる結合後企業を創設する。結果として、結合後企業は以前の企業のどちらとも大
いに異なる新しい企業となる。 
本質的に新企業が生じるような企業結合では、結合後に継続して使用することを保証す
るような、以前の簿価が固有に存在することはないだろう。寧ろ、結合後企業の資産が新
しい企業の「原価」として基礎の元で処理することが可能である。会計単位は実際には、
新企業であり、企業に対する原価は新企業の将来の使用のために拠出された資産の公正価
値の定義に該当する。全ての資産は新企業が相続する日（企業結合日）の公正価値で振り
替えられる。また、結合後企業は企業結合前までに事業で生み出した利益、稼得利益はま
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ったく報告されないだろう。 
 「公正価値」プーリングの概念はこの章の以前に記述した企業結合の概念と代替するも
のとして表明されるものではない。寧ろ、結合後企業が本質的に新企業となる少数の企業
結合から生じる状況を説明しうる概念である。しかしながら、この概念の会計観は―現在
の公正価値によって資産を再修正と利益剰余金の消去―であるが、相対的に少数の企業結
合以外の状況にもまた適用できるかもしれない。例えば、（新）企業の兆候であるかもしれ
ない一定の事象の発生が創設されていたとするならば、本質的に、フレッシュ・スタート
は資産価値の再修正と利益剰余金（損失）を生じるだろう。 
p.83 
同様に、そのような事象は時折、資産の簿価は、資産の潜在的な未使用の用役の公正価値
を現実的な基礎に基づいて反映することができないときに生じる。資産が公正価値に再評
価されるのならば、実際には、フレッシュ・スタート法がここでは適切かもしれない。 
 「公正価値」プーリングの概念の適用可能性は２つの現実的な状況を考察することで表
現できるだろう。例として、相対的規模の同じである 2つの雑貨店を範囲とする企業結合
が「はっきりと異なる」結合後企業を提供するか、もしくは結合企業が異なる事業に含ま
れる必要があるのか？私たちは、２つの相対的規模の同一の企業結合は新企業を創設する
と思われる。結合企業は結合以前と同じ方針だったという事実があれば、新企業を創設す
る企業結合を妨げているだろう。「新しい」企業は、営業範囲の重大な変化または資産の支
配もしくは収益力の重大な変化のような、本質的に重大な変化の感覚としての「新しい」
である。 
 結合当事企業の一つが全ての結合当事企業からもっとも大きな企業として相対的規模が
同一である「はっきりと異なる」企業を生み出すというような、いくらかの結合企業が含
まれるような企業結合は「公正価値」プーリングの取り扱いを認めるだろうか？一連の企
業結合はある結合当事企業の全社的な拡大計画の一部となるだろうか？これらの疑問は難
しい問題に位置づけられる。しかしながら、もし結合取引の全体的な影響が結合当事企業
とはっきりと異なる結合後企業を生み出すならば、「公正価値」プーリングの会計処理が支
持されるだろう。全ての状況の再検討は最終的な結論の前に必要である。その判断は将来
の事象の予想でなく、想定される活動に基づかねばならない。我々は企業結合が、取るに
足らぬ問題でないとして、参加者による真剣な話し合いと交渉の欠如または空所を生じな
いように認識しなければならない。これらの話し合いの再検討は、利用や試みという行動
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と密接に関連した全ての環境について、取引を比較することでしっかりとした裁定を示す
ための基礎として高度な会計専門家に提供するべきである。 
 「公正価値」プーリングの概念の、ある修正案は結合後企業の財務諸表に利益剰余金を
振り替える。この修正は先述議論された根拠から論理的に導かれない一方で、いくらかの
状況で実務における適用があるかもしれない。  
p.84 
下記の比較は現存する「持分プーリング」と上述された「公正価値」プーリングの概念
に基づく修正で作られている。 
 
1．昔から使われる「プーリング」の概念は結合日に結合当事企業に記録されている簿
価を元に資産を会計処理するものである。同様に結合当事企業の利益剰余金勘定は結合後
企業の利益剰余金に振り替えられる。この会計処理は企業結合が結合後の法的実体を持つ
会社の出現もしくは一方を子会社とするような法的実体として結合当事企業が継続すると
いうような、どちらかの場合に適用されるだろう。 
 
2．上記で議論された「公正価値」プーリングの概念は結合日に公正価値で結合後企業
の資産を会計処理する。公正価値において、最も強調されることは交換取引、承認された
価値、公正価値の定義に沿うような他の適切な情報と一致する裁定に結びつくようにして、
結合日に利用可能な全ての情報に基づいた対価によって定義されることである。この概念
のもとでは、結合後企業は企業が新企業であるので結合後企業の法的地位にかかわらず、
利益剰余金をまったく引き継がない。利益剰余金の扱いは「下向きの」再組織である準更
生の手続きと類似している。法的に分配可能な利益剰余金は適切な方法で報告されるだろ
う。 
 
3．まず二社の企業結合として、3番目の概念は、結合日の公正価値で結合後企業の資産
を会計処理することであり、上記で概説され決定できる基礎である。結合後企業は企業結
合によって必要な調整が生じることを除いて、結合される結合当事企業の利益剰余金を利
益剰余金として引き継ぐことである。 
 
経済活動の結果が、実質的に新企業のときのような相対的に少数の企業結合の場合、他
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の会計概念と重要な論理との一貫性はこれらの代替的方法の第 2の案を支えている。その
方針の根拠は概念的に、企業結合が完全に新しい会計実体を生み出すことである。そのよ
うなとき、結合日に様々な結合当事企業の会計記録に存在する価値は新しい実体にほとん
ど関係ないだろう。会計上の複雑な問題は様々な所有者持分によって様々な財産の拠出を
通じて新しい企業を設立することと類似している。 
p.85 
そのような状況では、既存の発行済みの株式持分の簿価も額面も他に計上される価値も拠
出財産に対して会計責任を割り当てる特殊な目的適合性をもっていない。拠出された資産
の公正価値はそのような状況では、最良の目的適合性を有する。事実、「完全に新しい状況」
を生じるような企業結合の資産の価値評価の問題は様々な資産の拠出を通して新企業の創
設することと同じほどに困難ではない。結合と同時に起こる交渉は後者の状況に存在する
よりも適切な資産の評価のためのかなり優れた手がかりを提供するだろう。 
 この概念を準更生の手続きにおいて認められている概念と比較すると関連があるように
思える。準更生の手続きが客観的にみて一般に累計損失の消去とさらに現実的な基礎によ
る資産価値の調整を要する財務的困難な企業実体にのみ適用される。そのような企業実体
は、まるで新企業と同じような基礎に位置づけられるので「フレッシュ・スタート」にあ
てはまる。 
 しかしながら、上記の状況に準更生の手続きを限定する理由はまったくない。もし結果
として生じる事象が「フレッシュ・スタート」を保証もしくは存在している実体が実際に
新実体に相当する営業範囲もしくは営業力があるなどの本質的な変化という結論を導くこ
とができるならば、準更生の手続きは適用可能であるだろう。確かに結合当事企業がおお
よそ同じ規模と営業範囲であったときの企業結合はどちらの企業も他の企業に「被取得」
という事実があるといえないので結合当事企業の重大に異なる企業実体を生み出すだろう。 
 この概念を拡大すれば、結合後企業は企業結合において利益剰余金をまったく引き継ぐ
べきでないことを支持するだろう。しかしながら、我々は準更生の類推が完全ではないと
認識している。さらに、多くの状況で、妥当な理由は法的に分配可能である利益剰余金の
金額を引き継ぐことには存在するだろう。このようにして、第 3の代替案は適切に確かな
企業結合を反映することに適していてもっともである。とにかく、引き継がれた利益剰余
金は分配可能な利益剰余金の金額と実質的に異なるのであれば、この後者の金額は付け加
えるように開示されるだろう。結合後企業の今後の稼得利益は区分して開示することを必
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要としない。 
 新企業が生じる企業結合に関して、上記に記述した第 1の代替案（持分プーリング）は、
概念的または論理的のどちらからもほとんど支持されない。 
p.86 
この代替案は企業によって使用するように委託された資産の公正価値を適切に反映しない
で資産価値を引き継ぐという実務の影響がある。企業結合にこの代替案を適用した財務報
告は取引の実質を表現せず、誤解を生じさせる結果となるだろう。 
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2.ARS10 p.100-102 
①原文 
p.100 
Accounting for Business Combinations in Which No Constituent Entity Is Clearly the 
Continuing Enterprise 
 
In those relatively few business combinations in which one constituent entity is not 
clearly the continuing enterprise, the transaction results, in effect, in the creation of a 
new business. Thus, accounting for those combinations should be similar to accounting 
for the creation of new businesses. 
 
Basis of Accounting for New Business Enterprise. The resources and property rights 
received in the creation of a new business are generally recorded at their fair value at 
tile date received. The amounts recorded in the accounts of the predecessors of a new 
business enterprise created by a business combination are ordinarily not relevant to 
the new enterprise nor are they a proper basis for establishing new accountability. In 
this Connection, George O. May, who took issue with the conclusions of ARE 48, Said: 
 
The first objective of any rules applicable in these cases should be to insure 
the creation of adequate information on which to base charges against revenue 
in the future. It is now generally recognized that the main importance of 
monetary ascriptions given to wasting capital assets arises from the fact that 
they will form the basis of charges against revenues in the future. One 
corollary that follows is that these monetary ascriptions will be the more 
significant and useful the more closely they reflect the effective cost to 
present-day stockholders of their interest in the surviving corporation, rather 
than the effective cost to stockholders of a prior gen- 
p.101 
eration. There is always a presumption in favor of a more recent measure of 
accountability as against an earlier one and the presumption becomes 
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stronger the older the historical basis is.1 
 
Wyatt developed in Chapter 7 of ARS 5 what he termed “the fair value pooling 
concept” which would be applicable to those business combinations in which the 
resultant enterprise is, in essence, a new enterprise. Under this concept,払 e assets of 
the resultant enterprise would be accounted for at their fair value as of the date of the 
combination; since the enterprise is a new business entity, no retained earnings would 
be carried forward and the retained earnings legally available for dividends would be 
disclosed. We generally concur in the conclusions reached by Wyatt and believe that 
this concept is appropriate, with certain modifications or clarifications, for all business 
combinations in which one entity is not clearly the continuing enterprise. 
 
Goodwill in New Business Enterprise. The fair value of the respective constituents as 
a whole, including the value of goodwill, is normally determined by negotiations 
coincident to the exchange transaction, based on all available data. The fair value of 
the businesses as a whole generally determines the exchange ratios finally negotiated. 
The fair values contributed by each constituent therefore serve as a basis for 
determining the stockholders’ equity in the new enterprise. The stockholders of each 
constituent contribute their values in exchange for an interest in the values of a new 
enterprise, and each shares in the benefits of goodwill developed by the other. 
The value of the goodwill of each constituent is important in determining the terms of 
the exchange transaction, but the values have no accounting significance after the 
combination- is accomplished. The goodwill of the resulting combined enterprise may 
possibly exceed the sum of the values of goodwill of the separate entities. The fair 
values to be recorded for the new enterprise should exclude the value of goodwill 
contributed, whether that goodwill was developed by the constituents or had been 
previously purchased. Thus, the amount of stockholders’ equity in the new enterprise 
represents the sum of their joint contributions of separable resources and property 
rights to be used or consumed in subsequent operations. 
                                                  
1 “Business Combinations: An Alternate View,” Journal of Accountancy, April 1957, p.35. 
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p.102 
The accounting treatment recommended for the goodwill associated with business 
combinations which result in a new enterprise is consistent with previous conclusions 
in this study that neither purchased nor nonpurchased goodwill should be recognized 
as an asset. It is also consistent with the accounting procedure for new businesses 
created by other than a business combination; goodwill values which arise or exist in 
newly organized businesses have ordinarily not been recorded as assets. 
 
Retained Earnings in New Business Enterprise. Under the “new business” Concept, 
the resultant entity would not carry forward retained earnings of the constituents･ 
The new enterprise would report as retained earnings only undistributed profits 
subsequent to the creation of the enterprise. 
Wyatt recognized that carrying forward the retained earnings of the constituents may 
have “practical application in some circumstances.” 
 
…in many situations valid reasons may exist for carrying forward the amount 
of earned surplus legally available for dividends…In any event, if the earned 
surplus carried forward differs materially from the amount of surplus 
available for dividends, this latter amount may be disclosed parenthetically 
Subsequent earnings of the resultant enterprise would not necessitate 
separate disclosure.2 
 
Disclosing undistributed past earnings of constituents of a combination which is, in 
effect, the creation of a new business enterprise may be advisable in some 
circumstances. However, undistributed past earnings should not be reported as 
retained earnings of tile new enterprise. 
 
 
                                                  
2 Accounting Research Study No.5,”A Critical Study of Accounting for Business 
Combinations,” 1963, p.85. 
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②和訳 
p.100 
結合当事企業が明確に継続企業でない企業結合の会計処理 
比較的少数の企業結合の場合、実質的に取引の結果新企業の創設が生じる。このように、
当該企業結合の会計処理は、新企業創設の会計処理と類似すべきである。 
新企業の会計処理の基礎 新企業の創設で資源、財産の権利は一般に受取日の公正価値
で記録している。企業結合によって創設された新しい企業の以前にあった会計記録の金額
は新しい企業と関連しない。また、新しい会計責任に基づく適切な基礎とも関連しない。
これに関連して、ジョージ・オー・メイが ARB48の結論で、このように主張している。 
 このような場合に適切なルールの第一の目的は、将来の収入からの控除に基づ
く適切な方法の創設を保証することとすべきである。拠出資産の消費を貨幣表現
に帰することの重要性が、将来の収入からの控除という基礎を形成するという事
実から生じることは、一般的に認識されている。ある推論は、以前の世代の株主
の実質的な費用より寧ろ厳密に存続企業の現在株主の持分の実質的な費用を反映
することが、貨幣表現に帰するためには、より重要で役に立つとしている。 
p.101 
より早期のものを反対に、より最近の会計責任における測定するための仮定して
いる。そして、その仮定が古い歴史的な基礎をより強いものとなるのである。 
 
ワイアットは ARS5の 7章で結合後企業が本質的に新企業であるという企業結合に適用
されるだろう「公正価値プーリング」と称して記述した。この概念によれば、結合後企業
の資産は、結合日の公正価値で会計処理されるだろう。なぜなら、企業は新実体であり、
利益剰余金はまったく、引き継がれず、法的に分配のため活用される利益剰余金が開示さ
れるだろう。我々はワイアットの到達した結論に同意し、この概念が１つの実体が継続企
業であると明らかでないとき、全ての企業結合に一定の修正や明確化を伴って適用される
と信じている。 
 
新企業ののれん のれんの価値を含む、全体としての結合当事企業それぞれの公正価値
は通常、全ての有用な情報に基づいて、交換取引と一致するような調整によって決められ
る。企業全体の公正価値は一般的に最終的に調整された交換比率を定義する。各々の結合
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当事企業の株主は新企業の価値の持分と一方で記述されたのれんの便益への各々の持分を
交換するという価値を提供する。各々の結合当事企業によって構成された公正価値はそれ
ゆえ、新企業の株主持分を定義する基礎として役に立つ。 
結合当事企業の暖簾の価値は交換取引の条件を定義するということで重要であり、しか
し、その価値は結合後、会計上の意味（重要性）を持っていない。被結合企業から生じる
のれんは、区分された実体ののれんの価値の合計を超えることもありうるだろう。新企業
に記録される公正価値はのれんが結合当事企業によって計上されたもしくは明らかに購入
されているようなどちらかであり、構成されるのれんの価値を除外すべきである。このよ
うにして、新株主の株主持分の合計は、結合後事業で消費や使用される区分可能な資源と
財産への権利の結合の合計で表現される。 
会計上の取り扱いは、購入・非購入のどちらののれんも資産として認識すべきではない
というこの研究書の前の結論と一致している。 
企業結合以外で創設された新企業に関する会計手続きともまた一致する。新しく組織され
た事業に発生または存在するのれんの価値は通常資産に計上すべきではない。 
p.102 
新企業の利益剰余金.「新企業」の概念の元では、結合後事業は結合当事企業の利益剰余金
を引き継がないだろう。新しい企業は企業の創設後の分配不能利益のみ利益剰余金として
記録するだろう。 
ワイアットは結合当事企業が「いくらかの状況で実務上の適用」を有するだろう利益剰
余金を引き継ぐことを認識した。 
 
…多くの状況で妥当な理由が法的に分配可能な利益剰余金の金額を引き継ぐとし
て存在するのなら… 
とにかく、引き継がれた利益剰余金は分配可能な利益剰余金の金額と実質的に異
なるのであれば、この後者の金額は付け加えるように開示されるだろう。結合後
企業の今後の稼得利益は区分して開示することを必要としない。 
 
分配不能な過去の新企業創設である結合当事企業の剰余金を開示することは、実質的に
新企業が創設されるような状況などで適切であるだろう。しかしながら、分配不能な過去
の剰余金は新企業の利益剰余金として報告されるべきではない。 
